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                                東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 

                                   東京電力ホールディングス株式会社 

            代表執行役社長  小早川 智明 

 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 変更認可申請書 

 

 

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６４条の３第２項の規定

に基づき，別紙の通り，「福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画」 の

変更認可の申請をいたします。 

 

                                                              以 上 
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「福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画」について，下記の箇所

を別添の通りとする。 

 

変更箇所，変更理由及びその内容は以下の通り。 

   

○福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 

１号機原子炉建屋を覆う大型カバーへの換気設備他設置に伴い，下記の通りの

変更を行う。 

 

Ⅱ 特定原子力施設の設計，設備 

2.3 使用済燃料プール設備 

本文 

・１号機注水配管の設置に伴う主要仕様の追加 

添付資料－９ 

 ・１号機注水配管の設置に伴う記載の追加 

・その他記載の適正化 

 

2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備 

本文 

 ・１号機大型カバー設置に伴う記載の追加 

・１号機大型カバー換気設備設置に伴う主要仕様の追加 

・その他記載の適正化 

添付資料－３－１ 

 ・１号機大型カバー設置及び１号機大型カバー換気設備設置に伴う記載の追加 

・１号機大型カバー換気設備に係る確認事項の新規追加 

・その他記載の適正化 

添付資料－７ 

・１号機大型カバー設置及び１号機大型カバー換気設備設置に伴う記載の追加 

 

2.15 放射線管理関係設備等 

本文 

・１号機原子炉建屋カバー排気設備停止及び１号機大型カバー換気設備設置に伴う 

記載の変更 

   ・その他記載の適正化 

添付資料－１ 

・１号機ダスト放射線モニタ検出器系統概略図の変更 
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 Ⅲ 特定原子力施設の保安 

第１編 （１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置) 

第６章 放射性廃棄物管理 

第４２条 

・１号機大型カバー換気設備設置に伴う記載の変更 

附則 

・１号機大型カバー換気設備設置に伴う記載の変更 

 

第３編 （保安に係る補足説明） 

2 放射性廃棄物等の管理に関する補足説明 

2.1 放射性廃棄物等の管理 

2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理 

本文 

・１号機大型カバー換気設備設置に伴う記載の変更 

    

3 放射線管理に係る補足説明 

3.1 放射線防護及び管理 

3.1.2 放射線管理 

本文 

・１号機大型カバー換気設備設置に伴う記載の変更 

 

以 上 
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2.3 使用済燃料プール設備 

2.3.1 基本設計 

2.3.1.1 設置の目的 

2.3.1.1.1 使用済燃料プール設置の目的 

使用済燃料プールは原子炉建屋内にあって，使用済燃料及び放射化された機器等の貯蔵

を目的に設置する。 

 

2.3.1.1.2 使用済燃料プール冷却系設置の目的 

既設の燃料プール冷却浄化系（以下，ＦＰＣ系）については，その機能が失われており，

復旧の見通しが立っていない状態であることから，使用済燃料プール内の燃料から発生す

る崩壊熱を安定的に除去する必要がある。既設設備と新設設備とを組み合わせ，使用済燃

料プール水を冷却する系統である使用済燃料プール冷却系を構成し，使用済燃料プール水

の冷却を行う。なお，４号機については使用済燃料プール内に燃料がないことから，使用

済燃料プール冷却系を構成し冷却を行う必要はない。 

 

2.3.1.2 要求される機能 

2.3.1.2.1 使用済燃料プールの要求される機能 

(1) 臨界が防止されていることを適切に確認し，臨界を防止できる機能を有すること。 

(2) 使用済燃料プールからの漏えいを検出できること。 

(3) 基準地震動Ssによる地震力に対して安全機能が確保できること。 

 

2.3.1.2.2 使用済燃料プール冷却系の要求される機能 

(1) 使用済燃料からの崩壊熱を適切に除去できること。 

(2) 使用済燃料プールに水を補給できること。  

(3) 異常時においても適切に対応できる機能を有すること。 

(4) 必要に応じて使用済燃料プール水の浄化ができる機能を有すること。 

(5) 建屋外への漏えいを防止できる機能を有すること。 

(6) 使用済燃料プール水の冷却状態を適切に監視できること。 

(7) 動的機器，駆動電源について多重性を有すること。 

 

2.3.1.3  設計方針 

2.3.1.3.1 使用済燃料プールの設計方針 

(1) 未臨界性 

使用済燃料プールは，燃料集合体を貯蔵容量最大に収容した場合でも通常時はもちろん，

想定されるいかなる場合でも，未臨界性を確保できる設計とすると共に，臨界が防止され

ていることを確認する。 
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(2) 漏えい監視 

使用済燃料プール水の漏えいが検出可能であることを確認する。 

 

(3) 構造強度 

使用済燃料プールは，地震荷重等の適切な組み合わせを考慮しても強度上耐え得ること

を確認する。 

 

2.3.1.3.2 使用済燃料プール冷却系の設計方針 

(1) 冷却機能 

使用済燃料プール循環冷却系は，使用済燃料プール内の燃料の崩壊熱を熱交換器により

連続的に除去し，使用済燃料プール水の冷却を安定して継続できる設計とする。また，熱

交換器で除去した熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ放出できる設計とする。 

 

(2) 補給機能 

使用済燃料プール循環冷却系は，使用済燃料プールに水を補給できる設計とする。 

 

(3) 非常用注水機能 

非常用注水設備は，想定を超える地震や津波等による設備の破損・損傷，あるいは全電

源の喪失により使用済燃料プール循環冷却系の冷却機能が喪失した場合であっても使用済

燃料が露出しないように使用済燃料プールに注水できる設計とする。 

 

(4) 浄化機能 

使用済燃料プール循環冷却系は，使用済燃料プール水の分析ができる設計とし，燃料被

覆管あるいは使用済燃料プールライニングの腐食等による外部への放射性物質の漏えい及

び使用済燃料プールの保有水の漏えい防止，使用済燃料プール水中の放射能濃度低減，微

生物腐食防止の観点から，必要な場合には，使用済燃料プール水の浄化ができる設計とす

る。 

 

(5) 漏えい防止機能 

使用済燃料プール循環冷却系は，漏えいしがたい設計とし，万一，一次系（使用済燃料

プール水を熱交換器を介して循環させる系）から漏えいが発生しても建屋外への漏えいを

防止できる機能を有する設計とする。 

また，漏えいがあった場合に拡大を防止することができるように，漏えいの検出ができ，

漏えい箇所を隔離できる設計とする。 
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(6) 構造強度 

使用済燃料プール循環冷却系は，材料の選定，製作及び検査について，適切と認められ

る規格及び基準によるものとする。 

 

(7) 監視機能 

使用済燃料プール循環冷却系は，使用済燃料プールの保有水量及び水温，並びに循環流

量等の冷却状態の確認，使用済燃料プールからの放射性物質放出の抑制の程度及び漏えい

の検知に必要な主要パラメータが監視できるとともに，記録が可能な機能を有する設計と

する。 

 

(8) 多重性・多様性 

使用済燃料プール循環冷却系のうち動的機器及び駆動電源は，多重性を備えた設計とす

る。また，外部電源が喪失した場合にも冷却機能を確保できる設計とする。 

 

(9) 火災防護 

消火設備を設けることで，初期消火を行い，火災により，安全性を損なうことのないよ

うにする。 

 

2.3.1.4 供用期間中に確認する項目 

(1) 使用済燃料プール水温が１号機において 60℃以下で，２～３号機において 65℃以下で     

あること。 

(2) 使用済燃料プールへ冷却水を補給できること。 

(3) 使用済燃料プール水がオーバーフロー水位付近にあること。 

 

2.3.1.5 主要な機器 

(1) 使用済燃料プール 

使用済燃料プールは原子炉建屋内にあって，全炉心及び１回取替量以上の燃料及び制御

棒の貯蔵が可能であり，さらに放射化された機器の取扱い及び貯蔵ができるスペースをも

たせている。使用済燃料プールの壁の厚さ及び水深は遮へいを考慮して，十分厚くとり，

内面はステンレス鋼でライニングされた構造となっている。 

使用済燃料貯蔵ラックは，適切な燃料間距離をとることにより，使用済燃料プール水温，

使用済燃料貯蔵ラック内燃料位置等について，想定されるいかなる場合でも実効増倍率を

0.95以下に保ち，貯蔵燃料の臨界を防止するように設計している。 

貯蔵燃料の未臨界性が確保されていることの確認として，使用済燃料プールの水温及び

水位の監視やモニタリングポストの監視を行う。また，貯蔵燃料の異常な発熱状態におい

ても未臨界性に影響する使用済燃料貯蔵ラック内の燃料位置が確保されていることの確認
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は，使用済燃料プールの水質管理による使用済燃料プール内機器の腐食防止対策やオペフ

ロ作業時におけるガレキ等の異物落下防止対策を講じることにより行う。 

使用済燃料プール水の漏えいについては，現場の漏えい検出計又は使用済燃料プール水

がスキマ・サージ・タンクへオーバーフローし，スキマ・サージ・タンク水位が著しい低

下傾向を示していないことにより監視する。 

 

(2) 使用済燃料プール冷却系 

a. 設備概要 

使用済燃料プール冷却系は，既設設備と新設設備を組み合わせ，使用済燃料プール

内の燃料から発生する崩壊熱を除去し，使用済燃料プール水を冷却するとともに燃料

の冠水を維持することを目的とし使用済燃料プール循環冷却系及び非常用注水設備で

構成する。なお，使用済燃料プール循環冷却系はポンプ，熱交換器等，非常用注水設

備は電動ポンプ，消防車等で構成する。 

 

b. 使用済燃料プール循環冷却系 

使用済燃料プール循環冷却系は，冷却機能及び補給機能を有する使用済燃料プール

循環冷却設備，漏えい防止機能を有する漏えい拡大防止設備，監視機能を有する監視

設備，浄化機能を有する浄化装置と，これら設備に供給する電源によって構成する。 

 

     (ⅰ)使用済燃料プール循環冷却設備 

使用済燃料プール循環冷却設備は，使用済燃料プール水を熱交換器を介して循

環させる系（以下，一次系）及び冷却水を熱交換器，エアフィンクーラを介して

循環させる系（以下，二次系）からなり，使用済燃料プール内の燃料から発生す

る崩壊熱を一次系により除去し，二次系により大気へ放出することにより使用済

燃料プール水の冷却を行う。また，一次系は補給水ラインを持ち，使用済燃料プ

ールに水を補給する。 

使用済燃料プール循環冷却設備の冷却能力は，使用済燃料プール水温をコンク

リートの温度制限値である 65℃以下に保つこととして設定する。ただし，１号機

においては，使用済燃料プール循環冷却設備における最高使用温度である 60℃以

下に保つこととして設定する。また，使用済燃料プール循環冷却設備のポンプ等

の動的機器は，１系列 100%容量，１系列以上を予備とすることで多重性を有する

設計とする。 

 

ⅰ）一次系 

（１号機） 

既設のＦＰＣ系を使用し，ＦＰＣ系のポンプ，熱交換器，配管，計測・制
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御機器等で構成され，使用済燃料プールスキマ・サージ・タンクより吸い込

んだ使用済燃料プール水をポンプにより循環させ，熱交換器を通した後に使

用済燃料プールに戻すことにより，使用済燃料プール内の燃料から発生する

崩壊熱を熱交換器で除去する。また，使用済燃料プールへの補給水ラインを

設ける。 

 

（２～３号機） 

新設のポンプ，熱交換器，計測・制御機器及び既設のＦＰＣ系の配管（一

部新設を含む）等で構成され，使用済燃料プールスキマ・サージ・タンクよ

り既設のＦＰＣ系の配管を通って吸い込んだ使用済燃料プール水をポンプに

より循環させ，熱交換器を通した後に既設のＦＰＣ系の配管を通って使用済

燃料プールに戻すことにより，使用済燃料プール内の燃料から発生する崩壊

熱を熱交換器で除去する。また，使用済燃料プールへの補給水ラインを設け

る。 

 

ⅱ）二次系 

新設のポンプ，エアフィンクーラ，サージタンク，配管，計測・制御機器

等で構成され，一次系の熱交換器で除去した使用済燃料プール内の燃料から

発生する崩壊熱を，エアフィンクーラにより大気に放出する。これら二次系

設備は１～３号機共用設備とする。 

 

(ⅱ) 漏えい拡大防止設備 

使用済燃料プール循環冷却設備（２～３号機）は，新設の機器・配管を使用し

ていることから，使用済燃料プール循環冷却設備の一次系系統水の系外及び建屋

外への漏えいを最小限に留めるために，新設設備の損傷等による漏えいに対し，

系統の自動停止のインターロックを設け，系統の出入口弁を自動閉とし，ポンプ

を自動停止できる設計とする。また，使用済燃料プール循環冷却設備一次系の設

備はすべて建屋内に設置し（１～３号機），設備の破損等による建屋外への漏えい

経路には堰を設けることにより，一次系系統水の建屋外への漏えいを防止する。 

 

(ⅲ) 監視設備 

使用済燃料プール循環冷却系は，使用済燃料プールの保有水量，冷却状態，漏

えい等を監視できるとともに記録可能な監視設備を設ける。使用済燃料プールの

保有水量については，スキマ・サージ・タンクへオーバーフローしていることを

スキマ・サージ・タンク水位により監視する。スキマ・サージ・タンクの水位は，

一次系ポンプ吸込側圧力計又はスキマ・サージ・タンク水位計により監視し，一
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次系ポンプ吸込側圧力計及びスキマ・サージ・タンク水位計は，それぞれ免震重

要棟内にある監視室のモニタで監視する。 

使用済燃料プール水の冷却状態については使用済燃料プール循環冷却設備一次

系流量，一次系圧力及び熱交換器入口及び出口温度を免震重要棟内にある監視室

のモニタで監視できるとともに，記録が可能な機能を有する設計とする。 

また，使用済燃料プールから大気への放射性物質の移行の程度は，試験により

確認された水温と大気への移行率の関係に基づく温度確認により把握できること

から，使用済燃料プール水温を免震重要棟集中監視室のモニタで監視する。 

使用済燃料プール循環冷却設備一次系からの漏えいについては，使用済燃料プ

ールと同様，スキマ・サージ・タンク水位で監視する。２～３号機においては，

一次系差流量を免震重要棟内にある監視室のモニタで監視する。 

また，一次系から二次系への漏えいについては，放射線モニタや一次系差流量

により免震重要棟集中監視室のモニタで監視する。 

漏えいを検知した場合や流量もしくは圧力の低下が発生した際は，免震重要棟

内にある監視室内に警報が発報する。また，系統に異常が確認された際は，免震

重要棟集中監視室の緊急停止ボタンにより手動停止を可能とする。 

 

(ⅳ) 電源 

   使用済燃料プール循環冷却系の電源は異なる送電系統で 2 回線の外部電源から

受電できる構成とする。 

外部電源喪失の場合でも，所内共通ディーゼル発電機又は専用のディーゼル発

電機から電源を供給することで運転が可能な構成とする。 

 

(ⅴ) 浄化装置 

使用済燃料プール循環冷却系は，使用済燃料プール循環冷却設備一次系から使

用済燃料プール水の水質測定をするためのサンプリングが可能であり，燃料被覆

管あるいは使用済燃料プールライニングの腐食等による外部への放射性物質の漏

えい及び使用済燃料プール保有水の漏えい防止，使用済燃料プール水中の放射能

濃度低減，微生物腐食防止の観点から必要な場合には，使用済燃料プールへの薬

液の注入や使用済燃料プール水の浄化ができるよう配管等を設け，モバイル式処

理装置（放射能除去装置，塩分除去装置）を配備する。モバイル式処理装置は，

移動式の設備であり，１～４号機の使用済燃料プール水質に応じた浄化作業がで

き，使用時のみ設置する。なお，モバイル式処理装置（放射能除去装置）につい

ては，１号機のみの使用とする。 
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c. 非常用注水設備 

非常用注水設備は，発電所に配備している電動ポンプ，消防車，消防ホース等からな

り，非常用注水機能を有する。非常用注水設備による注水は，電動ポンプや消防車等に

より，ろ過水タンク，原水地下タンク，または海水を水源とし，既設のＦＰＣ系配管等

にホース等を接続することにより行う。 

 

2.3.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

津波等により，万が一，使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統や機器の機能が同時

に喪失する場合は，使用済燃料プールの冷却を再開できるよう，消防車等を配備する。 

 

(2) 火災 

使用済燃料プール循環冷却系の現場制御室の制御盤等からの火災が考えられることから，

初期消火の対応ができるよう，近傍に消火器を設置する。 

 

2.3.1.7 構造強度及び耐震性 

2.3.1.7.1 使用済燃料プールの構造強度及び耐震性 

 使用済燃料プールは鉄筋コンクリート構造であり，内側に鋼製ライナを設置して漏えい

防止機能を確保する。使用済燃料プールは，原子炉建屋の３階から４階にかけて設置され

ており，原子炉建屋の壁や床と一体構造となっている。耐震性に関する検討については，

現状の原子炉建屋の損傷状況を反映した解析モデルを作成し，基準地震動 Ssを入力地震動

とした時刻歴応答解析などにより，評価を行う。 

 

2.3.1.7.2 使用済燃料プール冷却系の構造強度及び耐震性 

(1) 構造強度 

使用済燃料プール冷却系のうち使用済燃料プール循環冷却系は，技術基準上，燃料プー

ル冷却浄化系及び原子炉補機冷却系に相当するクラス３機器と位置付けられる。この適用

規格は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（以下，設計・建設規格と

いう）」で規定されるものであるが，設計・建設規格は，鋼材を基本とした要求事項を設定

したものであり，耐圧ホース等の非金属材についての基準がない。従って，鋼材を使用し

ている設備については，設計・建設規格のクラス３機器相当での評価を行い，非金属材料

については，当該設備に加わる機械的荷重により損傷に至らないことをもって評価を行う。

この際，当該の設備が JIS や独自の製品規格等を有している場合や，試験等を実施した場

合はその結果などを活用し，評価を行う。また，溶接部については，耐圧試験，系統機能

試験等を行い，有意な変形や漏えい等のないことをもって評価を行なう。 

なお，使用済燃料プール冷却系のうち非常用注水設備は燃料プール水補給設備に相当す
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るクラス２機器と位置付けられるが，消防車，消防ホース等は常設機器ではなく使用時に

のみ設置するものであることから構造強度が求められるものではないが，１～３号機のホ

ースの接続口については既設のＦＰＣ系配管であり，クラス３機器として設計されている。

これについてはクラス２に対してグレードが劣るが，当該部は東北地方太平洋沖地震，そ

の後の津波でも健全性が維持されていた。 

   

(2) 耐震性 

使用済燃料プール冷却系のうち使用済燃料プール循環冷却系は耐震設計審査指針上の B

クラスの設備と位置づけられることから，その主要設備については，静的震度（1.8Ci）に

基づく構造強度評価及び共振の恐れがある場合は動的解析を行い，評価基準値を満足する

ことを原則とする。 

耐震性に関する評価にあたっては，「JEAG4601原子力発電所耐震設計技術指針」に準拠す

ることを基本とするが，必要に応じてその他の適切と認められる指針や試験結果等を用い

た現実的な評価を行う。 

なお，使用済燃料プール冷却系のうち非常用注水設備は燃料プール水補給設備に相当す

るものであり耐震設計審査指針上は S クラスと位置づけられるが，消防車，消防ホース等

は常設機器ではなく使用時にのみ設置するものであることから耐震性は求められるもので

はない。一方，１～３号機のホースの接続口については既設のＦＰＣ系配管であり，耐震 B

クラスとして設計されている。これについては S クラスに対してグレードが劣るが，当該

部は東北地方太平洋沖地震，その後の津波でも健全性が維持されていた。 

 

2.3.1.8 機器の故障への対応 

2.3.1.8.1 使用済燃料プール循環冷却系の機器の単一故障 

(1) 一次系又は二次系ポンプ故障 

一次系又は二次系ポンプが故障した場合は，現場に移動し，待機号機の起動を行い，

使用済燃料プールの循環冷却を再開する。 

 

(2) 電源喪失 

使用済燃料プール循環冷却系の電源が外部電源喪失や所内電源喪失により喪失した場

合，電源の切替に長時間を要しない場合（目安時間：約１日）は，電源の切替操作によ

り使用済燃料プールの循環冷却を再開する。電源切替に長時間を要する場合（目安時間：

約２日以上）は，非常用注水設備による使用済燃料プールへの注水を行うことにより，

使用済燃料プール水の冷却を行う。 

  電源喪失に伴う非常用注水設備の電源喪失時は，予め免震重要棟付近に待機している

電源車等を用いて非常用注水設備の電源を復旧し，使用済燃料プールへの注水を行う。  
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(3) 一次系循環ラインの損傷 

使用済燃料プール循環冷却系の一次系循環ラインが損傷した場合は，循環ライン内の

一次系系統水が系外へ漏えいすることが考えられることから，系外へ漏えいした一次系

系統水を建屋内に設置した堰により滞留させた後，漏えい水を建屋地下（２～３号機は

廃棄物処理建屋地下）に移送する。 

移送後，一次系循環ラインの復旧に長時間を要しない場合は，復旧後，使用済燃料プ

ールの循環冷却を再開する。復旧に長時間を要する場合は，非常用注水設備による使用

済燃料プールへの注水を行うことにより，使用済燃料プール水の冷却を行う。 

 

2.3.1.8.2 使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統・機器の同時機能喪失 

地震，津波等により，万が一，使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統や機器の機能

が同時に喪失した場合には，現場状況に応じて，予め免震重要棟西側（T.P.約 35m）に待機

している消防車等の配備を行い，使用済燃料プール水の冷却を再開する。使用済燃料プー

ル循環冷却の機能が停止してから，燃料の露出を確実に防止でき且つ水遮へいが有効とさ

れる使用済燃料の有効燃料頂部の上部２ｍに至るまでは最短でも２号機における約 98日で

あることから，使用済燃料プール水の冷却を確保することは可能である。 

 

2.3.1.8.3 異常時の評価 

使用済燃料プール循環冷却系の機能が喪失した事故時や非常用注水設備が機能喪失した

シビアアクシデント相当を想定した場合においても，使用済燃料の冠水は確保され，使用

済燃料から発生する崩壊熱を確実に除去することが可能である。 



  Ⅱ-2-3-10 

2.3.2 基本仕様 

2.3.2.1 １号機使用済燃料プール冷却系の主要仕様 

(1) ＦＰＣポンプ（既設品） 

台  数        2 

容  量        91.92m3/h（1台あたり） 

揚  程        91.5m 

最高使用圧力      1.03MPa 

最高使用温度      65.5℃ 

負荷容量        45kW（1台あたり） 

 

(2) ＦＰＣ熱交換器（既設品） 

型  式        横形 U字管式 

基  数        1（B系利用） 

伝熱面積        25.6m2（1基あたり） 

（交換熱量）      （0.32MW／基）  

最高使用圧力      一次側 1.38MPa，二次側 0.7MPa 

最高使用温度      一次側 60℃，二次側 60℃ 

 

(3) 二次系ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        80m3/h（1台あたり） 

揚  程        20m 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      70℃ 

負荷容量        7.5kW（1台あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(4) エアフィンクーラ（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        3 

交換熱量        0.435MW（1基あたり） 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      60℃ 

負荷容量        22.2kW（1基あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 
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(5) サージタンク（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        2 

容  量        1 m3（1基あたり） 

最高使用圧力      0.15MPa 

最高使用温度      95℃ 

胴内径         1000mm 

胴板厚さ        6mm 

上部鏡板厚さ      6mm 

下部鏡板厚さ      6mm  

高さ          1900mm 

胴板材料        SS400 

上部鏡板材料      SS400 

下部鏡板材料      SS400 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(6) 温度計 

  型  式     熱電対 

  計測範囲    0℃～300℃ 

  個  数    1 

 

(7) 消防車 

  基  数    1 

  規格放水圧力      0.7MPa以上 

  放水性能    60m3/h以上 

  高圧放水圧力      1.0MPa以上 

  放水性能        36m3/h以上 

  燃料タンク容量，消費量 約 63ｌ（参考値），約 37ｌ/h（参考値）  

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備，使用済燃料共用プール設備および 1 号

機非常用注水設備の代替注水手段と共用 

 

(8) 電動ポンプ(完成品) 

  台  数    1 

  容  量    72m3/h 

  揚  程    85m 

  負荷容量        37kW 



  Ⅱ-2-3-12 

  ※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用  

(9) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（一次系） 

  台  数        1 

  容  量        270kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 490ｌ（参考値），約 45.7ｌ/h（参考値） 

 

(10) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（二次系） 

  台  数        1 

  容  量        200kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 380ｌ（参考値），約 33.1ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(11) モバイル式処理装置（放射能除去装置）（完成品：供用中） 

  系 列 数        1 

  処 理 量        約 20m3/h 

 

(12) モバイル式処理装置（放射能除去装置）吸着塔（完成品） 

  塔 数          1 

 

(13) モバイル式処理装置（塩分除去装置（RO膜装置））（完成品：供用中） 

（1～4号機共通） 

  系 列 数        1 

  処 理 量        約 4.2m3/h 

 

(14) モバイル式処理装置（塩分除去装置（イオン交換装置））（完成品：供用中） 

（1～4号機共通） 

  系 列 数        1 

  処 理 量        約 10m3/h 
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表２．３－１ 主要配管仕様（１／２） 

名 称 仕 様 

一次系主要配管（既設） 呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG410S／SUS304TP 

1.38MPa／1.03MPa 

60℃ 

二次系主要配管 呼び径／厚さ 

 

 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.80 

65A／Sch.40 

80A／Sch.40 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

STPG370／STPT370 

0.5MPa/0.15MPa 

60℃ 

二次系フレキシブルチュ

ーブ 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

150A相当 

SUS304 

0.5MPa 

60℃ 

二次系ポリエチレン管 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A，150A相当 

ポリエチレン 

0.5MPa 

40℃ 

一次系主要配管（既設）

からモバイル式処理装置

入口，出口まで（鋼管） 

呼び径／厚さ 

 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.80 

65A／Sch.40 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

SUS316LTP 

1.0MPa 

66℃ 

一次系主要配管（既設）

からモバイル式処理装置

入口，出口まで（フレキ

シブルチューブ） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

65A，150A相当 

SUS316L 

1.0MPa 

66℃ 

一次系主要配管（既設）

からモバイル式処理装置

入口，出口まで（耐圧ホ

ース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 
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表２．３－１ 主要配管仕様（２／２） 

名 称 仕 様 

モバイル式処理装置（塩

分除去装置（RO膜装置））

濃縮水タンク出口から１

号機原子炉建屋地下排水

口まで（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

モバイル式処理装置（放

射能除去装置）内配管 

 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.40 

STPG370 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.40 

SUS316L 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

モバイル式処理装置（塩

分除去装置（RO膜装置））

内配管 

（1～4号機共通） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.10 

SUS304TP 

1.0MPa 

66℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

40A，50A相当 

ポリ塩化ビニル 

1.0MPa 

66℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

40A相当 

耐油性合成ゴム 

1.0MPa 

66℃ 

モバイル式処理装置（塩

分除去装置（イオン交換

装置））内配管 

（1～4号機共通） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.10 

SUS316TP 

1.0MPa 

66℃ 
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2.3.2.2 2号機使用済燃料プール冷却系の主要仕様 

(1) 一次系ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        100m3/h（1台あたり） 

揚  程        60m 

最高使用圧力      1.0MPa 

最高使用温度      100℃ 

負荷容量        30kW（1台あたり） 

 

(2) 熱交換器（完成品） 

型  式        プレート式 

基  数        2 

伝熱面積        32.86m2（1基あたり） 

（交換熱量）      （1.17MW／基） 

最高使用圧力      一次側 1.0MPa，二次側 0.5MPa 

最高使用温度      一次側 100℃，二次側 100℃ 

 

(3) 二次系ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        80m3/h（1台あたり） 

揚  程        20m 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      70℃ 

負荷容量        7.5kW（1台あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(4) エアフィンクーラ（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        3 

交換熱量        0.435MW（1基あたり） 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度 60℃ 

負荷容量        22.2kW（1基あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 
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(5) サージタンク（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        2 

容  量        1 m3（1基あたり） 

最高使用圧力      0.15MPa 

最高使用温度      95℃ 

胴内径         1000mm 

胴板厚さ        6mm 

上部鏡板厚さ      6mm 

下部鏡板厚さ      6mm  

高さ          1900mm 

胴板材料        SS400 

上部鏡板材料      SS400 

下部鏡板材料      SS400 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(6) 温度計 

  型  式     熱電対 

  計測範囲    0℃～100℃ 

  個  数    1 

 

(7) 消防車 

  基  数    1 

  規格放水圧力      0.7MPa以上 

  放水性能    60m3/h以上 

  高圧放水圧力      1.0MPa以上 

  放水性能        36m3/h以上 

燃料タンク容量，消費量 約 63ｌ（参考値），約 37ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備，使用済燃料共用プール設備および 1 号

機非常用注水設備の代替注水手段と共用 
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(8) 電動ポンプ(完成品) 

  台  数    1 

  容  量    72m3/h 

  揚  程    85m 

  負荷容量        37kW 

  ※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

(9) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（一次系） 

台  数        1 

  容  量        200kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 380ｌ（参考値），約 33.1ｌ/h（参考値） 

 

(10) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（二次系） 

  台  数        1 

  容  量        200kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 380ｌ（参考値），約 33.1ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 
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表２．３－２ 主要配管仕様 

名 称 仕 様 

一次系主要配管 呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

100℃ 

二次系主要配管 呼び径／厚さ 

 

 

 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.80 

65A／Sch.40 

80A／Sch.40 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

0.5MPa/0.15MPa 

100℃/60℃ 

二次系ポリエチレン管 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A，150A相当 

ポリエチレン 

0.5MPa 

40℃ 

一次系主要配管からモバイ

ル式処理装置入口，出口まで

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

100A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

66℃ 

一次系主要配管からモバイ

ル式処理装置入口，出口まで

（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A，80A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

モバイル式処理装置（塩分除

去装置（RO 膜装置））濃縮水

タンク出口から２号機廃棄

物処理建屋地下排水口まで

（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

 



  Ⅱ-2-3-19 

2.3.2.3 3号機使用済燃料プール冷却系の主要仕様 

(1) 一次系ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        100m3/h（1台あたり） 

揚  程        60m 

 最高使用圧力      1.0MPa 

 最高使用温度      100℃ 

 負荷容量        30kW（1台あたり） 

 

(2) 熱交換器（完成品） 

型  式        プレート式 

基  数        2 

伝熱面積        32.86m2（1基あたり） 

（交換熱量）      （1.17MW／基） 

最高使用圧力      一次側 1.0MPa，二次側 0.5MPa 

最高使用温度      一次側 100℃，二次側 100℃ 

 

(3) 二次系ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        80m3/h（1台あたり） 

揚  程        20m 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度      70℃ 

負荷容量        7.5kW（1台あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(4) エアフィンクーラ（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        3 

交換熱量        0.435MW（1基あたり） 

最高使用圧力      0.5MPa 

最高使用温度 60℃ 

負荷容量        22.2kW（1基あたり） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 
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(5) サージタンク（完成品） 

型  式        密閉型 

基  数        2 

容  量        1 m3（1基あたり） 

最高使用圧力      0.15MPa 

最高使用温度      95℃ 

胴内径         1000mm 

胴板厚さ        6mm 

上部鏡板厚さ      6mm 

下部鏡板厚さ      6mm  

高さ          1900mm 

胴板材料        SS400 

上部鏡板材料      SS400 

下部鏡板材料      SS400 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(6) 温度計 

  型  式      熱電対 

  計測範囲     0℃～100℃ 

  個  数    1 

 

(7) 消防車 

  基  数    1 

規格放水圧力      0.7MPa以上 

  放水性能    60m3/h以上 

  高圧放水圧力      1.0MPa以上 

  放水性能        36m3/h以上  

  燃料タンク容量，消費量 約 63ｌ（参考値），約 37ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備，使用済燃料共用プール設備および 1 号

機非常用注水設備の代替注水手段と共用 
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(8) 電動ポンプ(完成品) 

  台  数    1 

  容  量    72m3/h 

  揚  程    85m 

  負荷容量        37kW 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 

 

(9) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（一次系） 

  台  数        1 

  容  量        270kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 490ｌ（参考値），約 45.7ｌ/h（参考値） 

 

(10) 使用済燃料プール循環冷却設備専用ディーゼル発電機（完成品）（二次系） 

  台  数        1 

  容  量        200kVA以上 

  力  率        約 0.8（遅れ） 

  電  圧        約 200V以上 

  周 波 数        50Hz 

  燃料タンク容量，消費量 約 380ｌ（参考値），約 33.1ｌ/h（参考値） 

※１～３号機使用済燃料プール循環冷却設備と共用 
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表２．３－３ 主要配管仕様 

名 称 仕 様 

一次系主要配管 呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

100℃ 

二次系主要配管 呼び径／厚さ 

 

 

 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.80 

65A／Sch.40 

80A／Sch.40 

100A／Sch.40 

150A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

0.5MPa/0.15MPa 

100℃/60℃ 

二次系ポリエチレン管 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A，150A相当 

ポリエチレン 

0.5MPa 

40℃ 

一次系主要配管からモバイ

ル式処理装置入口，出口まで

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

100A／Sch.40 

200A／Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

66℃ 

一次系主要配管からモバイ

ル式処理装置入口，出口まで

（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A，80A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

モバイル式処理装置（塩分除

去装置（RO 膜装置））濃縮水

タンク出口から３号機廃棄

物処理建屋地下排水口まで

（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A相当（二重管） 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 
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2.3.3 添付資料 

添付資料－１  使用済燃料プール概要図 

添付資料－２  使用済燃料プール冷却系系統概略図 

添付資料－３  漏えい拡大防止設備概要図 

添付資料－４  セシウム溶液の大気中へのセシウム移行率確認試験 

添付資料－５  使用済燃料プール保有水から大気への放射性物質の移行程度の評価 

添付資料－６  使用済燃料プール水の塩化物イオン濃度の目標値について 

添付資料－７  使用済燃料プールの構造強度及び耐震性に関する説明書 

添付資料－８  １～３号機使用済燃料プール循環冷却系及び４号機使用済燃料プール循

環系の新設設備の構造強度及び耐震性に係る説明書 

添付資料－９  使用済燃料プール冷却系機能喪失評価 

添付資料－１０ 使用済燃料プール（SFP）水温及び水位変化 

添付資料－１１ 有効燃料頂部＋２ｍにおける線量評価 

添付資料－１２ 使用済燃料プール浄化装置について 

添付資料－１３ １～３号機使用済燃料プール循環冷却系二次系設備の共用化について 

添付資料－１４ ４号機使用済燃料プール循環系について 



添付資料－９ 
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使用済燃料プール冷却系機能喪失評価 

 

(1)  原因 

使用済燃料プール冷却中に，ポンプ故障や地震・津波等の原因により使用済燃料プー

ル冷却系が機能喪失し，使用済燃料プールの冷却が停止し，使用済燃料プール水の温度

が上昇すると共に使用済燃料プール水位が低下する。 

 

(2)  対策及び保護機能 

a. 一次系又は二次系ポンプが故障した場合は，現場に移動し，待機号機の起動を行い，

使用済燃料プールの循環冷却を再開する。 

（冷却再開の所要時間（目安）：約 1時間程度）※ 

b. 使用済燃料プール循環冷却系の電源喪失時において，外部電源および所内電源の切替

に長時間を要する場合（目安時間：約２日以上）は，非常用注水設備による使用済燃

料プールへの注水を行うことにより，使用済燃料プールの冷却を行う。 

（冷却再開の所要時間（目安）：約 3時間程度）※ 

c. 使用済燃料プール循環冷却系の一次系循環ラインが損傷した場合は，循環ライン内の

一次系系統水が系外へ漏えいすることが考えられることから，系外へ漏えいした一次

系系統水を建屋内に設置した堰により滞留させた後，漏えい水を建屋地下（２～３号

機は原子炉建屋地下，４号機は廃棄物処理建屋地下又は原子炉建屋地下）に移送する。

移送後，一次系循環ラインの復旧に長時間を要する場合は，非常用注水設備による使

用済燃料プールへの注水を行うことにより，使用済燃料プールの冷却を行う。 

（冷却再開の所要時間（目安）：約 6時間程度）※ 

d. 地震・津波等により使用済燃料プール循環冷却系の複数の系統や機器の機能が同時に

喪失した場合には，現場状況に応じて，予め免震重要棟西側（T.P.約 35m）に待機し

ている消防車等の配備を行い，使用済燃料プールの冷却を再開する。 

（冷却再開の所要時間（目安）：約 3時間程度）※ 

e. 地震・津波等により，非常用注水設備による使用済燃料プールの冷却が困難な場合は，

ろ過水タンク西側（T.P.約 39m）に待機しているコンクリートポンプ車により使用済

燃料プールの冷却を行う。 

（冷却再開の所要時間（目安）：約 6時間程度）※ 

※：所要時間（目安）とは復旧作業の着手から完了までの時間（目安）である。 

   

(3)  評価条件及び評価結果 

a. 評価条件 

(a) 保守的に使用済燃料から発生する崩壊熱は全て使用済燃料プール水の温度上昇に寄

与するものとし，外部への放熱は考慮しないものとする。 



 

Ⅱ-2-3-添 9-2 

(b) 使用済燃料から発生する崩壊熱は，次に示す値とする。 

1 号機：0.07MW  2 号機：0.19MW  3 号機：0.16MW 

（平成 28 年 3 月 1 日時点の ORIGEN 評価値） 

    

なお，平成 28 年 3 月 1 日時点及び 1～3 年後の各号機における使用済燃料プールか

ら発生する崩壊熱は以下のとおりである。 

 使用済燃料崩壊熱［MW］※ 

号機 
平成 28 年 3 月 1 日 

時点 

平成 29 年 3 月 1 日 

時点(1 年後) 

平成 30 年 3 月 1 日 

時点(2 年後) 

平成 31 年 3 月 1 日 

時点(3 年後) 

1 号 0.07 0.07 0.06 0.06 

2 号 0.19 0.17 0.17 0.16 

3 号 0.16 0.15 0.14 0.14 

※各燃料について，プラント停止時（平成 23 年 3 月 11 日時点）の各燃料の燃焼度（運転データ）を

入力し，計算コード ORIGEN を用いて計算 

 

(c) 保守的に使用済燃料プール水の初期温度は 65℃とする。 

 

b. 評価結果 

使用済燃料プール冷却系が機能喪失している間，使用済燃料プール水位が水遮へい

が有効とされる有効燃料頂部＋２ｍに至るまでの期間は以下の通りとなる。 

1 号機：約 203 日， 2 号機：約 98 日， 3 号機：約 115 日 

 

(4)  判断基準への適合性の検討 

本事象に対する判断基準は，「使用済燃料から発生する崩壊熱を確実に除去できるこ

と」である。 

使用済燃料プール循環冷却系の機能喪失後，使用済燃料プール水位が有効燃料頂部＋

２ｍに至るまでには，最短で２号機において約 98 日程度の時間的余裕がある。このこと

から，他に緊急度の高い復旧作業がある場合は，そちらを優先して実施することになる

が，使用済燃料プールの冷却再開に関する復旧作業は事前の準備が整い次第，速やかに

実施することで使用済燃料プールの冷却を再開する。なお，有効燃料頂部＋２ｍでの使

用済燃料プール近くのオペフロや原子炉建屋周辺における線量率は十分低いと評価して

おり，使用済燃料プールの冷却再開に関する復旧作業は十分可能と考えられる。 

以上により，使用済燃料プール冷却系の機能が喪失した場合でも，燃料の冠水は確保

され，使用済燃料から発生する崩壊熱が確実に除去されることから，判断基準は満足さ

れる。 
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(5)  非常用注水設備の代替注水手段 

地震・津波等により，非常用注水設備の使用が困難な場合，ろ過水タンク西側（T.P.約

39m）に待機しているコンクリートポンプ車等を用いて使用済燃料プールを冷却する。 

燃料取り出し用カバー設置後の１号機においては，カバー西側に設ける接続口に消防

ホースを接続し，消防車から送水を行うことで，カバーサポートに支持されている注水配

管を通じ，カバー東側の注水口から注水を行うことで使用済燃料プールを冷却する。 

コンクリートポンプ車の使用が困難な２号機においては，消防ホースを使用済燃料プ

ールまで敷設し，消防車による直接注水を行うことで，使用済燃料プールを冷却する。 

燃料取り出し用カバー設置後の３号機においては，カバー南側面に設ける注水口を通

じてコンクリートポンプ車による注水を行う。注水口は受け口及び注水配管により構成

され，受け口はコンクリートポンプ車先端の位置を合わせやすくするために設置する。 

なお，注水口には弁を設けず，常に使用済燃料プールへの注水が可能な設計とする。 

コンクリートポンプ車の仕様，１号機注水配管の仕様，３号機注水口（受け口・注水配

管）の仕様及び概略図を以下に示す。 

 

コンクリートポンプ車 

台  数            1 

アーム長さ         62m以上 

容  量    160m3/h以上 

燃料タンク容量，消費量     約 500ｌ（参考値），約 20ｌ/h（参考値） 

   

３号機受け口 

台  数            1 

材  質          炭素鋼 

概略寸法          約 3.5m×約 1m（開口部幅×開口部奥行） 

約 1.7m（高さ） 
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表－１ １号機注水配管仕様 

名 称 仕 様 

注水配管 呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A，100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A 

SUS304 

1.0MPa 

40℃ 

 

表－２ ３号機注水配管仕様 

名 称 仕 様 

注水配管（鋼管） 呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

200A／Sch.40 

STPG370 

静水頭 

40℃ 

注水配管（フレキシブル

チューブ） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

200A相当 

SUS316L 

静水頭 

40℃ 

注水配管（ポリエチレン

管） 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

200A相当 

ポリエチレン 

静水頭 

40℃ 

 

 

図－１ ３号機注水口概略図 
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(6)  ３号機注水口について 

a. 規格・基準等 

３号機注水口は，設計，製作及び検査について以下の規格の準拠等により信頼性を

確保する。 

・日本産業規格（JIS 規格） 

・ISO規格 

・JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2012年，日本機械学会） 

・JEAG 4601 原子力発電所耐震設計技術指針（1987年，日本電気協会） 

・JEAC 4601 原子力発電所耐震設計技術規程（2008年，日本電気協会） 

・鋼構造設計規準（2005年，日本建築学会） 

b. 構造強度 

注水口は，弁を設置しないため水を貯めることを想定していないが，水を貯めた場

合の静水圧に対して十分な強度を有することを確認する。 

注水口のうち受け口については，水を貯めた試験条件にて有意な変形や漏えい等の

ないことを確認する。 

注水口のうちフレキシブルチューブ，ポリエチレン管については，水を貯めた場合

の静水圧を超える圧力にて耐圧試験を実施し，有意な変形や漏えい等のないことを確

認する。 

注水口のうち鋼管については，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設

規格」に基づく必要肉厚（3.8mm）を有していることを確認する。 

 

c. 耐震性 

注水口の耐震性については，耐震設計技術指針における燃料プール水補給設備とし

てＳクラス相当での評価を行う。なお，注水口は水を貯めることを想定していないた

め，地震時に受ける荷重は相対的に小さい。 

注水口のうち受け口の耐震性については，「g. 受け口の強度設計」に示す通り，Ｓ

クラス相当の耐震性を有する。フレキシブルチューブ，ポリエチレン管は，可撓性に

より耐震性を確保する。鋼管は，定ピッチスパン法により剛設計となるサポート間隔

とする。 

なお，注水口の重量は燃料取り出し用カバーの重量に比べ十分小さいため，実施計

画Ⅱ.2.11に記載している燃料取り出し用カバーの耐震性評価への影響はない。 

 

d. 自然災害対策等 

(a) 豪雨 

注水口は，一部を屋外に据え付ける設備であるが，ポンプ・電動弁等の電動機器を

使用する設備ではないため，豪雨により注水口の機能を失う恐れはない。 
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また，豪雨による雨水は注水口を通じて使用済燃料プールへ流入するが，受け口の

開口面積に年間降雨量を乗じても年間の流入量は 10m3 以下であり，使用済燃料プー

ルの容量（約 1400m3）に対して十分小さく，使用済燃料プールへの影響は僅かである。 

なお，燃料取り出し用カバーが設置されておらず使用済燃料プールへ雨水が直接流

入する期間においても，使用済燃料プールの水質管理・冷却運転に支障は生じていな

い。 

 

(b) 津波 

注水口は，燃料取り出し用カバーに取り付ける設備であり，その位置は T.P.38m付

近であるため，東北地方太平洋沖地震津波相当の津波により注水口が被水する恐れは

ない。 

なお,燃料取り出し用カバーの脚部は津波を被水する恐れがある。燃料取り出し用

カバーは鉄骨構造と鋼製の外装材により構成されているが，閉空間になっておらず，

津波襲来時には，水は燃料取り出し用カバーの裏側に回り込み，津波による波圧は生

じにくい。 

 

(c) 火災 

注水口は，ポンプ・電動弁等の動的機器を使用する設備ではないため，火災の発生

要因となる恐れはない。 

 

(d) 強風・竜巻 

注水口は，風の影響を受ける受け口部について，建築基準法施行令に準拠した風圧

力に対し設計している。詳細は「g. 受け口の強度設計」に示す。 

万が一，強大な竜巻により注水口が損傷した場合，原子炉建屋及び廃棄物処理建屋

に設置している使用済燃料プール循環冷却系の一次系配管が損傷する可能性は低い

ため，消防車等の非常用注水設備を用いて注水を実施する。さらに一次系配管も同時

に損傷した場合は，配管補修，注水口補修，燃料取り出し用カバー撤去等の対応策か

ら速やかに出来るものを実施し，非常用注水設備またはコンクリートポンプ車を用い

て注水を実施する。 

なお，使用済燃料プール循環冷却系の機能喪失後，崩壊熱による使用済燃料プール

水の蒸発により，使用済燃料プール水位が有効燃料頂部＋２ｍに到達するまでの期間

は「（3）評価条件及び評価結果」に示す通りであり，対応のための十分な時間的余裕

がある。 

 

e. 環境条件対策 

注水口は，耐食性を考慮した設計とする。注水口のうち受け口は，防食加工した炭
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素鋼を使用し，注水配管は，ポリエチレン管，十分な肉厚を有する炭素鋼の鋼管，ス

テンレス（SUS316L）のフレキシブルチューブを使用する。 

 

f. 小動物侵入防止対策 

受け口部に鳥類が営巣し，注水時の障害となる恐れがあることから，受け口部にネ

ット等の侵入防止を設置する。 

 

g. 受け口の強度設計 

受け口について，強風・地震に対する許容応力度設計を実施する。 

(a) 使用材料の許容応力度 

使用材料の許容応力度を表－３に示す。 

 

表－３ 使用材料の許容応力度 

板厚 材料 
基準強度 F 

(N/mm2) 
許容応力度 

T≦40mm SS400，STKR400 235 
「鋼構造設計基準」に従い，

左記 Fの値より求める 

 

(b) 荷重及び荷重組合せ 

・鉛直荷重（VL） 

受け口の固定荷重を考慮する。 

・風圧力（WL） 

風圧力は，建築基準法施行令第 87条に基づき，基準風速を 30m/s，地表面粗度

区分Ⅱとして算定し，2180N/m2とする。この値は，実施計画Ⅱ.2.11 にて燃料取

り出し用カバーの外装材妻壁の評価に用いる値である。 

・地震荷重（K） 

ＮＳ方向の震度 1.5,ＥＷ方向の震度 1.0,ＵＤ方向の震度 1.5 として地震荷重

を考慮する。この値は，解放基盤表面位置に基準地震動 Ss-1,Ss-2 及び Ss-3 を

入力して得られる門型架構の応答加速度（実施計画Ⅱ.2.11 参照）を包含する値

である。 

・荷重組合せ 

荷重組合せを表－４に示す。 
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表－４ 受け口の荷重組合せ 

状態 荷重ケース 荷重組合せ 許容応力度 

強風時 
W1 VL＋WL(NS) 

短期 
W2 VL＋WL(EW) 

地震時 
E1 VL＋K(NS＋UD) 

E2 VL＋K(EW＋UD) 

 

(c) 検討結果 

図－２に断面検討を行う部位，表－５に各部位の応力度比が最大となる検討結果を

示す。断面検討の結果，全ての部材に対する応力度比が１以下になることを確認した。 

 

 

図－２ 断面検討を行う部位 
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表－５ 断面検討結果 

部位
＊1 

部材形状 
<使用材料> 

荷
重
ケ
ー
ス 

作用応力度 
(N/mm

2
) 

許容応力度 
(N/mm

2
) 応力 

度比 判定 
軸力 

曲げ 
軸力 

曲げ 
強軸 弱軸 強軸 弱軸 

短

辺

梁 
① 

□-100×100 
×4.5 

<STKR400> 
E2 － 34.7 5.7 － 235 235 0.18 O.K. 

長

辺

梁 
② 

□-100×100 
×4.5 

<STKR400> 
W1 － 30.3 10.5 － 235 235 0.18 O.K. 

縦

材 ③ 
H-194×150 
×6×9 
<SS400> 

E2 1.8 
(圧縮) 14.5 60.7 113 

(圧縮) 231 235 0.34 O.K. 

＊１：①～③は断面検討箇所を示す 
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h. 確認事項 

３号機注水口の構造強度及び機能・性能に関する確認事項を表－６に示す。 

 

表－６ 確認事項 

確認事項 
確認 
項目 

確認内容 判定 

構造強度 
・耐震性 

材料 
確認 

実施計画に記載した主な材料を確
認する。 実施計画のとおりであること。 

寸法 
確認 

【鋼管・ポリエチレン管】 
実施計画に記載した主要寸法を確
認する。 
【フレキシブルチューブ】 
指定のサイズ（呼び径）であるこ
とを確認する。 

【鋼管・ポリエチレン管】 
実施計画のとおりであること。 
【フレキシブルチューブ】 
指定のサイズ（呼び径）である
こと。 

外観 
確認 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付 
確認 

機器の据付位置・据付状態を確認
する。 

計画のとおり施工・据付されて
いること。 

耐圧・ 
漏えい 
確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の
変形等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

機能 
・性能 

機能 
確認 

使用済燃料プールへ注水できるこ
とを確認する。 

流路が確保されていること。 
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2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備 

2.11.1 基本設計 

2.11.1.1 設置の目的 

使用済燃料プールからの燃料取り出しは，燃料取り出し用カバー（又はコンテナ）の設

置による作業環境の整備，燃料等を取り扱う燃料取扱設備の設置を行い，燃料を使用済

燃料プール内の使用済燃料貯蔵ラックから取り出し原子炉建屋から搬出することを目的

とする。 

使用済燃料プールからの燃料取り出し設備は，燃料取扱設備，構内用輸送容器，燃料取

り出し用カバーで構成される。燃料取扱設備は，燃料取扱機，クレーンで構成され，燃料

取り出し用カバーにより支持される。なお，燃料の原子炉建屋外への搬出には，構内用輸

送容器を使用する。 

また，クレーンはオペレーティングフロア上での資機材運搬や揚重等にも使用する。 

 

2.11.1.2 要求される機能 

(1) 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は，二重のワイヤなどにより落下防止を図る他，駆動源喪失時にも燃料

集合体を落下させない設計とする。 

また，遮蔽，臨界防止を考慮した設計とする。 

(2) 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は，除熱，密封，遮蔽，臨界防止を考慮した設計とする。また，破損

燃料集合体を収納して輸送する容器については，燃料集合体の破損形態に応じて輸送中

に放射性物質の飛散・拡散を防止できる設計とする。 

(3) 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーは，燃料取扱設備の支持，作業環境の整備及び放射性物質の飛

散・拡散防止ができる設計とする。 

 

2.11.1.3 設計方針 

(1) 燃料取扱設備 

a. 落下防止 

(a) 使用済燃料貯蔵ラック上には，重量物を吊ったクレーンを通過できないようにイ

ンターロックを設け，貯蔵燃料への重量物の落下を防止できる設計とする。 

(b) 燃料取扱機の燃料把握機は，二重のワイヤや種々のインターロックを設け，また，

クレーンの主要要素は，二重化を施すことなどにより，燃料移送操作中の燃料集

合体等の落下を防止できる設計とする。 
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b. 遮蔽 

燃料取扱設備は，使用済燃料プールから構内用輸送容器への燃料集合体の収容操作

を，燃料の遮蔽に必要な水深を確保した状態で，水中で行うことができる設計とす

るか，放射線防護のための適切な遮蔽を設けて行う設計とする。 

c. 臨界防止 

燃料取扱設備は，燃料集合体を一体ずつ取り扱う構造とすることにより，燃料の臨

界を防止する設計とする。 

d. 放射線モニタリング 

燃料取扱エリアの放射線モニタリングのため，放射線モニタを設け放射線レベルを

測定し，これを免震重要棟集中監視室に表示すると共に，過度の放射線レベルを検

出した場合には警報を発し，放射線業務従事者に伝える設計とする。 

e. 単一故障 

(a) 燃料取扱機の燃料把握機は，二重のワイヤや燃料集合体を確実につかんでいない

場合には吊上げができない等のインターロックを設け，圧縮空気等の駆動源が喪

失した場合にも，フックから燃料集合体が外れない設計とする。 

(b) 燃料取扱機の安全運転に係わるインターロックは電源喪失，ケーブル断線で安全

側になる設計とする。 

(c) クレーンの主要要素は，二重化を施すことなどにより，移送操作中の構内用輸送

容器等の落下を防止できる設計とする。 

f. 試験検査 

燃料取扱設備のうち安全機能を有する機器は，適切な定期的試験及び検査を行うこ

とができる設計とする。 

 

また，破損燃料を取り扱う場合，燃料取扱設備は，破損形態に応じた適切な取扱手

法により，移送中の放射性物質の飛散・拡散を防止できる設計とする。 

 

(2) 構内用輸送容器 

a. 除熱 

使用済燃料の健全性及び構内用輸送容器構成部材の健全性が維持できるように，使

用済燃料の崩壊熱を適切に除去できる設計とする。 

b. 密封 

周辺公衆及び放射線業務従事者に対し，放射線被ばく上の影響を及ぼすことのない

よう，使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ込める設計とする。 

c. 遮蔽 

 内部に燃料を入れた場合に放射線障害を防止するため，使用済燃料の放射線を適切

に遮蔽する設計とする。 
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d. 臨界防止 

 想定されるいかなる場合にも，燃料が臨界に達することを防止できる設計とする。 

 

 また，破損燃料集合体を収納して輸送する容器は燃料集合体の破損形態に応じて

輸送中に放射性物質の飛散・拡散を防止できる設計とする。 

 

(3) 燃料取り出し用カバー 

a. 燃料取り出し作業環境の整備 

燃料取り出し用カバーは，燃料取り出し作業に支障が生じることのないよう，風雨

を遮る設計とする。 

また，必要に応じ燃料取り出し用カバー内にローカル空調機を設置し，カバー内の

作業環境の改善を図るものとする。 

b. 放射性物質の飛散・拡散防止 

燃料取り出し用カバーは，隙間を低減するとともに，換気設備を設け，排気はフィ

ルタユニットを通じて大気へ放出することにより，カバー内の放射性物質の大気への

放出を抑制できる設計とする。 

 

2.11.1.4 供用期間中に確認する項目 

(1) 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は，動力源がなくなった場合においても吊り荷を保持し続けること。 

(2) 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は，除熱，密封，遮蔽，臨界防止の安全機能が維持されていること。 

 (3)燃料取り出し用カバー 

   対象外とする。 

 

2.11.1.5 主要な機器 

(1) 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は，燃料取扱機，クレーンで構成する。 

a. 燃料取扱機 

燃料取扱機は，使用済燃料プール及びキャスクピット上を水平に移動するブリッジ

並びにその上を移動するトロリで構成する。 

b. クレーン 

クレーンは，オペレーティングフロア上部を水平に移動するガーダ及びその上を移

動するトロリで構成する。 

(2) 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は，容器本体，蓋，バスケット等で構成する。 
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(3) 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーは，使用済燃料プールを覆う構造としており，必要により，燃

料取扱機支持用架構及びクレーン支持用架構を有する。 

また，燃料取り出し用カバーは換気設備及びフィルタユニットを有する。 

１号機の燃料取り出し用カバーは，大型カバーとその内部に設ける内部カバーで構成

する。 

なお，換気設備の運転状態やフィルタユニット出入口で監視する放射性物質濃度等の

監視状態は現場制御盤及び免震重要棟集中監視室に表示され，異常時は警報を発するな

どの管理を行う。 

 

2.11.1.6 自然災害対策等 

(1)津波 

燃料取扱設備は，東北地方太平洋沖地震津波相当の津波が到達しないと考えられる原

子炉建屋オペレーティングフロア上（地上からの高さ約 30m）に設置する。 

燃料取り出し用カバーは鉄骨構造と鋼製の外装材により構成されているが，閉空間に

なっておらず，津波襲来時には，水は燃料取り出し用カバーの裏側に回り込み，津波に

よる影響を受けない。 

  (2)豪雨，台風，竜巻 

燃料取り出し用カバーは，建築基準法及び関係法令に基づいた風圧力に対し耐えら

れるよう設計する。 

燃料取扱設備は，建築基準法及び関係法令に基づいた風圧力に対し耐えられるよう

設計している燃料取り出し用カバー内に設置する。 

燃料取出し用カバーは外装材で覆うことにより風雨を遮る設計とする。燃料取扱設

備は，風雨を遮る設計である燃料取出し用カバー内に設置する。 

  (3)外部人為事象 

   外部人為事象に対する設計上の考慮については，Ⅱ.1.14 参照。 

  (4)火災 

燃料取り出し用カバー及び燃料取り出し用カバー内の主要構成機器は不燃性のもの

を使用し，電源盤については不燃性又は難燃性，ケーブルについては難燃性のものを可

能な限り使用し，火災が発生することを防止する。火災の発生が考えられる箇所につい

て，火災の早期検知に努めるとともに，消火器を設置することで初期消火活動を可能に

し，火災により安全性を損なうことのないようにする。 

 (5)環境条件 

   燃料取扱設備については，燃料取り出し用カバーに換気設備を設け，排気はフィル

タユニットを通じて大気へ放出することとしている。 

燃料取り出し用カバーの外部にさらされている鉄骨部は，劣化防止を目的に，塗装
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を施す。 

 (6)被ばく低減対策 

放射線業務従事者が立ち入る場所の外部放射線に係る線量率を把握し，作業時間等

を管理することで，作業時の被ばく線量が法令に定められた線量限度を超えないよう

にする。 

また，放射線業務従事者の被ばく線量低減策として，大組した構造物をクレーンに

てオペレーティングフロアへ吊り込むことにより，オペレーティングフロア上での有

人作業の削減を図る。 

 

2.11.1.7 運用 

(1) 燃料集合体の健全性確認 

使用済燃料プールに貯蔵されている燃料集合体について，移送前に燃料集合体の機械

的健全性を確認する。 

(2) 破損燃料の取り扱い 

燃料集合体の機械的健全性確認において，破損が確認された燃料集合体を移送する場

合には，破損形態に応じた適切な取扱手法及び収納方法により，放射性物質の飛散・拡

散を防止する。 

 

2.11.1.8 構造強度及び耐震性 

(1) 構造強度 

a. 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は，設計，材料の選定，製作及び検査について，適切と認められる規

格及び基準による。 

燃料取扱設備は，地震荷重等の適切な組合せを考慮しても強度上耐え得る設計とす

る。 

b. 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は取扱中における衝撃，熱等に耐え，かつ，容易に破損しない設計

とする。 

構内用輸送容器は，設計，材料の選定，製作及び検査について適切と認められる規

格及び基準によるものとする。 

c. 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーは，設計，材料の選定，製作及び検査について，適切と認め

られる規格及び基準を原則とするが，特殊な環境下での設置となるため，必要に応じ

解析や試験等を用いた評価により確認する。 

燃料取り出し用カバーは，燃料取扱設備を支持するために必要な構造強度を有する設

計とする。 
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(2) 耐震性 

a. 燃料取扱設備 

(a) 燃料取扱機 

燃料取扱機は，使用済燃料プール，使用済燃料貯蔵ラックへの波及的影響を考慮

することとし，検討に用いる地震動として基準地震動 Ssにより使用済燃料プール，

使用済燃料貯蔵ラックへ落下しないことの確認を行う。 

耐震性に関する評価にあたっては，「JEAG4601原子力発電所耐震設計技術指針」

に準拠することを基本とするが，必要に応じて試験結果等を用いた現実的な評価を

行う。 

(b) クレーン 

クレーンは，使用済燃料プール，使用済燃料貯蔵ラックへの波及的影響を考慮す

る。クレーンは，「JEAG4601･補-1984 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類･

許容応力編」に基づき，通常時は使用済燃料プール上にはなく，基準地震動 Ssが

発生して使用済燃料プール，使用済燃料貯蔵ラックを損傷させる可能性は少ないた

め，検討に用いる地震動として弾性設計用地震動 Sdにより使用済燃料プール，使

用済燃料貯蔵ラックへ落下しないことの確認を行う。 

耐震性に関する評価にあたっては，「JEAG4601原子力発電所耐震設計技術指針」

に準拠することを基本とするが，必要に応じて試験結果等を用いた現実的な評価を

行う。 

b. 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーは，その損傷による原子炉建屋，使用済燃料プール，使用

済燃料貯蔵ラックへの波及的影響を考慮することとし，基準地震動 Ssにより確認

を行う。 

耐震性に関する評価にあたっては，「JEAG4601原子力発電所耐震設計技術指針」

に準拠することを基本とするが，必要に応じて試験結果等を用いた現実的な評価を

行う。 
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2.11.2 基本仕様 

2.11.2.1 主要仕様 

(1) 燃料取扱設備 

（３号機及び４号機を除く） 

a. 燃料取扱機 

個数   1式 

b. クレーン 

個数   1式 

 

（４号機） 

a. 燃料取扱機 

型式 燃料把握機付移床式 

基数   1基 

定格荷重 燃料把握機    ：450kg 

     補助ホイスト   ：450kg 

 

b. クレーン 

型式 天井走行式 

基数   1基 

定格荷重 主巻 ：100t 

 補巻 ：5t 

ホイスト ：10t 

 

c. エリア放射線モニタ 

検出器の種類 半導体検出器 

計測範囲  10-3～10mSv/h 

個数  2個 

取付箇所 4号機 原子炉建屋 5FL（燃料取り出し用カバーオペフロ階） 
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（３号機） 

a. 燃料取扱機 

型式 燃料把握機付移床式 

基数 1基 

定格荷重 燃料把握機 ：1t 

 西側補助ホイスト ：4.9t 

 東側補助ホイスト ：4.9t 

 テンシルトラス ：1.5t 

 

b. クレーン 

型式 床上走行式 

基数   1基 

定格荷重 主巻 ：50t 

 補巻 ：5t 

 

c. エリア放射線モニタ 

検出器の種類 半導体検出器 

計測範囲  10-2～102mSv/h 

個数  2個 

取付箇所  3号機 燃料取り出し用カバー 燃料取り出し作業フロア 

 

(2) 構内用輸送容器 

（３号機及び４号機を除く） 

   基数   1式 

 

（４号機） 

型式   NFT-22B型 

収納体数   22体 

基数   2基 

 

型式   NFT-12B型 

収納体数   12体 

基数   2基 
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（３号機） 

種類   密封式円筒形 

収納体数   7体 

基数   2基 

 

種類   密封式円筒形 

収納体数   2体 

基数   1基 

 

(3) 燃料取り出し用カバー（換気設備含む） 

（１号機，３号機及び４号機を除く） 

個数   1式 

 

（４号機） 

a. 燃料取り出し用カバー 

種類   鉄骨造 

寸法   約 69m（南北）×約 31m（東西）×約 53m（地上高） 

    （作業環境整備区画） 

    約 55m（南北）×約 31m（東西）×約 23m（オペレーテ 

ィングフロア上部高さ） 

個数   1個 

 

b. 送風機（給気フィルタユニット） 

種類   遠心式 

容量   25,000m3/h 

台数   3台 

 

c. プレフィルタ（給気フィルタユニット） 

種類   中性能フィルタ（袋型） 

容量   25,000m3/h 

台数   3台 
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d. 高性能粒子フィルタ（給気フィルタユニット） 

種類   高性能粒子フィルタ 

容量   25,000m3/h 

効率   97%（粒径 0.3μm）以上 

台数   3台 

 

e. 排風機（排気フィルタユニット） 

種類   遠心式 

容量   25,000m3/h 

台数   3台 

 

f. プレフィルタ（排気フィルタユニット） 

種類   中性能フィルタ（袋型） 

容量   25,000m3/h 

台数   3台 

 

g. 高性能粒子フィルタ（排気フィルタユニット） 

種類   高性能粒子フィルタ 

容量   25,000m3/h 

効率   97%（粒径 0.3μm）以上 

   台数   3台 

 

h. 放射性物質濃度測定器（排気フィルタユニット出入口） 

(a)排気フィルタユニット入口 

検出器の種類  シンチレーション検出器 

計測範囲  100～104s-1 

台数   1台 

(b)排気フィルタユニット出口 

排気フィルタユニット出口については，Ⅱ2.15放射線管理関係設備等参照 
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i. ダクト 

(a)カバー内ダクト 

種類   長方形はぜ折りダクト／鋼板ダクト 

材質   溶融亜鉛めっき鋼板（SGCC又は SGHC）／SS400 

(b)屋外ダクト 

種類   長方形はぜ折りダクト／鋼板ダクト 

材質 溶融亜鉛めっき鋼板（SGCC又は SGHC，ガルバニウム付

着）／SS400 

(c)柱架構ダクト 

種類   柱架構 

材質   鋼材 

 

（３号機） 

a. 燃料取り出し用カバー 

種類   鉄骨造 

寸法   約 19m（南北）×約 57m（東西）×約 54m（地上高） 

（作業環境整備区画） 

約 19m（南北）×約 57m（東西）×約 24m（オペレーテ

ィングフロア上部高さ） 

個数   1個 

 

b. 排風機 

種類   遠心式 

容量   30,000m3/h 

台数   2台 

 

c. プレフィルタ（排気フィルタユニット） 

種類   中性能フィルタ 

容量   10,000m3/h 

台数   4台 

 

d. 高性能粒子フィルタ（排気フィルタユニット） 

種類   高性能粒子フィルタ 

容量   10,000m3/h 

効率   97%（粒径 0.3μm）以上 

台数   4台 
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e. 放射性物質濃度測定器（排気フィルタユニット出入口） 

(a)排気フィルタユニット入口 

検出器の種類  シンチレーション検出器 

計測範囲  10-1～105s-1 

台数   1台 

(b)排気フィルタユニット出口 

排気フィルタユニット出口については，Ⅱ2.15放射線管理関係設備等参照 

 

f. ダクト 

種類   はぜ折りダクト／鋼板ダクト 

材質   ガルバリウム鋼板／SS400 

 

（１号機） 

b. 排風機 

種類   遠心式 

容量         30,000m3/h 

台数   2台 

 

c. プレフィルタ（排気フィルタユニット） 

種類   中性能フィルタ 

容量         30,000m3/h 

台数   2台 

 

d. 高性能粒子フィルタ（排気フィルタユニット） 

種類   高性能粒子フィルタ 

容量         30,000m3/h 

効率   97%（粒径 0.3μm）以上 

台数   2台 

e. 放射性物質濃度測定器（排気フィルタユニット出入口） 

(a)排気フィルタユニット入口 

検出器の種類  シンチレーション検出器 

計測範囲  100～104s-1 

台数   2台 

(b)排気フィルタユニット出口 

排気フィルタユニット出口については，Ⅱ2.15放射線管理関係設備等参照 
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f. ダクト 

種類   はぜ折りダクト／鋼板ダクト 

材質   ガルバリウム鋼板／SS400 
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2.11.3 添付資料 

添付資料－１ 燃料取扱設備の設計等に関する説明書 

添付資料－１－１ 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書※2 

添付資料－１－２ 放射線モニタリングに関する説明書※2 

添付資料－１－３ 燃料の健全性確認及び取り扱いに関する説明書※2 

添付資料－２ 構内用輸送容器の設計等に関する説明書 

添付資料－２－１ 構内用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書※2 

添付資料－２－２ 破損燃料用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書※1 

添付資料－２－３ 構内輸送時の措置に関する説明書※2 

添付資料－３ 燃料取り出し用カバーの設計等に関する説明書 

添付資料－３－１ 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書※3 

添付資料－３－２ がれき撤去等の手順に関する説明書 

添付資料－３－３ 移送操作中の燃料集合体の落下※2 

添付資料－４ 構造強度及び耐震性に関する説明書 

添付資料－４－１ 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書※2 

添付資料－４－２ 燃料取り出し用カバーの構造強度及び耐震性に関する説明書※2 

添付資料－４－３ 燃料取り出し用カバー換気設備の構造強度及び耐震性に関する説明書※2 

添付資料－５ 使用済燃料プールからの燃料取り出し工程表※2 

添付資料－６ 福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋カバーに関する説明書 

添付資料－７ 福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋カバー解体について 

添付資料－８ 福島第一原子力発電所第１・２号機原子炉建屋作業エリア整備に伴う干渉

物解体撤去について 

添付資料－９ 福島第一原子力発電所第２号機原子炉建屋西側外壁の開口設置について 

添付資料－１０ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロアのガ

レキの撤去について 

添付資料－１０－１ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロ

ア北側のガレキの撤去について 

添付資料－１０－２ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロ

ア中央および南側のガレキの一部撤去について 

添付資料－１０－３ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロ

ア外周鉄骨の一部撤去について 

添付資料－１０－４ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロ

ア床上のガレキの一部撤去について 

 

※1（３号機を除く），※2（３号機及び４号機を除く）及び※3（１号機，３号機及び４号機を除く）の説明書につい

ては，現地工事開始前までに報告を行い，確認を受けることとする。 
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放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書 

 

1. 本説明書の記載範囲 

本説明書は，１号機，３号機及び４号機燃料取り出し用カバーの放射性物質の飛散・拡

散を防止するための機能について記載するものである。 

 

2. ４号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

2.1 燃料取り出し用カバーについて 

2.1.1 概要 

燃料取り出し用カバーは，作業に支障が生じることのないよう作業に必要な範囲をカ

バーし，風雨を遮る構造とする。また，使用済燃料プール内がれき撤去時の放射性物質

の舞い上がり，燃料取り出し作業に伴い建屋等に付着した放射性物質の舞い上がりによ

る大気放出を抑制するため，燃料取り出し用カバーは隙間を低減した構造とするととも

に，換気設備を設け，排気はフィルタユニットを通じて大気へ放出する。また，現在，

発電所敷地内でよう素（I-131）は検出されていないことから，フィルタユニットは，

発電所敷地内等で検出されているセシウム（Cs-134,137）の大気への放出が低減できる

設計とする。 

 

2.1.2 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーの大きさは，約 69m（南北）×約 31m（東西）×約 53m（地上高）

である。主体構造は鉄骨造であり，壁面及び屋根面は風雨を遮る外装材で覆う計画であ

る。屋根面及び壁面上部には勾配を設けて，雨水の浸入を防止する構造とする。（図 2-1 

燃料取り出し用カバー概略図参照） 

 

2.1.3 換気設備 

2.1.3.1 系統構成 

換気設備は，燃料取り出し用カバー内気体を吸引し，排気ダクトを経由して燃料取

り出し用カバーの外部に設置した排気フィルタユニットへ導く。排気フィルタユニッ

トは，プレフィルタ，高性能粒子フィルタ，排風機等で構成され，各フィルタで放射

性物質を捕集した後の気体を吹上用排気ダクトから大気へ放出する。 

排気フィルタユニットは，換気風量約 25,000m3/hのユニットを 3系列（うち 1系列

は予備）設置し，約 50,000m3/hの換気風量で運転する。 

また，燃料取り出し用カバー内の放射性物質や吹上用排気ダクトから大気に放出さ

れる放射性物質の濃度を測定するため，放射性物質濃度測定器を排気フィルタユニッ

トの出入口に設置する。（図 2-2 燃料取り出し用カバー換気設備概略構成図，図 2-3

添付資料－３－１ 
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燃料取り出し用カバー換気設備配置図，図 2-4 燃料取り出し用カバー換気設備系統

図参照） 

燃料取り出し用カバー換気設備の電源は，異なる系統の所内高圧母線から受電可能

な構成とする。（図 2-5 燃料取り出し用カバー換気設備電源系統図参照） 

なお，４号機での燃料取り出し作業は，有人での作業を計画していることから，燃

料取り出し用カバー内の放射性物質濃度の低減のため，給気フィルタユニットを有す

る構造とする。給気フィルタユニットは，プレフィルタ，送風機，高性能粒子フィル

タ等で構成され，各フィルタで放射性物質を捕集した後の気体を燃料取り出し用カバ

ー内へ放出する。 

給気フィルタユニットは，換気風量約 25,000m3/hのユニットを 3系列（うち 1系列

は予備）設置し，約 50,000m3/hの換気風量で運転する。 

 

表 2-1 換気設備構成 

設備名 構成・配置等 

給気フィルタユニット 配置：原子炉建屋南側の屋外に 3系列（うち予備 1系列）設置 

構成：プレフィルタ 

送風機 

高性能粒子フィルタ（効率 97%（粒径 0.3μm）以上） 

フィルタ線量計（高性能粒子フィルタに設置） 

フィルタ差圧計（プレフィルタ，高性能粒子フィルタに

設置） 

給気吹出口 配置：カバー内の側部に設置 

排気吸込口 配置：カバー内の天井部に設置 

排気フィルタユニット 配置：原子炉建屋南側の屋外に 3系列（うち予備 1系列）設置 

構成：プレフィルタ 

高性能粒子フィルタ（効率 97%（粒径 0.3μm）以上） 

排風機 

フィルタ線量計（高性能粒子フィルタに設置） 

フィルタ差圧計（プレフィルタ，高性能粒子フィルタに

設置） 

吹上用排気ダクト 配置：排気フィルタユニットの下流側に設置 
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設備名 構成・配置等 

放射性物質濃度測定器 

測定対象：カバー内及び大気放出前の放射性物質濃度 

仕様  ：検出器種類 シンチレーション検出器 

計測範囲  100～104s-1 

台数    排気フィルタユニット入口 1台 

        排気フィルタユニット出口 2台 

 

2.1.3.2 換気風量について 

燃料取り出し用カバー内の環境は，燃料取扱機，クレーン及び電源盤の設備保護の

ため 40℃以下（設計値）となる換気設備を設けるものとする。また，カバー内での

燃料取り出し作業は，有人による作業を計画していることから，作業エリアには，局

所的にローカル空調機を設け夏期及び冬期の作業環境の向上を図るものとする。 

燃料取り出し用カバー内の熱負荷を除熱するのに必要な換気風量は，下式により求

められ約 50,000m3/hとなる。 

  

Q=q/(Cp・ρ・(t1-t2)・1/3600) 

Q：換気（排気）風量（m3/h） 

q：設計用熱負荷，約 143（kW）（機器発熱）※1 

Cp：定圧比熱，1.004652（kJ/kg・℃） 

ρ：密度，1.2（kg/m3） 

t1：カバー内温度，40（℃） 

t2：設計用外気温度，31.5（℃）※2 

※1 10%の余裕を含む 

※2 28.5℃（小名浜気象台で観測された 1971 年～1975 年の 5 年間の観測データにおける累積出現率

が 99％となる最高温度）+約 3℃（送風機のヒートアップによる温度上昇） 

 

2.1.3.3 運転管理および保守管理 

(1) 運転管理 

送風機・排風機の起動/停止操作は，屋外地上部に設置した現場制御盤で行うもの

とし，故障等により送風機・排風機が停止した場合には，予備機が自動起動する。 

現場制御盤では，送風機・排風機の運転状態（起動停止状態），放射性物質濃度が

表示され，それらの異常を検知した場合には，警報を発する。また，免震重要棟でも

同様に，送風機・排風機の運転状態（起動停止状態），放射性物質濃度が表示され，

それらの情報に異常を検知した場合は，警報を発するシステムとなっている。 

放射性物質濃度測定器を排気フィルタユニットの出入口に設置し，燃料取り出し用

カバー内から大気に放出される放射性物質濃度を測定する。 
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(2) 保守管理 

換気設備については安全上重要な設備ではなく，運転継続性の要求が高くない。保

守作業に伴う被ばくを極力低減する観点から，異常の兆候が確認された場合に対応す

る。なお，排気フィルタユニット出口の放射性物質濃度測定器については，外部への

放射性物質放出抑制の監視の観点から多重化し，機器の単一故障により機能が喪失し

た場合でも測定可能な設備構成とする。 

また，フィルタについては，差圧計（プレフィルタ，高性能粒子フィルタに設置）

又は線量計（高性能粒子フィルタに設置）の値を確認しながら，必要な時期に交換す

る。 

 

2.1.3.4 異常時の措置 

燃料取り出し用カバー換気設備が停止しても，セシウムの使用済燃料プールから大気へ

の移行割合は，1×10-3～1×10-5％程度であり，４号機から放出される放射性物質は小さ

いと評価されている（Ⅱ.2.3 使用済燃料プール設備参照）ことから，放射性物質の異常

な放出とならないと考えられる。また，４号機の使用済燃料プール水における放射性物

質濃度は， Cs-134：4.5×100Bq/cm3，Cs-137：6.6×100Bq/cm3（平成 24年 1月 30日に使

用済燃料プールより採取した水の分析結果）である。 

なお，燃料取り出し用カバー換気設備は，機器の単一故障が発生した場合を想定して，

送風機，排風機及び電源の多重化を実施しており，切替等により機能喪失後の速やかな

運転の再開を可能とする。また，排気フィルタユニット出口の放射性物質濃度測定器に

ついては，２台の連続運転とし，１台故障時においても放射性物質濃度を計測可能とす

る。 

 

2.2 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

2.2.1 排気フィルタによる低減効果 

燃料取り出し用カバー内から排気フィルタユニットを通じて大気へ放出される放射

性物質は，高性能粒子フィルタ（効率 97% (粒径 0.3μm)以上）により低減される。 

セシウムの使用済燃料プールから大気への移行割合は，1×10-3～1×10-5％程度であり，

４号機から放出される放射性物質は小さいと評価されている。（Ⅱ.2.3使用済燃料プー

ル設備参照） 

表 2-2に発電所敷地内で測定された放射性物質濃度を示す。仮に，燃料取り出し用カ

バー内が表 2-2に示す放射性物質濃度のうち，濃度の高い４号機オペレーティングフロ

ア上の放射性物質濃度であった場合，排気フィルタを通過して大気へ放出される放射性

物質濃度は表 2-3の通りとなる。 
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表 2-2 発電所敷地内の放射性物質濃度      （Bq/cm3） 

核種 

４号機原子炉建屋オペレーテ

ィングフロア上の濃度 

（平成 23年 6月 18日測定） 

福島第一原子力発電所西門の

濃度（平成 23 年 6 月 18 日測

定）※ 

Cs-134 約 1.2×10-4 約 5.4×10-6 

Cs-137 約 1.1×10-4 約 6.2×10-6 

※現在は，検出限界値以下であるが，４号機オペレーティングフロア上の測定値との比較のため，平成 23 年 6 月

18日の測定値とした。 

 

Q=C・(1-f) 

Q ：フィルタ通過後の放射性物質濃度（Bq/cm3） 

C ：カバー内に吸い込まれる外気の放射性物質濃度（Bq/cm3）（表 2-2参照） 

f ：フィルタ効率（高性能粒子フィルタ 97%） 

 

表 2-3 フィルタ通過後の放射性物質濃度 

核種 濃度（Bq/cm3） 

Cs-134 約 3.6×10-6 

Cs-137 約 3.3×10-6 

 

以上の結果，表 2-2及び表 2-3より，フィルタ通過後の放射性物質濃度は西門での放

射性物質濃度よりも低いレベルとなる。 

 

2.2.2 敷地境界線量 

2.2.2.1 評価条件 

(1) 燃料取り出し用カバー内が，表 2-2に示す４号機オペレーティングフロア上の放射性

物質濃度であった場合に排気フィルタユニットを介して大気に放出されるものと仮

定する。 

(2) 減衰は考慮しない。 

(3) 地上放出と仮定する。 

(4) 燃料取り出し用カバーの供用期間である 5年間（想定）に放出される放射性物質が地

表に沈着し蓄積した時点のγ線に起因する実効線量と仮定し評価する。 

(5) 大気拡散の評価に用いる気象条件は，福島第一原子力発電所原子炉設置変更許可申請

書で採用したものと同じ気象データを使用する。 
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2.2.2.2 評価方法 

燃料取り出し用カバー排気フィルタユニットから放出される放射性物質による一般

公衆の実効線量は，以下の被ばく経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。 

(1) 放射性雲からのγ線に起因する実効線量  

(2) 吸入摂取による実効線量 

(3) 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

 

2.2.2.3 放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

 放射性物質のγ線に起因する実効線量については，「発電用軽水型原子炉施設周辺の

線量目標値に対する評価指針」の放射性雲からのγ線による実効線量の評価の評価式を

用いて評価する。 

(1) 計算地点における空気カーマ率の計算 

 計算地点（ x， y， 0）における空気カーマ率は，次式により計算する。 

 

dzdydx)z,y,xχ(B(μr)
r4π

rμ
μEKD ''''''

2en1
e




   
 




0 0
 ・・・ 2-1 

ここで，  D ：計算地点(x，y，0)における空気カーマ率（μGy/y） 

K1 ：空気カーマ率への換算係数（4.46×10-4
hBqMeV

μGymdis 3




） 

E ：γ線の実効エネルギ（0.5MeV/dis）  

μen ：空気に対するγ線の線エネルギ吸収係数（m-1）  

μ ：空気に対するγ線の線減衰係数（m-1）  

r ：放射性雲中の点 )z,y,x( ''' から計算地点（x，y，0）までの距離（m） 

B(μr) ：空気に対するγ線の再生係数 

γ(μr)β(μr)α(μr)1B(μr) 32   

 ただし，μen，μ，α，β，γについては，0.5MeV のγ線に対する値を用い，以下

のとおりとする。 

     μen=3.84×10-3(m-1)，μ=1.05×10-2(m-1) 

     α=1.000， β=0.4492，γ=0.0038 

)z,y,xχ( '''  ：放射性雲中の点 )z,y,x( ''' における濃度（Bq/m3） 

 なお， )z,y,xχ( ''' は，次式により計算する。 
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''' ・ 2-2 

 

ここで，  Q ：放射性物質の放出率（Bq/s） 

U ：放出源高さを代表する風速（m/s） 
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H ：放出源の有効高さ（m）  

σy ：濃度分布の y’方向の拡がりのパラメータ（m）  

σZ ：濃度分布の z’方向の拡がりのパラメータ（m）  

 このとき，有効高さと同じ高度（z’= H）の軸上で放射性物質濃度が最も濃くなる。

被ばく評価地点は地上（z’= 0）であるため，地上放散が最も厳しい評価を与えるこ

とになる。 

(2) 実効線量の計算 

 計算地点における年間の実効線量は，計算地点を含む方位及びその隣接方位に向か

う放射性雲のγ線からの空気カーマを合計して，次式により計算する。 

 

)DDD(ffKH 1L1LL0h2γ  

 

・・・・・・・・ 2-3 

 

ここで，  Hγ ：放射性物質のγ線に起因する年間の実効線量（μSv/y） 

K2 ：空気カーマから実効線量への換算係数（0.8μSv/μGy） 

fh ：家屋の遮蔽係数（1.0） 

f0 ：居住係数（1.0） 

)DDD( 1L1LL    ：計算地点を含む方位(L)及びその隣接方位に向かう放射性雲によ

る年間平均のγ線による空気カーマ(μGy/y)。これらは 2-1式か

ら得られる空気カーマ率 Dを放出モード，大気安定度別風向分布

及び風速分布を考慮して年間について積算して求める。 

 

2.2.2.4 吸入摂取による実効線量 

吸入摂取による実効線量については，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に

対する評価指針」の吸入摂取による実効線量の評価の評価式を用いて評価する。 

(1) 放射性物質の年平均地表空気中濃度の計算 

 計算地点における年平均地表空気中濃度χは，2-2 式を用い，隣接方位からの寄与

も考慮して，次式により計算する。 

 

  
j

1jL
j

1jL
j

jL χχχχ  ・・・・・・・・・・・・ 2-4 

 

ここで，   j ：大気安定度（A～F） 

L ：計算地点を含む方位 

(2) 線量の計算 

 放射性物質の呼吸による実効線量は，次式により計算する。 

 

 
i

IiIiI AK365H  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2-5 
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χMA iaIi   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2-6 

 

ここで，  HI ：吸入摂取による年間の実効線量（μSv/y） 

365 ：年間日数への換算係数（d/y） 

KIi ：核種 iの吸入摂取による成人実効線量換算係数（μSv/Bq） 

AIi ：核種 iの吸入による摂取率（Bq/d） 

Ma ：人間の呼吸率（m3/d） 

   （成人の 1日平均の呼吸率：22.2m3/dを使用） 

χ i  ：核種 iの年平均地表空気中濃度（Bq/m3）  

 

表 2-4 吸入摂取による成人の実効線量換算係数（μSv/Bq） 

核種 Cs-134 Cs-137 

KIi 2.0×10-2 3.9×10-2 

 

2.2.2.5 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量については，「発電用軽水

型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」の地面に沈着した放

射性物質濃度を計算し，放射性物質濃度からの実効線量への換算係数を用いて評価す

る。 

(1) 放射性物質の年平均地上空気中濃度の計算 

 計算地点における年平均地上空気中濃度χは，2-4式により計算する。 

(2) 線量の計算 

 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量は，次式により計算する。 

 
i

OiGiG SKH  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2-7 
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ここで，  HG ：地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する 

年間の実効線量（μSv/y） 

KGi ：核種 iの地表沈着による外部被ばく線量換算係数(
mBq

yμSv
2
) 

SOi ：核種 iの地表濃度（Bq/m2）  

χ i  ：核種 iの年平均地表空気中濃度（Bq/m3）  

Vg ：沈着速度（0.01m/s） 

λi ：核種 iの物理的減衰係数（s-1） 

To ：放射性物質の放出期間（s）（カバー供用期間の 5年を想定） 
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f1 ：沈着した放射性物質のうち残存する割合（保守的に 1を用いる） 

 

表 2-5 放射性物質濃度から実効線量への換算係数（(Sv/s)/(Bq/m2)） 

核種 Cs-134 Cs-137 

KGi 1.5×10-15 5.8×10-16 

 

2.2.2.6 評価結果 

表 2-3に示す濃度の放射性物質の放出が燃料取り出し用カバーの供用期間である 5年

間（想定）続くと仮定して算出した結果，年間被ばく線量は敷地境界で約 0.008mSv／

年であり，法令の線量限度 1mSv／年に比べても十分低いと評価される。（表 2-6参照） 

また，「Ⅲ.3.2放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価（約 0.03mSv/年）

に比べても十分に低いと評価される。 

 

表 2-6 燃料取り出し用カバー排気フィルタユニットからの 

放射性物質の放出による一般公衆の実効線量（mSv/年） 

評価項目 
合計 

放射性雲 吸入摂取 地表沈着 

約 1.3×10-7 約 5.4×10-5 約 7.4×10-3 約 7.5×10-3 



Ⅱ-2-11-添 3-1-10 

 

 

 

【燃料取り出し用カバー】 

・ 作業環境整備区画を構成・支持する架構及び附属設備を指す。 

・ 燃料取り出し用カバーのうち，作業環境整備区画は外装材等により区画し，換気

対象範囲とする。 

【雨養生範囲】 

・ 燃料取り出し用カバー以外のオペレーティングフロアエリアは雨水対策を施す。 

・ 換気対象範囲外とする。 

 

 

図 2-1 燃料取り出し用カバー概略図 
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図 2-2 燃料取り出し用カバー換気設備概略構成図 

 

 

 

 

図 2-3 燃料取り出し用カバー換気設備配置図
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図 2-4 燃料取り出し用カバー換気設備系統図

ドラフト 
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※平成 29 年 9 月時点 

 

図 2-5 燃料取り出し用カバー換気設備電源系統図 
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3. ３号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

3.1 燃料取り出し用カバーについて 

3.1.1 概要 

燃料取り出し用カバーは，作業に支障が生じることのないよう作業に必要な範囲をカ

バーし，風雨を遮る構造とする。また，使用済燃料プール内がれき撤去時の放射性物質

の舞い上がり，燃料取り出し作業に伴い建屋等に付着した放射性物質の舞い上がりによ

る大気放出を抑制するため，燃料取り出し用カバーは隙間を低減した構造とするととも

に，換気設備を設け，排気はフィルタユニットを通じて大気へ放出する。また，現在，

発電所敷地内でよう素（I-131）は検出されていないことから，フィルタユニットは，

発電所敷地内等で検出されているセシウム（Cs-134,137）の大気への放出が低減できる

設計とする。 

 

3.1.2 燃料取り出し用カバー 

燃料取り出し用カバーの大きさは，約 19m（南北）×約 57m（東西）×約 54m（地上高）

である。主体構造は鉄骨造であり，ドーム状の屋根を外装材で覆い，風雨を遮る構造と

する。（図 3-1 燃料取り出し用カバー概略図参照） 

 

3.1.3 換気設備 

3.1.3.1 系統構成 

換気設備は，燃料取り出し用カバー内気体を吸引し，排気ダクトを経由して燃料取

り出し用カバーの外部に設置した排気フィルタユニットへ導く。排気フィルタユニッ

トは，プレフィルタ，高性能粒子フィルタ等で構成され，各フィルタで放射性物質を

捕集した後の気体を吹上用排気ダクトから大気へ放出する。 

排気フィルタユニットは，約 10,000m3/hのユニットを 4系列（うち 1系列は予備），

排風機は，換気風量約 30,000m3/hのユニットを 2系列（うち 1系列は予備）設置し，

約 30,000m3/hの 換気風量で運転する。 

また，燃料取り出し用カバー内の放射性物質や吹上用排気ダクトから大気に放出さ

れる放射性物質の濃度を測定するため，放射性物質濃度測定器を排気フィルタユニッ

トの出入口に設置する。（図 3-2 燃料取り出し用カバー換気設備概略構成図，図 3-3

燃料取り出し用カバー換気設備配置図，図 3-4燃料取り出し用カバー換気設備系統図

参照） 

燃料取り出し用カバー換気設備の電源は，異なる系統の所内高圧母線から受電可能

な構成とする。（図 3-5 燃料取り出し用カバー換気設備電源系統図参照） 
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表 3-1 換気設備構成 

設備名 構成・配置等 

排気吸込口 配置：カバー内の天井部に設置 

排気フィルタユニット 

配置：原子炉建屋西側の屋外に 4系列（うち予備 1系列）設置 

構成：プレフィルタ 

高性能粒子フィルタ（効率 97%（粒径 0.3μm）以上） 

フィルタ線量計（高性能粒子フィルタに設置） 

フィルタ差圧計（プレフィルタ，高性能粒子フィルタに

設置） 

排風機 配置：原子炉建屋西側の屋外に 2系列（うち予備 1系列）設置 

吹上用排気ダクト 配置：排気フィルタユニットの下流側に設置 

放射性物質濃度測定器 

測定対象：カバー内及び大気放出前の放射性物質濃度 

仕様  ：検出器種類 シンチレーション検出器 

計測範囲  10-1～105s-1 

台数    排気フィルタユニット入口 1台 

排気フィルタユニット出口 2台 

 

3.1.3.2 換気風量について 

燃料取り出し用カバー内の環境は，燃料取扱機，クレーン及び電源盤の設備保護の

ため 40℃以下（設計値）となる換気設備を設けるものとする。 

燃料取り出し用カバー内の熱負荷を除熱するのに必要な換気風量は，下式により求

められる風量に余裕をみた約 30,000m3/hとする。 

 

Q=q/(Cp・ρ・(t1-t2)・1/3600) 

Q：換気（排気）風量（m3/h） 

q：設計用熱負荷，約 60（kW） 

（機器発熱，日射，使用済燃料プールからの熱，原子炉からの熱）※1 

Cp：定圧比熱，1.004652（kJ/kg・℃） 

ρ：密度，1.2（kg/m3） 

t1：カバー内温度，40（℃） 

t2：設計用外気温度，28.5（℃）※2 

※1 約 10%の余裕を含む 

※2 小名浜気象台で観測された 1972 年～1976 年の 5 年間の観測データにおける累積出現率が 99％と

なる最高温度 
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3.1.3.3 運転管理および保守管理 

(1) 運転管理 

排風機の起動/停止操作は，屋外地上部に設置したコンテナハウス内の現場制御盤

で行うものとし，故障等により排風機が停止した場合には，予備機が自動起動する。 

現場制御盤では，排風機の運転状態（起動停止状態），放射性物質濃度が表示され，

それらの異常を検知した場合には，警報を発する。また，免震重要棟でも同様に，排

風機の運転状態（起動停止状態），放射性物質濃度が表示され，それらの情報に異常

を検知した場合は，警報を発するシステムとなっている。 

放射性物質濃度測定器を排気フィルタユニットの出入口に設置し，燃料取り出し用

カバー内から大気に放出される放射性物質濃度を測定する。 

 

(2) 保守管理 

換気設備については安全上重要な設備ではなく，運転継続性の要求が高くない。保

守作業に伴う被ばくを極力低減する観点から，異常の兆候が確認された場合に対応す

る。なお，排気フィルタユニット出口の放射性物質濃度測定器については，外部への

放射性物質放出抑制の監視の観点から多重化し，機器の単一故障により機能が喪失し

た場合でも測定可能な設備構成とする。 

また，フィルタについては，差圧計（プレフィルタ，高性能粒子フィルタに設置）

又は線量計（高性能粒子フィルタに設置）の値を確認しながら，必要な時期に交換す

る。 

 

3.1.3.4 異常時の措置 

燃料取り出し用カバー換気設備が停止しても，セシウムの使用済燃料プールから大気へ

の移行割合は，1×10-3～1×10-5％程度であり，３号機から放出される放射性物質は小さ

いと評価されている（Ⅱ.2.3 使用済燃料プール設備参照）ことから，放射性物質の異常

な放出とならないと考えられる。また，３号機の使用済燃料プール水における放射性物

質濃度は，Cs-134：2.4×103Bq/cm3，Cs-137：3.9×103Bq/cm3（平成 24 年 9 月 24 日に使

用済燃料プールより採取した水の分析結果）である。 

なお，燃料取り出し用カバー換気設備は，機器の単一故障が発生した場合を想定して，

送風機，排風機及び電源の多重化を実施しており，切替等により機能喪失後の速やかな

運転の再開を可能とする。また，排気フィルタユニット出口の放射性物質濃度測定器に

ついては，２台の連続運転とし，１台故障時においても放射性物質濃度を計測可能とす

る。 
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3.2 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

3.2.1 排気フィルタによる低減効果 

燃料取り出し用カバー内から排気フィルタユニットを通じて大気へ放出される放射

性物質は，高性能粒子フィルタ（効率 97% (粒径 0.3μm)以上）により低減される。 

セシウムの使用済燃料プールから大気への移行割合は，1×10-3～1×10-5％程度であり，

３号機から放出される放射性物質は小さいと評価されている。（Ⅱ.2.3使用済燃料プー

ル設備参照） 

表 3-2に３号機原子炉建屋上部で測定された放射性物質濃度を示す。仮に，燃料取り

出し用カバー内が表 3-2に示す放射性物質濃度であった場合，排気フィルタを通過して

大気へ放出される放射性物質濃度は表 3-3の通りとなる。 

 

表 3-2 ３号機原子炉建屋上部の放射性物質濃度（Bq/cm3） 

核種 原子炉上北東側（横方向）※ 

Cs-134 約 5.2×10-4 

Cs-137 約 8.0×10-4 

※平成 24年 9月 6日測定 

 

Q=C・(1-f) 

Q ：フィルタ通過後の放射性物質濃度（Bq/cm3） 

C ：カバー内に吸い込まれる外気の放射性物質濃度（Bq/cm3）（表 3-2参照） 

f ：フィルタ効率（高性能粒子フィルタ 97%） 

 

表 3-3 フィルタ通過後の放射性物質濃度 

核種 濃度（Bq/cm3） 

Cs-134 約 1.6×10-5 

Cs-137 約 2.4×10-5 

 

以上の結果，表 3-2 及び表 3-3 より，フィルタ通過後の放射性物質濃度は約 1/30 と

なる。 

 

3.2.2 敷地境界線量 

3.2.2.1 評価条件 

(1) 燃料取り出し用カバー内が，表 3-2に示す３号機オペレーティングフロア上の放射性

物質濃度であった場合に排気フィルタユニットを介して大気に放出されるものと仮

定する。 
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(2) 減衰は考慮しない。 

(3) 地上放出と仮定する。 

(4) 燃料取り出し用カバーの供用期間である 5年間（想定）に放出される放射性物質が地

表に沈着し蓄積した時点のγ線に起因する実効線量と仮定し評価する。 

(5) 大気拡散の評価に用いる気象条件は，福島第一原子力発電所原子炉設置変更許可申請

書で採用したものと同じ気象データを使用する。 

 

3.2.2.2 評価方法 

燃料取り出し用カバー排気フィルタユニットから放出される放射性物質による一般

公衆の実効線量は，以下の被ばく経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。 

(1)放射性雲からのγ線に起因する実効線量  

(2)吸入摂取による実効線量 

(3)地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

 

3.2.2.3 放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

 放射性物質のγ線に起因する実効線量については，「発電用軽水型原子炉施設周辺の

線量目標値に対する評価指針」の放射性雲からのγ線による実効線量の評価の評価式を

用いて評価する。 

(1) 計算地点における空気カーマ率の計算 

 計算地点（ x， y， 0）における空気カーマ率は，次式により計算する。 

 

dzdydx)z,y,xχ(B(μr)
r4π

rμ
μEKD ''''''

2en1
e




   
 




0 0
 ・・・ 3-1 

 

ここで，  D ：計算地点(x，y，0)における空気カーマ率（μGy/h） 

K1 ：空気カーマ率への換算係数（4.46×10-4
hBqMeV

μGymdis 3




） 

E ：γ線の実効エネルギ（0.5MeV/dis）  

μen ：空気に対するγ線の線エネルギ吸収係数（m-1）  

μ ：空気に対するγ線の線減衰係数（m-1）  

r ：放射性雲中の点 )z,y,x( ''' から計算地点（x，y，0）までの距離（m） 

B(μr) ：空気に対するγ線の再生係数 

γ(μr)β(μr)α(μr)1B(μr) 32   

ただし，μen，μ，α，β，γについては，0.5MeV のγ線に対する値を用い，以

下のとおりとする。 

μen=3.84×10-3(m-1)，μ=1.05×10-2(m-1) 

α=1.000， β=0.4492，γ=0.0038 
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)z,y,xχ( ''' ：放射性雲中の点 )z,y,x( ''' における濃度（Bq/m3） 

なお， )z,y,xχ( ''' は，次式により計算する。 
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

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







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

 eee σ2
H)z(

σ2
H)z(
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Uσσ2π

Q
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z
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z

' 2
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y
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zy

''' ・ 3-2 

 

ここで，  Q ：放射性物質の放出率（Bq/s） 

U ：放出源高さを代表する風速（m/s） 

H ：放出源の有効高さ（m）  

σy ：濃度分布の y’方向の拡がりのパラメータ（m）  

σZ ：濃度分布の z’方向の拡がりのパラメータ（m）  

このとき，有効高さと同じ高度（z’= H）の軸上で放射性物質濃度が最も濃くなる。

被ばく評価地点は地上（z’= 0）であるため，地上放散が最も厳しい評価を与えるこ

とになる。 

(2) 実効線量の計算 

計算地点における年間の実効線量は，計算地点を含む方位に向かう放射性雲のγ線

からの空気カーマを合計して，次式により計算する。 

 

)DDD(ffKH 1L1LL0h2γ  

 

・・・・・・・・ 3-3 

 

ここで，  Hγ ：放射性物質のγ線に起因する年間の実効線量（μSv/y） 

K2 ：空気カーマから実効線量への換算係数（0.8μSv/μGy） 

fh ：家屋の遮蔽係数（1.0） 

f0 ：居住係数（1.0） 

DL  ：計算地点を含む方位(L)に向かう放射性雲による年間平均のγ線

による空気カーマ(μGy/y)。 

 

3.2.2.4 吸入摂取による実効線量 

吸入摂取による実効線量については，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に

対する評価指針」の吸入摂取による実効線量の評価の評価式を用いて評価する。 

(1) 放射性物質の年平均地表空気中濃度の計算 

計算地点における年平均地表空気中濃度χは，3-2 式を用い，隣接方位からの寄与

も考慮して，次式により計算する。 

 

  
j

1jL
j

1jL
j

jL χχχχ  ・・・・・・・・・・・・ 3-4 
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ここで，   j ：大気安定度（A～F） 

L ：計算地点を含む方位 

(2) 線量の計算 

放射性物質の呼吸による実効線量は，次式により計算する。 

 

 
i

IiIiI AK365H  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-5 

χMA iaIi   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-6 

 

ここで，  HI ：吸入摂取による年間の実効線量（μSv/y） 

365 ：年間日数への換算係数（d/y） 

KIi ：核種 iの吸入摂取による成人実効線量換算係数（μSv/Bq） 

AIi ：核種 iの吸入による摂取率（Bq/d） 

Ma ：人間の呼吸率（m3/d） 

   （成人の 1日平均の呼吸率：22.2m3/dを使用） 

χ i  ：核種 iの年平均地表空気中濃度（Bq/m3）  

 

表 3-4 吸入摂取による成人の実効線量換算係数（μSv/Bq） 

核種 Cs-134 Cs-137 

KIi 2.0×10-2 3.9×10-2 

 

3.2.2.5 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量については，「発電用軽水

型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」の地面に沈着した放

射性物質濃度を計算し，放射性物質濃度からの実効線量への換算係数を用いて評価す

る。 

(1) 放射性物質の年平均地上空気中濃度の計算 

計算地点における年平均地上空気中濃度χは，3-4式により計算する。 

(2) 線量の計算 

地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量は，次式により計算する。 

 
i

OiGiG SKH  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3-7 

 Tλ1
λ

f
VχS Oi

i

1
giOi


 e  ・・・・・・・・・・・・ 3-8 

ここで，  HG ：地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する 

年間の実効線量（μSv/y） 
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KGi ：核種 iの地表沈着による外部被ばく線量換算係数(
mBq

yμSv
2
) 

SOi ：核種 iの地表濃度（Bq/m2）  

χ i  ：核種 iの年平均地表空気中濃度（Bq/m3）  

Vg ：沈着速度（0.01m/s） 

λi ：核種 iの物理的減衰係数（s-1） 

To ：放射性物質の放出期間（s）（カバー供用期間の 5年を想定） 

f1 ：沈着した放射性物質のうち残存する割合（保守的に 1を用いる） 

 

表 3-5 放射性物質濃度から実効線量への換算係数（(Sv/s)/(Bq/m2)） 

核種 Cs-134 Cs-137 

KGi 1.5×10-15 5.8×10-16 

 

3.2.2.6 評価結果 

表 3-3に示す濃度の放射性物質の放出が燃料取り出し用カバーの供用期間である 5年

間（想定）続くと仮定して算出した結果，年間被ばく線量は敷地境界で約 0.015mSv／

年であり，法令の濃度限度 1mSv／年に比べても十分低いと評価される。（表 3-6参照） 

また，「Ⅲ.3.2放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価（約 0.03mSv/年）

に比べても低いと評価される。 

 

表 3-6 燃料取り出し用カバー排気フィルタユニットからの 

放射性物質の放出による一般公衆の実効線量（mSv/年） 

評価項目 
合計 

放射性雲 吸入摂取 地表沈着 

約 4.5×10-7 約 1.3×10-4 約 1.5×10-2 約 1.5×10-2 
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【燃料取り出し用カバー】 

・ 作業環境整備区画を構成・支持する架構及び附属設備を指す。 

・ 燃料取り出し用カバーのうち，作業環境整備区画は外装材等により区画し，換気

対象範囲とする。 

【雨養生範囲】 

・ 燃料取り出し用カバー以外のオペレーティングフロアエリアは雨水対策を施す。 

・ 換気対象範囲外とする。 

 

 

図 3-1 燃料取り出し用カバー概略図 
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図 3-2 燃料取り出し用カバー換気設備概略構成図 

 

 

図 3-3 燃料取り出し用カバー換気設備配置図

原子炉建屋 

燃料取り出し用カバー 

排気フィルタユニット 

及び排風機 

燃料取扱設備 

支持架構 

放射性物質濃度測定器現場制御盤 

（コンテナハウス内） 運用補助 

共用施設 

排風機現場制御盤 

（コンテナハウス内） 
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図 3-4 燃料取り出し用カバー換気設備系統図 

原子炉建屋 

燃料取り出し用カバー 

（作業環境整備区画） 

排風機Ｂ 

排風機Ａ 
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※平成 29年 9月時点 

 

図 3-5 燃料取り出し用カバー換気設備電源系統図 

ドラフト 
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4. １号機放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

4.1 大型カバーについて 

4.1.1 概要 

大型カバーは，作業に支障が生じることのないよう作業に必要な範囲をカバーし，風

雨を遮る構造とする。また，オペレーティングフロア上にあるガレキ撤去時の放射性物

質の舞い上がりによる大気放出を抑制するため，大型カバーは隙間を低減した構造とす

るとともに，換気設備を設け，排気はフィルタユニットを通じて大気へ放出する。また，

現在，発電所敷地内でよう素（I-131）は検出されていないことから，フィルタユニッ

トは，発電所敷地内等で検出されているセシウム（Cs-134,137）の大気への放出が低減

できる設計とする。 

 

4.1.2 大型カバー 

大型カバーの大きさは，約 66m（南北）×約 56m（東西）×約 68m（地上高）である。

主体構造は鉄骨造であり，作業エリアの壁面及び屋根面は風雨を遮る外装材で覆う計画

である。屋根面及び壁面上部には勾配を設けて，雨水の浸入を防止する構造とする。（図

4-1 大型カバー概略図参照） 

 

4.1.3 換気設備 

4.1.3.1 系統構成 

換気設備は，大型カバー内の気体を吸引し，排気ダクトを経由して大型カバーの外

部に設置した排気フィルタユニットへ導く。排気フィルタユニットは，プレフィルタ，

高性能粒子フィルタ等で構成され，各フィルタで放射性物質を捕集した後の気体を吹

上用排気ダクトから大気へ放出する。 

排気フィルタユニットは，換気風量約 30,000m3/hのユニットを 2系列（うち 1系列

は予備）設置し，約 30,000m3/hの換気風量で運転する。 

また，大型カバー内の放射性物質や吹上用排気ダクトから大気に放出される放射性

物質の濃度を測定するため，放射性物質濃度測定器を排気フィルタユニットの出入口

に設置する。（図 4-2 大型カバー換気設備概略構成図，図 4-3大型カバー換気設備配

置図，図 4-4 大型カバー換気設備系統図参照） 

大型カバー換気設備の電源は，異なる系統の所内高圧母線から受電可能な構成とす

る。（図 4-5 大型カバー換気設備電源系統図参照） 
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表 4-1 換気設備構成 

 

4.1.3.2 換気風量について 

大型カバー内の環境は，ガレキ撤去用天井クレーン及び電源盤等の設備保護のため

40℃以下（設計値）となる換気設備を設けるものとする。 

大型カバー内の熱負荷を除熱するのに必要な換気風量は，下式により求められる風

量に余裕をみた約 30,000m3/hとする。 

  

Q=q/(Cp・ρ・(t1-t2)・1/3600) 

Q：換気（排気）風量（m3/h） 

q：設計用熱負荷，約 103（kW）（機器発熱）※1 

Cp：定圧比熱，1.004652（kJ/kg・℃） 

ρ：密度，1.2（kg/m3） 

t1：カバー内温度，40（℃） 

t2：設計用外気温度，28.5（℃）※2 

※1 10%の余裕を含む 

※2 小名浜気象台で観測された 1972 年～1976 年の 5 年間の観測データにおける累積出現率が 99％と

なる最高温度 

 

設備名 構成・配置等 

排気吸込口 配置：大型カバー壁面に設置 

排気フィルタユニット 

配置：原子炉建屋北側の屋外に 2系列（うち予備 1系列）設置 

構成：プレフィルタ 

高性能粒子フィルタ（効率 97%（粒径 0.3μm）以上） 

フィルタ線量計（高性能粒子フィルタに設置） 

フィルタ差圧計（プレフィルタ，高性能粒子フィルタに

設置） 

排風機 配置：原子炉建屋北側の屋外に 2系列（うち予備 1系列）設置 

吹上用排気ダクト 配置：排気フィルタユニットの下流側に設置 

放射性物質濃度測定器 

測定対象：大型カバー内及び大気放出前の放射性物質濃度 

仕様  ：検出器種類 シンチレーション検出器 

計測範囲  100～104s-1 

台数    排気フィルタユニット入口 2台 

        排気フィルタユニット出口 2台 
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4.1.3.3 運転管理および保守管理 

(1) 運転管理 

排風機の起動/停止操作は，免震重要棟集中監視室で行うものとし，故障等により

排風機が停止した場合には，予備機が自動起動する。 

免震重要棟集中監視室では，排風機の運転状態（起動停止状態），放射性物質濃度

が表示され，それらの異常を検知した場合には，警報を発する。 

放射性物質濃度測定器を排気フィルタユニットの出入口に設置し，大型カバー内か

ら大気に放出される放射性物質濃度を測定する。 

 

(2) 保守管理 

換気設備についてオペレーティングフロア上のガレキ撤去作業時に運転が必要な

設備であり，運転継続性の要求が高くない。保守作業に伴う被ばくを極力低減する観

点から，異常の兆候が確認された場合に対応する。なお，排気フィルタユニット出入

口の放射性物質濃度測定器については，現場の放射性物質濃度監視及び外部への放射

性物質飛散抑制の観点から多重化し，機器の単一故障により機能が喪失した場合でも

測定可能な設備構成とする。 

また，フィルタについては，差圧計（プレフィルタ，高性能粒子フィルタに設置）

又は線量計（高性能粒子フィルタに設置）の値を確認しながら，必要な時期に交換す

る。 

 

4.1.3.4 異常時の措置 

大型カバー換気設備が停止しても，セシウムの使用済燃料プールから大気への移行割合

は，1×10-3～1×10-5％程度であり，１号機から放出される放射性物質は小さいと評価さ

れている（Ⅱ.2.3 使用済燃料プール設備参照）ことから，放射性物質の異常な放出とな

らないと考えられる。また，１号機の使用済燃料プール水における放射性物質濃度は， 

Cs-134：2.32×105Bq/L，Cs-137：7.02×106Bq/L（令和 3 年 4 月 23 日に使用済燃料プー

ルより採取した水の分析結果）である。 

なお，大型カバー換気設備は，機器の単一故障が発生した場合を想定して，排風機及び

電源の多重化を実施しており，切替等により機能喪失後の速やかな運転の再開を可能と

する。また，排気フィルタユニット出入口の放射性物質濃度測定器については，２台の

連続運転とし，１台故障時においても放射性物質濃度を計測可能とする。 

 

4.2 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能について 

4.2.1 排気フィルタによる低減効果 

大型カバー内から排気フィルタユニットを通じて大気へ放出される放射性物質は，プ

レフィルタ／高性能粒子フィルタ（効率 97% (粒径 0.3μm)以上）により低減される。 
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セシウムの使用済燃料プールから大気への移行割合は，1×10-3～1×10-5％程度であり，

１号機から放出される放射性物質は小さいと評価されている。（Ⅱ.2.3使用済燃料プー

ル設備参照） 

表 4-2に 1号機原子炉建屋オペレーティングフロア上で測定された放射性物質濃度を

示す。仮に，大型カバー内が表 4-2に示す放射性物質濃度であった場合，排気フィルタ

を通過して大気へ放出される放射性物質濃度は表 4-3の通りとなる。 

 

表 4-2 １号機原子炉建屋オペレーティングフロア上の放射性物質濃度（Bq/cm3） 

核種 
オペレーティングフロア上の濃度 

（平成 27年 12月 7日測定）※ 

Cs-134 約 2.1×10-6 

Cs-137 約 1.1×10-5 

※平成 27年 8月～令和 3年 5月における検出濃度の最大値 

 

Q=C・(1-f) 

Q ：フィルタ通過後の放射性物質濃度（Bq/cm3） 

C ：大型カバー内の放射性物質濃度（Bq/cm3）（表 4-2参照） 

f ：フィルタ効率（プレフィルタ／高性能粒子フィルタ 97%） 

 

表 4-3 フィルタ通過後の放射性物質濃度 

核種 濃度（Bq/cm3） 

Cs-134 約 6.4×10-8 

Cs-137 約 3.3×10-7 

 

以上の結果，表 4-2 及び表 4-3 より，フィルタ通過後の放射性物質濃度は約 1/30 と

なる。 

 

4.2.2 敷地境界線量 

4.2.2.1 評価条件 

(1) 大型カバー内が，表 4-2に示す１号機オペレーティングフロア上の放射性物質濃度で

あった場合に排気フィルタユニットを介して大気に放出されるものと仮定する。 

(2) 減衰は考慮しない（地表沈着を除く）。 

(3) 地上放出と仮定する。 

(4) 大型カバーの供用期間である 8年間（想定）に放出される放射性物質が地表に沈着し

蓄積した時点のγ線に起因する実効線量と仮定し評価する。 
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(5) 大気拡散の評価に用いる気象条件は，福島第一原子力発電所原子炉設置変更許可申請

書で採用したものと同じ気象データを使用する。 

 

4.2.2.2 評価方法 

大型カバー排気フィルタユニットから放出される放射性物質による一般公衆の実効

線量は，以下の被ばく経路について年間実効線量(mSv/年)を評価する。 

(1) 放射性雲からのγ線に起因する実効線量  

(2) 吸入摂取による実効線量 

(3) 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

 

4.2.2.3 放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

放射性物質のγ線に起因する実効線量については，「発電用軽水型原子炉施設周辺の

線量目標値に対する評価指針」の放射性雲からのγ線による実効線量の評価の評価式を

用いて評価する。 

(1) 計算地点における空気カーマ率の計算 

 計算地点（ x， y， 0）における空気カーマ率は，次式により計算する。 

 

dzdydx)z,y,xχ(B(μr)
r4π

rμ
μEKD ''''''

2en1
e




   
 




0 0
 ・・・ 4-1 

ここで，  D ：計算地点(x，y，0)における空気カーマ率（μGy/y） 

K1 ：空気カーマ率への換算係数（4.46×10-4
hBqMeV

μGymdis 3




） 

E ：γ線の実効エネルギ（0.5MeV/dis）  

μen ：空気に対するγ線の線エネルギ吸収係数（m-1）  

μ ：空気に対するγ線の線減衰係数（m-1）  

r ：放射性雲中の点 )z,y,x( ''' から計算地点（x，y，0）までの距離（m） 

B(μr) ：空気に対するγ線の再生係数 

γ(μr)β(μr)α(μr)1B(μr) 32   

 ただし，μen，μ，α，β，γについては，0.5MeV のγ線に対する値を用い，以下

のとおりとする。 

     μen=3.84×10-3(m-1)，μ=1.05×10-2(m-1) 

     α=1.000， β=0.4492，γ=0.0038 

)z,y,xχ( '''  ：放射性雲中の点 )z,y,x( ''' における濃度（Bq/m3） 

 なお， )z,y,xχ( ''' は，次式により計算する。 
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ここで，  Q ：放射性物質の放出率（Bq/s） 

U ：放出源高さを代表する風速（m/s） 

H ：放出源の有効高さ（m）  

σy ：濃度分布の y’方向の拡がりのパラメータ（m）  

σZ ：濃度分布の z’方向の拡がりのパラメータ（m）  

 このとき，有効高さと同じ高度（z’= H）の軸上で放射性物質濃度が最も濃くなる。

被ばく評価地点は地上（z’= 0）であるため，地上放散が最も厳しい評価を与えるこ

とになる。 

(2) 実効線量の計算 

 計算地点における年間の実効線量は，計算地点を含む方位及びその隣接方位に向か

う放射性雲のγ線からの空気カーマを合計して，次式により計算する。 

 

)DDD(ffKH 1L1LL0h2γ  
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ここで，  Hγ ：放射性物質のγ線に起因する年間の実効線量（μSv/y） 

K2 ：空気カーマから実効線量への換算係数（0.8μSv/μGy） 

fh ：家屋の遮蔽係数（1.0） 

f0 ：居住係数（1.0） 

)DDD( 1L1LL    ：計算地点を含む方位(L)及びその隣接方位に向かう放射性雲によ

る年間平均のγ線による空気カーマ(μGy/y)。これらは 4-1式か

ら得られる空気カーマ率 Dを放出モード，大気安定度別風向分布

及び風速分布を考慮して年間について積算して求める。 

 

4.2.2.4 吸入摂取による実効線量 

吸入摂取による実効線量については，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に

対する評価指針」の吸入摂取による実効線量の評価の評価式を用いて評価する。 

(1) 放射性物質の年平均地表空気中濃度の計算 

 計算地点における年平均地表空気中濃度χは，4-2 式を用い，隣接方位からの寄与

も考慮して，次式により計算する。 
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ここで，   j ：大気安定度（A～F） 
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L ：計算地点を含む方位 

(2) 線量の計算 

 放射性物質の呼吸による実効線量は，次式により計算する。 
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ここで，  HI ：吸入摂取による年間の実効線量（μSv/y） 

365 ：年間日数への換算係数（d/y） 

KIi ：核種 iの吸入摂取による成人実効線量換算係数（μSv/Bq） 

AIi ：核種 iの吸入による摂取率（Bq/d） 

Ma ：人間の呼吸率（m3/d） 

   （成人の 1日平均の呼吸率：22.2m3/dを使用） 

χ i  ：核種 iの年平均地表空気中濃度（Bq/m3）  

 

表 4-4 吸入摂取による成人の実効線量換算係数（μSv/Bq） 

核種 Cs-134 Cs-137 

KIi 2.0×10-2 3.9×10-2 

 

4.2.2.5 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量については，「発電用軽水

型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」の地面に沈着した放

射性物質濃度を計算し，放射性物質濃度からの実効線量への換算係数を用いて評価す

る。 

(1) 放射性物質の年平均地上空気中濃度の計算 

 計算地点における年平均地上空気中濃度χは，4-4式により計算する。 

(2) 線量の計算 

 地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量は，次式により計算する。 
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ここで，  HG ：地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する 

年間の実効線量（μSv/y） 
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KGi ：核種 iの地表沈着による外部被ばく線量換算係数(
mBq

yμSv
2
) 

SOi ：核種 iの地表濃度（Bq/m2）  

χ i  ：核種 iの年平均地表空気中濃度（Bq/m3）  

Vg ：沈着速度（0.01m/s） 

λi ：核種 iの物理的減衰係数（s-1） 

To ：放射性物質の放出期間（s）（大型カバー供用期間の 8年を想定） 

f1 ：沈着した放射性物質のうち残存する割合（保守的に 1を用いる） 

 

表 4-5 放射性物質濃度から実効線量への換算係数（(Sv/s)/(Bq/m2)） 

核種 Cs-134 Cs-137 

KGi 1.5×10-15 5.8×10-16 

 

4.2.2.6 評価結果 

表 4-3に示す濃度の放射性物質の放出が燃料取り出し用カバーの供用期間である 8年

間（想定）続くと仮定して算出した結果，年間被ばく線量は敷地境界で約 0.0009mSv／

年であり，法令の線量限度 1mSv／年に比べても十分低いと評価される。（表 4-6参照） 

また，「Ⅲ.3.2放射性廃棄物等の管理に関する補足説明」での評価（約 0.03mSv/年）

に比べても低いと評価される。 

 

表 4-6 大型カバー排気フィルタユニットからの 

放射性物質の放出による一般公衆の実効線量（mSv/年） 

評価項目 
合計 

放射性雲 吸入摂取 地表沈着 

約 1.4×10-9 約 1.6×10-7 約 9.0×10-4 約 9.0×10-4 
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【大型カバー】 

・ 作業環境整備区画を構成・支持する架構及び附属設備を指す。 

・ 大型カバーのうち，作業環境整備区画は外装材等により区画し，換気対象範囲と

する。 

 

図 4-1 大型カバー概略図 

平面図 

断面図（東西方向） 断面図（南北方向） 

原子炉建屋 原子炉建屋 

原子炉建屋 
作業環境整備区画 

凡例 

西 東 北 南 
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図 4-2 大型カバー換気設備概略構成図 

 

 

図 4-3 大型カバー換気設備配置図 
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図 4-4 大型カバー換気設備系統図

ドラフト 

GD ：逆流防止ダンパ 

VD ：風量調整ダンパ 

：フィルタ差圧計 

凡例 

：放射性物質濃度測定器 

：フィルタ線量計 RE 

DP 
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※令和 3 年 8 月時点 

 

図 4-5 大型カバー換気設備電源系統図 
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5. 別添 

別添－１ ４号機燃料取り出し用カバー換気設備に係る確認事項 

別添－２ ３号機燃料取り出し用カバー換気設備に係る確認事項 

別添－３ １号機大型カバー換気設備に係る確認事項 
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添付資料－３－１ 別添－１ 

 

４号機燃料取り出し用カバー換気設備に係る確認事項 

 

 ４号機燃料取り出し用カバー換気設備に係る主要な確認事項を表－１に示す。 

 

表－１ ４号機燃料取り出し用カバー換気設備に係る確認事項 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

放出抑制 

機能確認 

風量確認 
送風機・排風機の換気風量を確

認する。 

送風機・排風機が１台当たり 

25,000m3/h以上であること。 

送風機・排風機が定格運転（２

台運転１台予備）において，

50,000m3/h以上であること。 

フィルタ 

性能確認 

フィルタの放射性物質の除去効

率を確認する。 

放射性物質の除去効率が 97%以

上であること。 

構造確認 据付確認 
放射性物質濃度の測定箇所を確

認する。 

放射性物質濃度測定箇所が実施

計画通りであること。 

監視 機能確認 
監視機能 

確認 

監視設備により運転状態等が監

視できることを確認する。 

送風機・排風機の運転状態，放

射性物質濃度が免震重要棟内の

モニタに表示され監視可能であ

ること。 
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添付資料－３－１ 別添－２ 

 

３号機燃料取り出し用カバー換気設備に係る確認事項 

 

 ３号機燃料取り出し用カバー換気設備に係る主要な確認事項を表－１に示す。 

 

表－１ ３号機燃料取り出し用カバー換気設備に係る確認事項 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

放出抑制 

機能確認 

風量確認 排風機の出口風量を確認する。 
排風機が１台当たり 

30,000m3/h以上であること。 

フィルタ 

性能確認 

フィルタの放射性物質の除去効

率を確認する。 

放射性物質の除去効率が 97%以

上であること。 

構造確認 据付確認 
放射性物質濃度の測定箇所を確

認する。 

放射性物質濃度測定箇所が実施

計画通りであること。 

監視 機能確認 
監視機能 

確認 

監視設備により運転状態等が監

視できることを確認する。 

排風機の運転状態，放射性物質

濃度が免震重要棟内のモニタに

表示され監視可能であること。 

設定値において警報及び表示灯

が作動することを確認する。 

許容範囲以内で警報及び表示灯

が作動すること。 

標準線源を用いて検出器性能を

確認する。 

計数効率が規定値以上であるこ

と。 

放射性物質濃度が現場と免震重

要棟に表示されることを確認す

る。 

各指示値が許容値範囲以内に入

っていること。 
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添付資料－３－１ 別添－３ 

 

１号機大型カバー換気設備に係る確認事項 

 

 １号機大型カバー換気設備に係る主要な確認事項を表－１に示す。 

 

表－１ １号機大型カバー換気設備に係る確認事項 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

放出抑制 

機能確認 

風量確認 排風機の出口風量を確認する。 
排風機が１台当たり 

30,000m3/h以上であること。 

フィルタ 

性能確認 

フィルタの放射性物質の除去効

率を確認する。 

放射性物質の除去効率が 97%以

上であること。 

構造確認 据付確認 
放射性物質濃度の測定箇所を確

認する。 

放射性物質濃度測定箇所が実施

計画通りであること。 

監視 機能確認 
監視機能 

確認 

監視設備により運転状態等が監

視できることを確認する。 

排風機の運転状態，放射性物質

濃度が免震重要棟内のモニタに

表示され監視可能であること。 

設定値において警報及び表示灯

が作動することを確認する。 

許容範囲以内で警報及び表示灯

が作動すること。 

標準線源を用いて検出器性能を

確認する。 

計数効率が規定値以上であるこ

と。 

放射性物質濃度が現場と免震重

要棟に表示されることを確認す

る。 

各指示値が許容値範囲以内に入

っていること。 
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福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋カバー解体について 

 

1. 適用範囲 

本書は，第 1号機原子炉建屋カバー解体に伴う影響評価，大型カバーの換気設備運転以前の

放射性物質濃度の監視方法について記載するものである。 

 

2. 福島第一原子力発電所第 1号機原子炉建屋からの燃料取り出し目標 

東京電力（株）福島第一原子力発電所1～4号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ（東

京電力福島第一原子力発電所廃炉対策推進会議）を2013年6月27日に改訂した。 

今回の改訂では，号機毎の状況を踏まえたスケジュールを検討するとともに，現場の状況に

応じて柔軟に対応できるよう複数のプランを号機毎に示している。このうち，１号機の使用済

燃料プールからの燃料取り出しは，2017年度前半～同後半の開始を目標としている。 

さらに，「特定原子力施設に係る実施計画作成に対する基本方針」において，至近の課題解決

として「使用済燃料の使用済燃料プールからの早期取り出し」を最優先事項のひとつに位置づ

けている。 

 

3. 使用済燃料プールからの燃料取り出しの作業ステップ 

現在検討中の使用済燃料プールからの燃料取り出しの作業ステップは以下の通りである。 

① 原子炉建屋カバー(以下 建屋カバー)の排気設備停止・撤去 

② 既存の放射性物質濃度測定器の移設 

③ 建屋カバー解体 

④ オペレーティングフロア上のガレキ撤去・除染・遮へい 

⑤ 燃料取扱設備等の設置，建屋カバー改造・復旧※ 

⑥ 燃料取り出し開始 

また，先行号機の工事実績を踏まえ,建屋カバーの排気設備停止からプール燃料取り出し開始

までには 4年程度を要すると想定している。建屋カバー解体工程表については表 1に示す。 

 

※ 燃料取り出し計画は，複数のプラン(建屋カバー改造・復旧，上部コンテナ，燃料取り出し用カバー)の中から，2014年

度上半期に決定する。 

 

 

添付資料－７ 
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4. 建屋カバー解体に伴う影響評価 

 建屋カバーは2011年10月に原子炉建屋上部からの放射性物質の飛散抑制を目的に設置した。

その後，原子炉の安定冷却の継続により放射性物質の発生量は減少している。 

燃料取り出しに向け建屋カバーを解体した場合，放射性物質を含む水蒸気の蒸散やガレキ・

粉塵の飛散が懸念されるため，放射性物質の放出量について評価を行った結果，敷地境界にお

ける被ばく評価への影響は少ないと評価している。(詳細は，別添１参照。) 

 

なお，建屋カバーを覆う大規模構造物を構築した後，その中で建屋カバーの解体とオペレー

ティングフロア上のガレキ撤去を進める方法も考えられるが，この方法の場合には，建屋カバ

ーの解体により放射性物質の放出量が増加する可能性は低いものの，以下の課題がある。 

① 大規模構造物の設置により燃料取り出し開始時期が，燃料取り出し開始目標よりも 5 年以

上の後ろ倒しとなる。 

② 使用済燃料プールへのガレキ落下リスクが長期化する。 

③ 建屋カバーを覆う大規模構造物の高さが 90ｍ程度となるため，耐震性の確保や高線量下で

の作業などの技術面，施工面での課題がある。 

 

以上より，敷地境界・敷地外に与える影響が少ないこと，燃料取り出しに早期に着手できる

こと，速やかな燃料の取り出し完了につながることから，建屋カバーを解体し，オペレーティ

ングフロア上のガレキ撤去を進めることとする。また，建屋カバーの解体に伴う放出量を抑制

するため，開口部の閉鎖など十分な放出抑制対策を実施する。 

 

5. 建屋カバー排気設備停止に伴う滞留水素の評価 

建屋カバー排気設備停止から建屋カバー解体までの間は，排気機能がなく, 建屋カバー内

に水素が滞留する可能性があると考えられるため水素の影響について評価した。 

「第Ⅱ編 2.2 原子炉格納容器内窒素封入設備」において，第１号機原子炉格納容器内での

水素発生量が評価されている。保守的に原子炉格納容器内で発生した水素の全量が建屋カバ

ー内に放出されたものとして評価した結果，建屋カバー内の水素濃度が可燃限界濃度に達す

るまでの期間は約 2 年と評価される。建屋カバー解体着手は，建屋カバー排気設備停止の約

3～5ヶ月後と想定しているため，水素濃度が可燃限界濃度に達することをないと評価される。

このため，この期間中の水素濃度測定は必要ないと考える。なお，建屋カバー運用開始以降，

排気設備に設置されている水素濃度計にて水素は検出されていない。 
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水素の影響についての評価を以下の条件で評価した。 

水素発生量：0.1(m3/h) 

建屋カバー内容積：約 45,000(m3) 

可燃限界濃度 4%となるために必要な水素量 

約 45,000×0.04＝約 1,800(m3) 

水素が約 1,800m3発生する時間 

約 1,800/0.1/24＝約 750(日) ⇒ 約 2年 

 

6. 建屋カバーの排気設備停止以降の放射性物質濃度の監視 

6.1 設備構成 

排気設備停止以降においてもオペレーティングフロア付近の放射性物質濃度を測定・監視

するため，既存の放射性物質濃度測定器を移設する。排気設備停止から建屋カバー解体まで

の監視設備構成を図 1に，建屋カバー解体以降の監視設備構成を図 2 に，設備仕様を表 2に

示す。 

 

6.2 運転管理および保守管理 

(1)運転管理 

放射性物質濃度測定器は，現場制御盤及び免震重要棟に表示され，異常を検知した場合

には警報を発するシステムとなっている。 

 

(2)保守管理 

放射性物質濃度測定器については安全上重要な設備ではなく，運転継続性の要求が高く

ない。保守作業に伴う被ばくを極力低減する観点から，異常の兆候が確認された場合に対

応する。 

 

7.放射性固体廃棄物等の管理 

撤去したオペレーティングフロア上のガレキは，先行号機と同様に一時保管エリアにて保管

する。（「第Ⅲ編 3補足事項 2.1.1 放射性固体廃棄物等の管理」参照） 
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図 1 排気設備停止から建屋カバー解体までの監視設備概略構成図 

 

  

図 2 建屋カバー解体以降の監視設備概略構成図 
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表 1 建屋カバー解体工程表 

 2013年度 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 
１Q ２Q ３Q ４Q 

排気設備 

停止・撤去 

        

既存の放射性物

質濃度測定器の

移設 

        

建屋周辺 

整備等 

        

建屋カバーの

解体 

        

燃料取り出し計画は検討中のため，以下 参考工程 

ガレキ 

撤去等 

        

カバー改造・

復旧等 

        

※ 既存の放射性濃度測定器の移設期間は，オペレーティングフロア上部の放射性物質濃度の連続監視はできないが， 

定期的及び必要な都度ダストサンプラで採集し，放射性物質濃度を測定・評価する。 

 

 

表 2 設備仕様 

設 備 名 仕  様 

放射性物質濃度測定器 

検出器種類：シンチレーション検出器 

計測範囲 ：100～104s-1 

台数   ：4台 

 

8.別添 

 別添－1 第１号機原子炉建屋カバー解体後の放射性物質の放出量評価 

 

 

 

 

※ 
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第１号機原子炉建屋カバー解体後の放射性物質の放出量評価 

 

1. 放出量評価方法の考え方 

建屋カバー解体後は，燃料取り出し用カバー設置に向け工事中の第３号機と同様の放出

箇所となることから，原子炉直上部・機器ハッチ開口部・原子炉格納容器ガス管理設備の

各放出箇所において放出量評価を行った。 

本評価は，建屋カバーが掛かっていない状態での評価となるため，建屋カバー解体工事

の事前調査として屋根パネルを一時的に取り外し，採取した平成 26 年 11 月のダスト濃度

を評価に適用した。 

また，平成 26 年 6 月に機器ハッチ開口部の放出抑制対策として設置したバルーンにつ

いては，ガレキ等によりずれが生じるリスク，ずれ発生後の再設置に伴う作業員の被ばく

リスク等を排除する観点から撤去するとともに，非常用扉や大物搬入口横扉については，

実態にあわせた開口面積を評価に適用した。 

 

2. 放出量評価 

原子炉直上部・機器ハッチ開口部・原子炉格納容器ガス管理設備の各放出箇所において，

下記の通りの評価を行った。 

① 原子炉直上部 

原子炉直上部からの放出量 

＝原子炉直上部のダスト濃度（Cs-134+Cs-137）× 流量 

＝1.6×10-5Bq/cm3 × 2.5×102 m3/h × 106 cm3 /m3 

＝約 4.1×103 Bq/h ＝約 4.1×10-5 億 Bq/h 

 

※計算に引用した数値 

・原子炉直上部のダスト濃度 

評価には，原子炉直上部のダスト濃度が必要であるが，現状，建屋カバーが設

置されており，測定が不可能である。 

このため，建屋カバー解体工事の事前調査として屋根パネルを一時的に取り外

し，採取した平成 26 年 11 月のダスト濃度（1.6×10-5Bq/cm3）を適用した。 

・流量 

建屋カバー解体工事の事前調査として屋根パネルを一時的に取り外した平成

26 年 11 月における第１号機の蒸気発生量 2.5×102 m3/h（平成 26 年 11 月 1 日

現在）を流量として適用した。 

添付資料－７ 別添－１ 
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② 機器ハッチ開口部 

機器ハッチに関しては，外部の風によって流量の変動幅が大きいため，変動幅を

考慮して評価を行った。 

 

機器ハッチ開口部からの放出量（最大） 

＝機器ハッチ開口部のダスト濃度（Cs-134+Cs-137）× 流量 

＝2.4×10-6 Bq/cm3 × 1.1×104 m3/h × 106 cm3 /m3 

＝約 2.6×104 Bq/h  ＝約 2.6×10-4 億 Bq/h 

 

機器ハッチ開口部からの放出量（最小） 

＝機器ハッチ開口部のダスト濃度（Cs-134+Cs-137）× 流量 

＝2.4×10-6 Bq/cm3 × 1.5×103 m3/h × 106 cm3 /m3 

＝約 3.6×103 Bq/h  ＝約 3.6×10-5 億 Bq/h 

 

 

※計算に引用した数値 

・機器ハッチ開口部のダスト濃度 

建屋カバー解体工事の事前調査として屋根パネルを一時的に取り外し，採取し

た平成 26 年 11 月のダスト濃度（2.4×10-6Bq/cm3）を適用した。 

 

・流量 

外部の風による運動エネルギーにより建物風上側と風下側に圧力差が発生し，

圧力差により建屋開口部から空気の流出入が発生する。この圧力差による建屋開

口部からの流出入量をベルヌーイの定理を用いて流量を評価した。各前提につい

ては，以下の通り。 

機器ハッチの開口部の前提 

機器ハッチの開口部面積を 0％，二重扉を 80%※，非常用扉を 100%及び大物

搬入口横扉を 50%※縮小した場合を想定。 

※開口部を貫通している配管，ケーブル等による閉止不可範囲（想定）を除いた面積 

 

風速 

昭和 54 年 4 月から昭和 55 年 3 月までの１年間における福島第一原子力発電
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所の露場の平均風速（3.1m/s）を適用した。（原子炉設置変更許可申請書添付

書類 6） 

 

上記の風速を入力条件として 16 方位毎に機器ハッチ開口部からの流量を評価

し，最大と最小の流量をそれぞれ以下の通り評価した。 

最大の場合の流量は，約 11,000m3/h。 

最小の場合の流量は，約 1,500m3/h。 

 

③ 原子炉格納容器ガス管理設備 

原子炉格納容器ガス管理設備からの放出量 

＝原子炉格納容器ガス管理設備出口のダスト濃度（Cs-134+Cs-137）× 流量 

＝4.4×10-6 Bq/cm3 × 2.1×101 m3/h × 106 cm3 /m3 

＝約 9.2×101Bq/h ＝約 9.2×10-7 億 Bq/h 

 

※計算に引用した数値 

原子炉格納容器ガス管理設備出口のダスト濃度・流量については，平成 26 年 11

月の値を適用した。 

 

上記３箇所の放出箇所からの放出量の評価を受けて，建屋カバー解体後の１号機からの

放出量合計値は以下の通り。 

 

建屋カバー解体後の放出量評価（最大） 

=約 4.1×10-5 億 Bq/h  + 約 2.6×10-4 億 Bq/h  + 約 9.2×10-7 億 Bq/h 

=約 0.00031 億 Bq/h =約 0.0004 億 Bq/h 

 

建屋カバー解体後の放出量評価（最小） 

=約 4.1×10-5億 Bq/h  + 約 3.6×10-5 億 Bq/h  + 約 9.2×10-7 億 Bq/h 

=約 0.000078 億 Bq/h =約 0.00008 億 Bq/h 

 

よって，建屋カバー解体後の放出量評価は，約 0.00008～0.0004 億 Bq/h 

なお，建屋カバーが設置されている状態の１号機の平成 26 年度平均の放出量は，約

0.007 億 Bq/h である。このため，建屋カバー解体によって放出量に大きな変動を与える

ものではない。 
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3. 被ばく評価 

以下の計算条件で，建屋カバーが解体された場合の放出量による被ばく評価を行った。 

 

①気象条件 

被ばく評価に用いる気象条件は，昭和 54 年 4 月から昭和 55 年 3 月までの１年間

における風向，風速，日射量，放射収支量の観測データを統計処理して用い，統計

処理は「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づいて行った。 

 

②実効線量の計算方法 

放射性セシウムによる実効線量の計算は，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目

標値に対する評価指針」及び「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公

衆の線量評価」を準用する。 

外部被ばく及び吸入摂取による実効線量は，原子炉施設周辺でそれぞれ最大の被

ばくを与える地点に居住する人を対象とし，外部被ばくについては放射性雲からの

γ線による実効線量と地表に沈着した放射性物質からのγ線による実効線量を考慮

する。 

具体的な計算方法等については，Ⅲ第 3 編（保安に係る補足事項）2.2 線量評価

に準じる。 

 

③計算地点 

計算地点は，１．２号機共用排気筒を中心として 16 方位に分割した陸側 9 方位

の敷地境界外について行う。 

 

上記の評価方法で，評価した結果は，以下の通り。 

敷地境界における被ばく量は年間約 0.00002～0.00008ｍSv 
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4. 評価 

第１号機建屋カバー解体後の放出量評価は，約 0.00008～0.0004 億 Bq/h であり，建屋

カバー解体によって放出量に大きな変動を与えるものではない。これによる敷地境界にお

ける被ばく量は，年間約 0.00002～0.00008mSv となる。 

建屋カバー解体前の第１～４号機における気体廃棄物の推定放出量は，平成 26 年度平

均で合計約 0.1 億 Bq/ｈである。敷地境界における被ばく線量は，最大で年間約 0.03mSv

と評価している。 

建屋カバー解体前の第１～４号機における気体廃棄物の推定放出量と第１号機建屋カバ

ー解体後の第１～４号機における推定放出量を比較すると，同等であることを確認した。

（下表参照） 

なお，放射性気体廃棄物の管理については，Ⅲ第 3 編（保安に係る補足事項）2.1.3 放射

性気体廃棄物等の管理に準じる。 

 

放出量 

［単位：億 Bq/h］ 
第１号機カバー解体前 

第１号機カバー解体後 

（評価値） 

第 1 号機 約 0.007※1 
約 0.00008～0.0004 

（0.000078～0.00031）※2 

第 2 号機 約 0.002※1 

第 3 号機 約 0.0004※1 

第 4 号機 0.0009※1 

合計 
約 0.1 

（0.011）※1 

約 0.1 

（0.0039～0.0041）※2,3 

敷地境界線量 

［単位：mSv/y］ 
約 0.03 約 0.03 

 

※1 第 1・2・3・4 号機の放出量については，平成 26 年度の平均値を用いている。 

※2 評価値 

※3 四捨五入の都合上，合計が一致しない 
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2.15 放射線管理関係設備等 

2.15.1 基本設計 

2.15.1.1 設置の目的 

福島第一原子力発電所１～４号機から環境に放出される気体廃棄物を抑制するために設

けられた設備の健全性を把握すること，ならびに当該設備を経由して放出される放射性物

質の放出量を把握することを目的とする。また，万が一，安全に関する機能が一時的に喪

失した場合でも，一般公衆ならびに放射線業務従事者を放射線から防護するため，周辺環

境における放射線量率等の状況を把握することを目的とする。 

 

2.15.1.2 要求される機能 

福島第一原子力発電所１～４号機から放出される気体廃棄物中の放射性物質，ならびに周

辺監視区域周辺の空間放射線量率を監視できること。 

 

2.15.1.3 設計方針 

(1) １～４号機から放出される気体廃棄物の監視設備 

原子炉格納容器ガス管理設備，原子炉建屋カバー換気設備，原子炉建屋換気設備のダスト

放射線モニタにより，建屋から放出される気体廃棄物中の放射性物質の濃度を監視できる

設計とする。  

 

(2) 周辺監視区域周辺の監視設備 

モニタリングポストは，１～６号機の他，附帯設備を含めた発電所全体からの影響を把握

するため，周辺監視区域境界付近８箇所の空間放射線量率を監視できる設計とする。 

 

(3) 供用期間中に確認する項目 

福島第一原子力発電所１～４号機から放出される気体廃棄物中の放射性物質，ならびに周

辺監視区域周辺の空間放射線量率を適切に監視できること。 

 

2.15.1.4 主要な機器 

a. ダスト放射線モニタ 

ダスト放射線モニタは，２チャンネル設置し，免震重要棟において遠隔監視ならびに

記録可能な設備とする。 

 

b. モニタリングポスト 

モニタリングポストは，周辺監視区域境界付近８箇所に設置し，空間放射線量率を連

続的に測定可能な設備とし，免震重要棟において遠隔監視ならびに記録可能な設備とす

る。 
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2.15.1.5 設計上の考慮すべき事項 

ダスト放射線モニタ，モニタリングポストならびに２号機原子炉建屋排気設備は，『特

定原子力施設への指定に際し東京電力株式会社福島第一原子力発電所に対して求める

措置を講ずべき事項について』に示される“１４．設計上の考慮”を踏まえた設計とす

ることを基本方針として，特に次の事項に考慮する。 

(1) 準拠規格及び基準 

一般的な放射線計測器や一般構造物と同様の構造強度を有する設計とし，耐震性について

も一般構造物と同等なものとして設計する。 

 

(2) 自然現象に対する設計上の考慮 

仮設防潮堤を設置したことでアウターライズ津波の影響がないと想定される 1～4 号機の

標高以上のエリアに設置する。（Ⅲ.3.1.3 参照） 

 

(3) 信頼性に対する設計上の考慮 

ダスト放射線モニタならびに２号機原子炉建屋排気設備においては，所内高圧母線からの

受電の他，外部電源喪失の場合に備えて，非常用所内電源からも受電できる構成とする。 

モニタリングポストにおいては，異なる２系統の所内高圧母線から受電できる構成とし，

外部電源喪失の場合に備えて，非常用所内電源ならびに蓄電池から受電できる構成とする。 

 

2.15.2 基本仕様 

2.15.2.1 主要仕様 

(1)１号機 

ダスト放射線モニタ（大型カバー換気設備出口） 

検出器の種類   シンチレーション検出器 

計測範囲     100～104 s-1 

チャンネル数   2 

 

ダスト放射線モニタ（原子炉格納容器ガス管理設備出口） 

検出器の種類   シンチレーション検出器 

計測範囲     10-1～106 s-1 

チャンネル数   2 

 

(2)２号機 

ダスト放射線モニタ（原子炉建屋排気設備出口） 

検出器の種類   シンチレーション検出器 

計測範囲     100～104 s-1 
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チャンネル数   2 

 

ダスト放射線モニタ（原子炉格納容器ガス管理設備出口） 

検出器の種類   シンチレーション検出器 

計測範囲     10-1～105 s-1 

チャンネル数   2 

 

(3)３号機 

ダスト放射線モニタ（原子炉格納容器ガス管理設備出口） 

検出器の種類   シンチレーション検出器 

計測範囲     10-1～105 s-1 

チャンネル数   2 

 

ダスト放射線モニタ（燃料取り出し用カバー換気設備出口） 

検出器の種類   シンチレーション検出器 

計測範囲     10-1～105 s-1 

チャンネル数   2 

 

(4)４号機 

ダスト放射線モニタ（燃料取り出し用カバー換気設備出口） 

検出器の種類   シンチレーション検出器 

計測範囲     100～104 s-1 

チャンネル数   2 

 

(5)モニタリングポスト 

検出器の種類  電離箱検出器 

測定範囲    10～108 nGy/h 

台数      8 

 

(6)エリア放射線モニタ 

エリア放射線モニタについては，以下の各章に記載している。 

・ Ⅱ.2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備 

・ Ⅱ.2.12 使用済燃料共用プール設備 

・ Ⅱ.2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 

・ Ⅱ.2.34 ５・６号機 計測制御設備 
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(7)換気設備 

a. ２号機原子炉建屋換気設備 

台 数      ２台（※） 

容 量      10000ｍ３/h（1台当たり） 

フィルタ形式   高性能粒子フィルタ 

フィルタ効率   97%（粒径 0.3μm）以上 

※本設備は，作業環境改善の目的で設置されている設備であり，常時運転の必要性

がある設備ではない。 

 

b. その他換気設備 

その他換気設備については，以下の各章に記載している。 

・ １号機大型カバー換気設備（Ⅱ.2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出

し設備） 

・ ３号機燃料取り出し用カバー換気設備（Ⅱ.2.11 使用済燃料プールからの

燃料取り出し設備） 

・ ４号機燃料取り出し用カバー換気設備（Ⅱ.2.11 使用済燃料プールからの

燃料取り出し設備） 

・ 原子炉格納容器ガス管理設備（Ⅱ.2.8 原子炉格納容器ガス管理設備） 

・ 雑固体廃棄物焼却設備（Ⅱ.2.17 放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連

施設（雑固体廃棄物焼却設備）） 

 

2.15.3 添付資料 

添付資料―１ ダスト放射線モニタ系統概略図 

添付資料―２ モニタリングポストの配置図 
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原子炉格納容器ガス管理設備より 

ガス 
放射線 
モニタ 

 

ガス 
放射線 
モニタ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

原子炉格納容器ガス管理設備へ 

図２.１５－２ １号機 ダスト放射線モニタ，ガス放射線モニタ検出器 系統概略図 

（原子炉格納容器ガス管理設備出口） 

図２．１５－１ １号機 ダスト放射線モニタ検出器 系統概略図 

（大型カバー換気設備出口） 

ダスト放射線モニタ系統概略図 

１号機 

大型カバー換気設備へ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

１号機 

大型カバー換気設備より 
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原子炉格納容器ガス管理設備へ 原子炉格納容器ガス管理設備より 

ガス 
放射線 
モニタ 

 

ガス 
放射線 
モニタ 

 

ダスト 
放射線 
モニタ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

図２．１５－４ ２号機 ダスト放射線モニタ，ガス放射線モニタ検出器 系統概略図 

（原子炉格納容器ガス管理設備出口） 

２号機 

原子炉建屋排気設備へ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

図２．１５－３ ２号機 ダスト放射線モニタ検出器 系統概略図 

（原子炉建屋排気設備出口） 

２号機 

原子炉建屋排気設備より 
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原子炉格納容器ガス管理設備へ 原子炉格納容器ガス管理設備より 

ガス 
放射線 
モニタ 

 

ガス 
放射線 
モニタ 

 

ダスト 
放射線 
モニタ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

図２．１５－５ ３号機 ダスト放射線モニタ，ガス放射線モニタ検出器 系統概略図 

（原子炉格納容器ガス管理設備出口） 

３号機原子炉建屋 

カバー換気設備へ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

３号機原子炉建屋 

カバー換気設備より 

図２．１５－６ ３号機 ダスト放射線モニタ検出器 系統概略図 

（燃料取り出し用カバー換気設備出口） 



 

 

 Ⅱ-2-15-添 1-4 

 

４号機原子炉建屋 

カバー換気設備へ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

ダスト 
放射線 
モニタ 

４号機原子炉建屋 

カバー換気設備より 

図２．１５－７ ４号機 ダスト放射線モニタ検出器 系統概略図 

（燃料取り出し用カバー換気設備出口） 



 

 

 

 

 

 

 

第１編 

 
（１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置） 
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（気体廃棄物の管理） 

第４２条 

気体廃棄物の放出管理について，次の事項を実施する。 

（１）分析評価ＧＭは，表４２－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，

その結果を放出・環境モニタリングＧＭに通知する。 

（２）放出・環境モニタリングＧＭは，表４２－１の放出箇所から放出された粒子状の放

射性物質の敷地境界における空気中の濃度の３ヶ月平均値が，法令に定める周辺監視

区域外における空気中の濃度限度を下回ることを確認する。 

（３）放出・環境モニタリングＧＭは，表４２－１の放出箇所から放出された粒子状の放

射性物質の放出量が，放出管理の目標値を下回ることを確認する。 

（４）当直長は，表４２－２の放出箇所から放射性物質を含む空気を放出する場合は，ダ

スト放射線モニタ及びガス放射線モニタを監視する。 

（５）分析評価ＧＭは，表４２－３に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，

その結果を放出・環境モニタリングＧＭに通知する。 

（６）放出・環境モニタリングＧＭは，表４２－３の放出箇所において，粒子状の放射性

物質濃度に有意な上昇傾向が無いことを確認する。 
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表４２－１ 

放出箇所 測定項目 計測器種類 測定頻度 

１号炉原子炉建屋 

上部 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1 ヶ月に１回 

１号大型カバー 

換気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1 ヶ月に１回 

１号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1 ヶ月に１回 

２号炉原子炉建屋 

排気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1 ヶ月に１回 

２号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1 ヶ月に１回 

３号炉原子炉建屋 

上部 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1 ヶ月に１回 

３号炉燃料取出し用 

カバー排気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1 ヶ月に１回 

３号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1 ヶ月に１回 

４号炉燃料取出し用 

カバー排気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1 ヶ月に 1回 
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表４２－２ 

放出箇所 監視項目 計測器種類 監視頻度 

１号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 ダスト放射線モニタ 
常時 

希ガス ガス放射線モニタ 

１号大型カバー 

換気設備出口 
粒子状物質 ダスト放射線モニタ 常時 

２号炉原子炉建屋 

排気設備出口 
粒子状物質 ダスト放射線モニタ 常時 

２号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 ダスト放射線モニタ 
常時 

希ガス ガス放射線モニタ 

３号炉燃料取出し用 

カバー排気設備出口 
粒子状物質 ダスト放射線モニタ 常時 

３号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 ダスト放射線モニタ 
常時 

希ガス ガス放射線モニタ 

４号炉燃料取出し用 

カバー排気設備出口 
粒子状物質 ダスト放射線モニタ 常時 

 

表４２－３ 

放出箇所 測定項目 計測器種類 測定頻度 

建屋内地上部開口部 粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

１ヶ月に１回 

造粒固化体貯槽 粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

廃棄物受入時 
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附  則 

 

附則（                    ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

２．第４２条については，１号大型カバー換気設備の運用を開始した時点から適用するこ

ととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和３年７月２７日 原規規発第 2107271 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，３号機原子炉格納容器内取水設備の運用を開始した時点から適用

することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和３年４月６日 原規規発第 2104063 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条，第３８条，第３９条及び第４２条の２については，減容処理設備の運用を開

始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び減容処理建屋の管理区域図面並びに添付２（管理

対象区域図）の全体図及び減容処理建屋の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域

の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和２年９月２９日 原規規発第 2009291 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第６１条については，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備における新設エリアモニタ

の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和２年８月３日 原規規発第 2008037 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図における免震重要棟及び入退域管理棟，添付２（管理

対象区域図）の全体図における免震重要棟及び入退域管理棟並びに免震重要棟及び入退
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域管理棟の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用

することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和２年５月２７日 原規規発第 2005271 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条，第４０条及び第４２条の２については，大型廃棄物保管庫の運用を開始した

時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．添付１（管理区域図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理区域図面並びに添付２（管

理対象区域図）の全体図及び大型廃棄物保管庫の管理対象区域図面の変更は，それぞれ

の区域の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和２年２月１３日 原規規発第 2002134 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条，第３８条，第３９条及び第４２条の２の表４２の２－１における増設焼却炉

建屋排気筒から放出される放射性気体廃棄物の管理については，増設雑固体廃棄物焼却

設備の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

４．添付１（管理区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理区

域図面並びに添付２（管理対象区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却

炉建屋の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用す

ることとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条及び第４２条の２については，油処理装置の運用を開始した時点から適用する

こととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第３条，第５条及び第４２条の２については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運

用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２８年１２月２７日 原規規発第 1612276 号） 
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（施行期日） 

第１条 

２．第４０条の２における水位の監視については，水位計の設置が完了した貯留設備から

順次適用する。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142 号） 

（施行期日） 

 第１条 

２．第１７条第３項及び第４項の１号炉復水貯蔵タンク水については，運用開始時点から

適用する。 
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2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理 

2.1.3.1 概要 

1～4号機については事故の影響により排気筒の監視装置は使用不能である。5，6号機で

は主排気筒放射線モニタにおいて放出を監視している。主な放出源と考えられる 1～4号機

原子炉建屋の上部において空気中放射性物質濃度を測定している。また，敷地内の原子炉

建屋近傍，敷地境界付近で空気中放射性物質濃度の測定を行い，敷地境界付近では告示の

濃度限度を下回ることを確認している。1～3 号機では原子炉格納容器ガス管理設備が稼働

し，格納容器内から窒素封入量と同程度の量の気体を抽出してフィルタにより放出される

放射性物質を低減している。 

 

2.1.3.2 基本方針 

原子炉格納容器ガス管理設備により環境中への放出量を抑制するとともに各建屋におい

て可能かつ適切な箇所において放出監視を行う。また，敷地境界付近で空気中放射性物質

濃度の測定を行い，敷地境界付近において告示に定める周辺監視区域外の空気中の濃度限

度を下回っていることを確認する。 

放射性物質を内包する建屋等については放射性物質の閉じ込め機能を回復することを目

指し，内包する放射性物質のレベルや想定される放出の程度に応じて，放出抑制を図って

いく。実施の検討にあたっては，建屋や設備の損傷状況，作業場所のアクセス方法や線量

率，建屋内の濃度や作業環境，今後の建屋の利用計画等を考慮し，測定データや現場調査

の結果を基に，実現性を判断の上，可能な方策により計画していく。 

今後設置される施設についても，内包する放射性物質のレベル等に応じて必要となる抑

制対策をとるものとする。 

放射性物質の新たな発生，継続した放出の可能性のある建屋等を対象として，可能かつ

適切な箇所において放出監視を行っていく。連続的な監視を行うための測定方法，伝送方

法について，現場状況の確認結果をもとに検討し，換気設備を設ける場合は排気口におい

て放出監視を行う。 

 

2.1.3.3 対象となる放射性廃棄物と管理方法 

各建屋から発生する気体状（粒子状，ガス状）の放射性物質を対象とする。 

(1)発生源 

a.1～3号機原子炉建屋格納容器 

格納容器内の放射性物質を含む気体については，窒素封入量と同程度の量の気体

を抽出して原子炉格納容器ガス管理設備のフィルタで放出される放射性物質を低減

する。 
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b.1～4号機原子炉建屋 

格納容器内の気体について，建屋内へ漏洩したものは原子炉格納容器ガス管理設

備で処理されずに，上部開口部（機器ハッチ）への空気の流れによって放出される。 

建屋内の空気の流れ及び建屋地下部の滞留水の水位低下により，建屋内の壁面，

機器，瓦礫に付着した放射性物質が乾燥により再浮遊し，上部開口部（機器ハッチ）

より放出される可能性がある。滞留水から空気中への放射性物質の直接の放出につ

いては，移行試験の結果から，極めて少ないと考えている。移行試験は，濃度が高

く被ばく線量への寄与も大きい Cs-134，Cs-137に着目し，安定セシウムを用いて溶

液から空気中への移行量を測定した結果，移行率（蒸留水のセシウム濃度／試料水

中のセシウム濃度）が約 1.0×10-4 %と水温に依らず小さいことが判明している。 

    1号機については，オペレーティングフロア上ガレキ撤去時，使用済燃料プール内

ガレキ撤去時及び燃料取り出し作業時における建屋等に付着した放射性物質の舞い

上がりによる大気放出を抑制するため燃料取り出し用カバーを設置し，ガレキ撤去

作業時及び燃料取り出し作業時にカバー内を換気しフィルタにより放射性物質の放

出低減を図る。 

2号機については，ブローアウトパネル開口部が閉止されており建屋内作業環境の

悪化が懸念されるため，原子炉建屋排気設備を設置して建屋内空気の換気を行う。 

3号機については，今後，使用済燃料プールからの燃料取り出し時の放射性物質の

飛散抑制を目的として作業エリアを被うカバーを設置していく計画であり，燃料取

り出し作業時にカバー内を換気しフィルタにより放射性物質の放出低減を図るとと

もに濃度を監視していく予定である。 

4号機については，燃料取り出し用カバーを設置している。燃料取り出し用カバー

は，隙間を低減するとともに，換気設備を設け，排気はフィルタユニットを通じて

大気へ放出することによりカバー内の放射性物質の大気への放出を抑制する。 

使用済燃料貯蔵プール水から空気中への放射性物質の直接の放出についても，

Cs-134，Cs-137 に着目し，上述の測定結果から，プール水からの放射性物質の放出

は極めて少ないと評価している。 

c.1～4号機タービン建屋 

    建屋地下部の滞留水の水位低下により，壁面，機器に付着した放射性物質が乾燥

により再浮遊し，開口部（大物搬入口等）より放出する可能性が考えられるが，地下

開口部は閉塞されていることから，建屋からの追加的放出は少ないと評価している。 

滞留水から空気中への放射性物質の直接の放出についても，原子炉建屋と同様に，

極めて少ないと評価している。 

d.1～4号機廃棄物処理建屋 

    タービン建屋と同様に，建屋地下部の滞留水の水位低下により，壁面，機器に付

着した放射性物質が乾燥により再浮遊し，開口部（大物搬入口等）より放出する可能
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性が考えられるが，地下開口部は閉塞されていることから，建屋からの追加的放出は

少ないと評価している。 

滞留水から空気中への放射性物質の直接の放出についても，同様に極めて少ない

と評価している。 

e.集中廃棄物処理施設 

    プロセス主建屋，サイトバンカ建屋，高温焼却炉建屋，焼却・工作建屋の各建屋

について，タービン建屋と同様に，建屋地下部の滞留水の水位低下により，壁面，

機器に付着した放射性物質が乾燥により再浮遊し，開口部（大物搬入口等）より放

出する可能性が考えられるが，地下開口部は閉塞されていることから，建屋からの

追加的放出は少ないと評価している。 

    滞留水から空気中への放射性物質の直接の放出についても，同様に極めて少ない

と評価している。 

また，建屋内に設置されている汚染水処理設備，貯留設備の内，除染装置（セシ

ウム凝集・沈殿），造粒固化体貯槽（廃スラッジ貯蔵）については，内部のガスを

フィルタにより放射性物質を除去して排気している。 

f.5，6号機各建屋 

     各建屋地下部の滞留水について，建屋外から入ってきた海水及び地下水であり，

放射性物質濃度は 1～4号機に比べ低い。 

原子炉建屋については，原子炉建屋常用換気系により，原子炉建屋内の空気をフ

ィルタを通して，主排気筒から放出する。 

g.使用済燃料共用プール 

    共用プール水について，放射性物質濃度は 1～4号機に比べ低く，プール水からの

放射性物質の放出は極めて少ないと評価している。 

共用プール建屋内からの排気は，フィルタを通し放射性物質を除去した後に，建

屋内排気口から放出する。 

h.廃スラッジ一時保管施設 

    汚染水処理設備の除染装置から発生する廃スラッジを処理施設等へ移送するまで

の間一時貯蔵する施設では，内部のガスをフィルタで放射性物質を除去して排気する。 

i.焼却炉建屋 

焼却設備の焼却処理からの排ガスは，フィルタを通し，排ガスに含まれる放射性物

質を十分低い濃度になるまで除去した後に，焼却設備の排気筒から放出する。 

なお，フィルタを通し十分低い濃度になることから，焼却炉建屋からの放射性物質

の放出は極めて少ないと評価している。 

 ｊ．固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫に保管される放射性固体廃棄物等は，容器やドラム缶等に収納さ

れるため，放射性固体廃棄物等からの放射性物質の追加的放出はないものと評価して
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いる。 

 ｋ．瓦礫等の一時保管エリア 

瓦礫等の一時保管エリアは，瓦礫類については周囲への汚染拡大の影響がない値と

して目安値を設定し，目安値を超える瓦礫類は容器，仮設保管設備，覆土式一時保

管施設に収納，またはシートによる養生等による飛散抑制対策を行い保管している

こと，また伐採木については周囲への汚染拡大の影響がないことを予め確認してい

ることから，放射性物質の追加的放出は極めて少ないと評価している。 

 ｌ．使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

 セシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置

吸着塔，高性能容器，処理カラム，高性能多核種除去設備吸着塔は，セシウム吸着

塔一時保管施設において静的に貯蔵している。使用済みの吸着材を収容する高性能

容器，及び，使用済みの吸着材を収容する処理カラムは，セシウム等の主要核種を

吸着塔内のゼオライト等に化学的に吸着させ，吸着塔内の放射性物質が漏えいし難

い構造となっている。高性能容器は，圧縮活性炭高性能フィルタを介したベント孔

を設けており，放射性物質の漏えいを防止している。また，保管中の温度上昇等を

考慮しても吸着材の健全性に影響を与えるものでは無いため，吸着材からの放射性

物質の離脱は無いものと評価している。このため，放射性物質の追加的放出は極め

て小さいと評価している。 

 ｍ．貯留設備（タンク類，地下貯水槽） 

 貯留設備（タンク類，地下貯水槽）は，汚染水受入れ後は満水保管するため，水

位変動が少ないこと，蒸発濃縮装置出口水の放射能濃度測定結果から空気中への放

射性物質の移行は極めて低いことから放射性物質の追加的放出は極めて少ないと考

えている。 

 ｎ．多核種除去設備等 

 多核種除去設備は，タンク開口部のフィルタにより放射性物質を除去し，排気し

ているため，放射性物質の追加的放出は極めて小さいと考えている。 

増設多核種除去設備は，多核種除去設備と同様の設計とし，タンク開口部のフィ

ルタにより放射性物質を除去し，排気しているため，放射性物質の追加的放出は極

めて小さいものと考える。 

高性能多核種除去設備は，タンク開口部のフィルタにより放射性物質を除去し，

排気しているため，放射性物質の追加的放出は極めて小さいものと考える。 

 ｏ．大型機器除染設備 

    大型機器除染設備からの排気は，フィルタを通し放射性物質を除去した後に，排

気口から放出する。 

    フィルタを通し十分低い濃度になることから，大型機器除染設備からの放射性物

質の放出は極めて少ないと評価している。 
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 ｐ．油処理装置 

    油処理装置は,常温・湿式で油を分解するため空気中への放射性物質の移行は極め

て低いと評価しており，更に排気はフィルタを通して排気する。 

 ｑ．大型廃棄物保管庫 

    大型廃棄物保管庫からの排気は，フィルタを通し放射性物質を除去した後に，排

気口から放出する。ｌ．(使用済セシウム吸着塔一時保管施設)と同様，保管対象で

ある吸着塔内の吸着材からの放射性物質の離脱は無いものと評価している。このた

め，放射性物質の追加的放出は極めて小さいと評価している。更にフィルタを通し

十分低い濃度になることから，大型廃棄物保管庫からの放射性物質の放出は極めて

少ないと評価している。 

ｒ．減容処理設備 

減容処理設備からの排気は，フィルタを通し放射性物質を除去した後に，建屋換

気排気口から放出する。 

フィルタを通し十分低い濃度になることから，減容処理設備からの放射性物質の

放出は極めて少ないと評価している。 

 

 (2)放出管理の方法 

気体廃棄物について，原子炉格納容器ガス管理設備により環境中への放出量を抑制す

るとともに各建屋において可能かつ適切な箇所において放出監視を行っていく。 

  ①1～3号機原子炉建屋格納容器 

1～3 号機は原子炉格納容器ガス管理設備出口において，ガス放射線モニタ及びダ

スト放射線モニタにより連続監視する。 

②1～4号機原子炉建屋 

1号機については，原子炉建屋上部の空気中の放射性物質を監視するとともに，定

期的及び必要の都度ダストサンプラで採取し，放射性物質濃度を測定する。また，

大型カバー設置後においては，大型カバー換気設備出口においてダスト放射線モニ

タにより連続監視する。2号機については，原子炉建屋排気設備出口においてダスト

放射線モニタにより連続監視する。3号機については，原子炉建屋上部で空気中の放

射性物質を定期的及び必要の都度ダストサンプラで採取し，放射性物質濃度を測定

する。今後，原子炉建屋5階上部で連続監視するためのダスト放射線モニタを設置す

る。また，4号機については，使用済燃料プールから燃料取出し時の放射性物質の飛

散抑制を目的とした燃料取出し用カバーが設置されており，排気設備出口において

ダスト放射線モニタにより連続監視する。 

③1～4号機タービン建屋 

    追加的放出として考えられる建屋地下部の滞留水の水位低下による放射性物質の

再浮遊は，地下開口部が閉塞されているため建屋内に閉じ込められている。なお，建
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屋内地上部の大物搬入口等の主な開口部付近にて，空気中の放射性物質を定期的及び

必要の都度ダストサンプラで採取し，放射性物質の漏えいがないことを確認する。 

④1～4号機廃棄物処理建屋 

    追加的放出として考えられる建屋地下部の滞留水の水位低下による放射性物質の

再浮遊は，地下開口部が閉塞されているため建屋内に閉じ込められている。なお，建

屋内地上部の主な開口部付近にて，空気中の放射性物質を定期的及び必要の都度ダス

トサンプラで採取し，放射性物質の漏えいがないことを確認する。 

⑤集中廃棄物処理施設（プロセス主建屋，サイトバンカ建屋，高温焼却炉建屋，焼却・

工作建屋） 

     追加的放出として考えられる建屋地下部の滞留水の水位低下による放射性物質の

再浮遊は，地下開口部が閉塞されているため建屋内に閉じ込められている。なお，

プロセス主建屋，サイトバンカ建屋，高温焼却炉建屋，焼却・工作建屋の各建屋内

地上部の主な開口部付近にて，空気中の放射性物質を定期的及び必要の都度ダスト

サンプラで採取し，放射性物質の漏えいがないことを確認する。 

また，建屋内に設置されている汚染水処理設備，貯留設備の内，除染装置（セシウ

ム凝集・沈殿），造粒固化体貯槽（廃スラッジ貯蔵）については，内部のガスをフィ

ルタで放射性物質を除去して排気しており，除染装置運転時や廃棄物受け入れ時等に

おいて，排気中の放射性物質濃度を必要により測定する。 

⑥5，6号機各建屋 

      主排気筒において，放射性物質濃度をガス放射線モニタにより監視する。 

  ⑦使用済燃料共用プール 

建屋内の排気設備にて，放射性物質濃度を排気放射線モニタにより監視する。 

⑧廃スラッジ一時保管施設 

     汚染水処理設備の除染装置から発生する廃スラッジを一時貯蔵する施設では，内

部のガスをフィルタで放射性物質を除去して排気し，ダスト放射線モニタで監視する。 

⑨焼却炉建屋 

焼却設備の排気筒において，放射性物質濃度をガス放射線モニタ及びダスト放射線

モニタにより監視する。 

  ⑩固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫において，空気中の放射性物質を定期的及び必要の都度ダストサ

ンプラで採取し，放射性物質濃度を測定する。 

  ⑪瓦礫等の一時保管エリア 

瓦礫等の一時保管エリアにおいて，空気中の放射性物質を定期的及び必要の都度ダ

ストサンプラで採取し，放射性物質濃度を測定する。 

⑫使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設のエリアにおいては，空気中の放射性物質を定
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期的及び必要の都度ダストサンプラで採取し，放射性物質濃度を測定する。 

⑬貯留設備（タンク類，地下貯水槽） 

 貯留設備（タンク類，地下貯水槽）のエリアにおいては，空気中の放射性物質を定

期的及び必要の都度ダストサンプラで採取し，放射性物質濃度を測定する。 

⑭多核種除去設備等 

多核種除去設備においては，内部のガスをフィルタで放射性物質を除去し，排気し

ているため，多核種除去設備設置エリアの放射性物質濃度を必要により測定する。ま

た，増設多核種除去設備及び高性能多核種除去設備は，多核種除去設備と同様にフィ

ルタで放射性物質を除去し，排気しているため，各設備の設置エリアにおける放射性

物質濃度を必要により測定する。 

  ⑮大型機器除染設備 

   大型機器除染設備排気口及び汚染拡大防止ハウス排気口において，空気中の放射性

物質を定期的（除染設備運転時）及び必要の都度ダストサンプラで採取し，放射性物

質濃度（主要ガンマ線放出核種，全ベータ放射能，ストロンチウム９０濃度）を測定

する。 

なお，除染対象物のアルファ核種による汚染は極めて低いと評価しているが，念の

ために全アルファ放射能の放射性物質濃度も１ヶ月に１回測定する。 

  ⑯油処理装置 

   油処理装置排気口において，空気中の放射性物質を定期的（油処理装置運転時）及

び必要の都度ダストサンプラで採取し，放射性物質濃度（主要ガンマ線放出核種，全

ベータ放射能，ストロンチウム９０濃度）を測定する。 

⑰大型廃棄物保管庫 

大型廃棄物保管庫において，空気中の放射性物質を定期的（建屋換気設備運転時）

及び必要の都度ダストサンプラで採取し，放射性物質濃度（主要ガンマ線放出核種，

全ベータ放射能，ストロンチウム９０濃度）を測定する。 

⑱減容処理設備 

減容処理設備排気口において，空気中の放射性物質を定期的（建屋換気空調系運転

時）及び必要の都度ダストサンプラで採取し，放射性物質濃度（主要ガンマ線放出核

種，全ベータ放射能，ストロンチウム９０濃度）を測定する。 

 

(3)推定放出量 

1～4 号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は，極めて少

ないと考えられるため，1～4 号機原子炉建屋上部におけるサンプリング結果から検出

されている Cs-134及び Cs-137を評価対象とし，建屋開口部等における放射性物質濃度

及び空気流量等の測定結果から，現在の 1～4号機原子炉建屋からの放出量を評価した。

推定放出量（平成 26年２月時点）は，表２．１．３－１に示す通りである。 
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なお，これまでの放出量の推移を図２．１．３－１に示す。 

 

表２．１．３－１ 気体廃棄物の推定放出量 

 

 Cs-134（Bq/sec） Cs-137（Bq/sec） 

1号機 原子炉建屋 4.7×102 4.7×102 

2号機 原子炉建屋 9.4×101 9.4×101 

3号機 原子炉建屋 7.1×102 7.1×102 

4号機 原子炉建屋 1.2×102 1.2×102 

（注）平成 26年 2月時点の評価値 
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図２．１．３－１ １～３号機原子炉建屋からの一時間当たりの放出量推移 
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3.1.2 放射線管理 

3.1.2.1 概要 

地震，津波，水素爆発に伴い，1～4 号機原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，

廃棄物集中処理建屋及び使用済燃料輸送容器保管建屋については管理区域境界であった建

屋の壁が損壊した。5，6 号機原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋及び運用補助共

用施設については，損壊の程度は少ないものの，管理区域出入口などが損壊状態にある。

このため，これらの管理区域境界については，区画物による区画・放射線等の危険性に応

じた立入制限等が行うことができない状況にある。 

また，大規模な放射性物質の放出による放射線レベルの上昇により，従来，放射性物質

によって汚染された物の表面の放射性物質の密度及び空気中の放射性物質濃度が管理区域

に係る値を超えるおそれのない区域であった固体廃棄物貯蔵庫を含め，周辺監視区域全体

が，外部線量に係る線量，空気中放射性物質の濃度，又は放射性物質によって汚染された

物の表面の放射性物質の密度について，管理区域に係る値を超えている。このため，管理

区域から人が退去し，又は物品を持ち出そうとする場合に，その者の身体及び衣服，履物

等身体に着用している物並びにその持ち出そうとする物品（その物品を容器に入れ又は包

装した場合には，その容器又は包装）の表面の放射性物質の密度が管理区域に係る値を超

えていないことの確認ができない状況にある。 

これらのことから，現状，周辺監視区域全体を管理区域と同等の管理を要するエリアと

して管理対象区域を設定している。管理対象区域では，周辺監視区域と同一のさく等の区

画物によって区画するほか周辺監視区域と同一の標識を設けることによって明らかに他の

場所と区別し，かつ，放射線等の危険性の程度に応じて，人の立入制限等の措置を講じて

いる。また，管理対象区域から人が退去し，又は物品を持ち出そうとする場合の表面汚染

検査は，管理対象区域の境界に出入管理設備を設けて，原子力災害対策本部が定める警戒

区域からのスクリーニングレベル（平成 23 年 9 月 16 日付・原子力非常災害対策本部長通

知及び最新の通知，以下「スクリーニングレベル」という。具体的には 40Bq/cm2（13,000cpm

相当）である。）を超えないことを確認している。なお，管理対象区域に立ち入る者は放射

線業務従事者と一時立入者とする。個人被ばく管理については，放射線業務従事者が管理

対象区域で作業を行う場合には，放射線測定器を着用させ，外部被ばくによる線量当量の

評価を行っている。また，内部被ばくについては，原則としてホールボディカウンタによ

る体外計測法などで定期的及び必要の都度，評価を行っている。 

管理対象区域のうち管理区域については，現状の放射線レベルに応じて再区分するととも

に，今後，立入制限等必要な措置を順次講じていく。管理対象区域のうち管理区域を除く

区域については，放射線レベルを低下していくためには，長い期間を要することから，今

後，管理対象区域内の除染等を検討し，実施する。詳細は，「3.1.3 敷地内に飛散した放

射性物質の拡散防止及び除染」参照。 
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3.1.2.2 基本方針 

① 現存被ばく状況において，放射線被ばくを合理的に達成できる限り低減する方針で，今

後，新たに設備を設置する場合には，遮へい設備，換気空調設備，放射線管理設備及び

放射性廃棄物廃棄施設を設計し，運用する。また，事故後，設置した設備においても，

放射線被ばくを合理的に達成できる限り低減する方針で，必要な設備の改良を図る。 

② 放射線被ばくを合理的に達成できる限り低くするために，周辺監視区域全体を管理対象

区域として設定して，立入りの制限を行い，外部放射線に係る線量，空気中もしくは水

中の放射性物質の濃度及び床等の表面の放射性物質の密度を監視して，その結果を管理

対象区域内の諸管理に反映するとともに必要な情報を免震重要棟や出入管理箇所等で

確認できるようにし，作業環境の整備に努める。 

③ 放射線業務に限らず業務上管理対象区域に立ち入る作業者を放射線業務従事者とし，被

ばく歴を把握し，常に線量を測定評価し，線量の低減に努める。また，放射線業務従事

者を除く者であって，放射線業務従事者の随行により管理対象区域に立ち入る者等を一

時立入者とする。 

さらに，各個人については，定期的に健康診断を行って常に身体的状態を把握する。 

④ 周辺監視区域を設定して，この区域内に人の居住を禁止し，境界に柵または標識を設け

る等の方法によって人の立入を制限する。 

⑤ 原子炉施設の保全のために，管理区域を除く場所であって特に管理を必要とする区域を 

保全区域に設定して，立入りの制限等を行う。 

⑥ 核燃料物質によって汚染された物の運搬にあたっては，放射線業務従事者の防護及び発

電所敷地外への汚染拡大抑制に努める。 

 

 

3.1.2.3 発電所における放射線管理 

(1)管理対象区域，管理区域，保全区域及び周辺監視区域 

a.管理対象区域 

周辺監視区域全体が外部線量に係る線量，空気中放射性物質の濃度，又は放射性物質に

よって汚染された物の表面の放射性物質の密度について，管理区域に係る値を超えるか，

又は，そのおそれがあるため，管理区域と同等の管理を要するエリアとして管理対象区域

を設定する。管理対象区域は，管理区域と管理区域を除く区域に分けられる。 

管理対象区域のうち管理区域を除く区域については，外部線量に係る線量，空気中放射

性物質の濃度，又は放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の密度について，

管理区域に係る値を下回るよう，必要の都度，遮へいにより線量当量率を下げ，又は除染

により線量当量率及び表面汚染密度を下げていく。 
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b. 管理区域 

外部線量に係る線量，空気中放射性物質の濃度，又は放射性物質によって汚染された物

の表面の放射性物質の密度について，管理区域に係る値を超えるか，又は，そのおそれの

ある区域である。 

管理区域境界の大物搬出入口などが開放状態にあることや管理区域境界においても放射

線レベルが高いことから，管理区域に求められる管理区域内の管理，物品の出入管理がで

きていないが，今後，順次，修復し，管理区域に求められる要件を満足するようにする。

また，管理対象区域のうち管理区域を除く場所において，除染等を行っても管理区域に係

る値を下回るようにすることが困難な場合には，管理区域に求められる措置を適切に講じ

た上で管理区域を設定する。 

 

c. 保全区域 

「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」（第 1条）に基づき，原子炉施設の保

全のために特に管理を必要とする区域であって，管理区域を除く区域を保全区域とする。 

 

d. 周辺監視区域 

外部放射線に係る線量，空気中もしくは水中の放射性物質濃度が，「核原料物質又は核燃

料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」，「東京電力

株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関して必要

な事項を定める告示」に定められた値を超えるおそれのある区域が周辺監視区域であるが，

放出により沈着した放射性物質が広域に広がってしまっており，周辺監視区域を線量限度

に基づき設定することが困難であるため，管理上の便宜も考慮して図３．１－１に示すよ

うに周辺監視区域を設定する。 

 

(2)管理対象区域内の管理 

管理対象区域については，次の措置を講じる。 

① 管理対象区域は当面の間，周辺監視区域と同一にすることにより，さく等の区画物

によって区画するほか周辺監視区域と同一の標識等を設けることによって明らかに

他の場所と区別し，かつ，放射線等の危険性の程度に応じて，人の立入制限等を行

う。 

管理対象区域内の線量測定結果を放射線業務従事者の見やすい場所に掲示する等の

方法によって，管理対象区域に立ち入る放射線業務従事者に放射線レベルの高い場

所や放射線レベルが確認されていない場所を周知する。特に放射線レベルが高い場

所においては，必要に応じてロープ等により人の立入制限を行う。 

② 放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙を禁止する。ただし，

飲食及び喫煙を可能とするために，放射性物質によって汚染された物の表面の放射
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性物質の密度及び空気中の放射性物質濃度が，法令に定める管理区域に係る値を超

えるおそれのない区域を設ける。なお，設定後は，定期的な測定を行い，この区域

内において，法令に定める管理区域に係る値を超えるような予期しない汚染を床又

は壁等に発見した場合等，汚染拡大防止のための放射線防護上必要な措置等を行う

ことにより，放射性物質の経口摂取を防止する。 

③ 管理対象区域全体にわたって放射線のレベルに応じた保護衣類や放射線防護具類を

着用させる。今後，必要の都度管理対象区域内を除染し，表面汚染密度を下げてい

く。なお，管理対象区域内において全面マスク着用を不要とするエリアは以下の条

件に合致する場合に設定する。構内に設置したダストモニタ（モニタリングポスト

付近に設置したダストモニタは除く）で全面マスク着用を不要とするエリアの空気

中放射性物質濃度を監視する。 

・ 全面マスク着用を不要とするエリアの空気中放射性物質濃度を測定し，マスク

着用基準を下回っていること。ただし，作業による放射性物質の舞い上がりを

考慮し，全面マスク着用を不要とするエリアで作業する場合は，念のため使い

捨て式防塵マスクを着用すること。 

・ 除染電離則等のマスク基準を参考に，全面マスク着用を不要とするエリア内に

あっては，高濃度粉塵作業は全面（半面）マスク着用，それ以外の作業は使い

捨て式防塵マスク着用の２区分とする（地表面の土砂の放射能濃度の基準を下

回る場合は，サージカルマスクも使用可）。 

・ 原子炉格納容器ガス管理設備による未臨界監視を行い，不測の事態が生じた場

合には，全面マスク着用を指示するため，一斉放送が聞こえる場所か PHSによ 

る連絡が可能な場所であること。 

④ 管理対象区域から人が退去し，又は物品を持ち出そうとする場合には，その者の身

体及び衣服，履物等身体に着用している物並びにその持ち出そうとする物品（その

物品を容器に入れ又は包装した場合には，その容器又は包装）の表面の放射性物質

の密度についてスクリーニングレベルを超えないようにする。管理対象区域内にお

いて汚染された物の放射性物質の密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める

管理区域に係る値を超えるおそれのない区域に人が立ち入り，又は物品を持ち込も

うとする場合は，その者の身体及び衣服，履物等身体に着用している物並びにその

持ち出そうとする物品（その物品を容器に入れ又は包装した場合には，その容器又

は包装）の表面の放射性物質の密度について表面汚染測定等により測定場所のバッ

クグラウンド値を超えないようにする。 

⑤ 管理対象区域内においては，除染や遮へい，換気を実施することにより外部線量に

係る線量，空気中放射性物質の濃度，及び放射性物質によって汚染された物の表面

の放射性物質密度について，管理区域に係る値を超えるおそれのない場合は，人の

出入管理及び物品の出入管理に必要な措置を講じた上で，管理対象区域として扱わ
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ないこととする。 

 

また，管理対象区域内は，場所により外部放射線に係る線量当量率，放射線業務従事者

等の立入頻度等に差異があるので，これらのことを考慮して適切な管理を行う。 

管理対象区域のうち管理区域については，地震，津波，水素爆発に伴い，1～4 号機原子

炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，廃棄物集中処理建屋及び使用済燃料輸送容器保

管建屋については管理区域境界であった建屋の壁が損壊した。5，6 号機原子炉建屋，ター

ビン建屋，廃棄物処理建屋及び運用補助共用施設については，損壊の程度は少ないものの，

管理区域出入口などが損壊状態にある。このため，他の場所との区別・放射線等の危険性

の程度に応じた人の立入制限等の措置は，管理対象区域で講ずる措置と同一とする。 

 

a. 線量等の測定 

放射線業務従事者等の線量の管理が，容易かつ確実に行えるようにするため放射線測定

器により，管理対象区域における放射線レベル等の状況を把握する。 

(a)外部放射線に係る線量当量の測定 

①エリア放射線モニタによる測定 

管理対象区域内で運転操作，監視，点検等のために人が駐在する場所に，エリア放

射線モニタを設置し，放射線環境の状況の把握と放射線防護への情報提供の観点から

放射線レベルの連続監視を行う必要があるが，既設建屋内のエリア放射線モニタは，

津波による水没や爆発による故障，建屋内の線量が高いためエリア放射線モニタの健

全性を確認していない。 

放射線環境の状況の把握と放射線防護への情報提供の観点から，放射線業務従事者

の立入頻度を考慮し，放射線レベルの連続監視を行う必要性を踏まえ，エリア放射線

モニタによる管理に移行できるよう検討を行う。 

②サーベイメータによる測定 

管理対象区域内において放射線業務従事者が特に頻繁に立ち入る箇所については，

定期的あるいは必要の都度サーベイメータによる外部放射線に係る線量率の測定を

行う。 

測定した結果は，測定点，測定日時，測定結果を記入したサーベイマップを作成し，

放射線業務従事者の，見やすい場所に掲示する等の方法によって，管理対象区域内に

立ち入る放射線業務従事者に放射線レベルの高い場所や放射線レベルが確認されて

いない場所を周知する。 

 

(b)空気中の放射性物質の濃度及び表面の放射性物質の密度の測定 

管理対象区域内において，放射線業務従事者が特に頻繁に立ち入る箇所については，

定期的あるいは必要の都度空気中の放射性物質の濃度及び床等の表面の放射性物質の
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密度を測定する。 

① 排気モニタによる測定 

排気モニタにより建屋内の空気中の放射性物質の濃度を監視する。放射能レベルが

あらかじめ設定された値を超えた場合は，免震重要棟又は中央制御室（5，6 号機）

において警報を出し，適切な処置がなされるよう運転員の注意を喚起する。 

② サンプリングによる測定 

管理対象区域内において放射線業務従事者が特に頻繁に立ち入る箇所について，サ

ンプリングにより空気中の放射性物質の濃度及び床等の表面の放射性物質の密度の

測定を定期的及び必要の都度行う。 

 

(c)系統内の放射能測定 

施設が正常に運転されていることを確認するため，系統内の気体及び液体の放射性物

質の濃度を測定する。 

① プロセス放射線モニタによる測定 

プロセス放射線モニタは，空気中又は水中の放射性物質の濃度を監視し，放射能レ

ベルが，あらかじめ設定された値を超えた場合は，免震重要棟又は中央制御室（5，6

号機）において警報を出し，適切な処置がなされるよう運転員の注意を喚起する。な

お，警報は異常の早期発見が可能な値を定める。 

② サンプリングによる測定 

主な系統については，定期的及び必要の都度サンプリングにより放射性物質の濃度

を測定する。 

 

b. 人の出入管理 

(a)管理対象区域（管理区域を含む）への立入制限 

管理対象区域（管理区域を含む）への立入りは，あらかじめ指定された者で，かつ必

要な場合に限るものとする。なお，管理対象区域（管理区域を含む）への立入制限は，

出入管理箇所において行う。 

 

(b) 出入管理の原則 

管理対象区域（管理区域を含む）の出入管理の原則は次のとおりとする。 

① 管理対象区域（管理区域を含む）の出入りは，出入管理箇所を経由して行う。 

② 管理対象区域（管理区域を含む）に立ち入る者には，出入管理箇所で所定の保護

衣類を配備して着用させる。また，出入管理箇所または免震重要棟において所定

の放射線測定器を配備して着用させる。 

③ 管理対象区域及び管理対象区域のうち管理区域から退出した者には，サーベイメ

ータ等によって表面汚染検査を行わせる。 
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管理対象区域内のうち，汚染された物の表面の放射性物質の密度及び空気中の放

射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのない区域に立ち

入る者には，その出入口においてサーベイメータ等によって表面汚染検査（予め

管理区域に係る値を超えないことを確認した場合は除く）を行わせる。 

④ 出入管理箇所では，管理対象区域（管理区域を含む）の人の出入りを監視する。 

 

(c) 管理対象区域（管理区域を含む）内での遵守事項 

① 指定された場所以外では，飲食及び喫煙を禁止する。 

② 異常事態の発生又はそのおそれがある事象を発見した場合は，直ちに必要箇所へ

連絡させ，その指示に従わせる。 

 

c. 物品の出入管理 

管理対象区域への物品の持込み及び持出しは，出入管理箇所を経由して行う。なお，管

理対象区域のうち管理区域内への物品の出入管理は，管理対象区域における物品の出入管

理で実施している管理と同一である。 

管理対象区域から物品を持ち出す場合には，スクリーニングレベルを超えないことを確

認する。 

なお，当社が貸与する下着類及び構内で使用した作業服のうち再使用可能なものについ

ては，これまで福島第一原子力発電所の管理区域に設置する洗濯設備で洗浄し再使用する

運用としていたが，震災により当該設備が使用できない状況にあるため，当社福島第二原

子力発電所の管理区域に設置する同等の洗濯設備で洗浄して福島第一原子力発電所で再使

用することとし，この場合における管理対象区域からの下着類及び構内で使用した作業服

の持出しにあたってもスクリーニングレベルを超えないことを確認する。当該運用にあた

っては，福島第二原子力発電所で発生する使用済保護衣類の処理に支障を来さない範囲で

行うとともに，洗濯廃液系の取り扱いにおいては福島第二原子力発電所の保安規定を遵守

する。 

 

d. 管理対象区域内の区分 

管理対象区域は，管理区域と管理区域を除く区域に区分する。 

管理対象区域のうち管理区域は，放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質

の密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな

い区域と，表面の放射性物質の密度又は空気中の放射性物質濃度が，法令に定める管理区

域に係る値を超えるか又は超えるおそれのある区域とに区分する。なお，放射線レベルが

高く，区域区分に係る条件を満足できない場合は，管理対象区域のうち管理区域を除く区

域の区域区分と同一とする。 

管理対象区域のうち管理区域を除く区域については汚染された物の表面の放射性物質の



 Ⅲ-3-3-1-2-8 

密度又は空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるまたは超える

おそれのある区域と汚染された物の表面の放射性物質の密度及び空気中の放射性物質濃度

が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのない区域とに区分する。 

 

e. 作業管理 

管理対象区域での作業は，放射線業務従事者の線量を合理的に達成できる限り低減する

ことを旨として原則として次のように行う。 

① 事前に作業環境に応じて放射線防護具類の着用，作業人数，時間制限等必要な条件を

定め，放射線業務従事者の個人被ばく歴を考慮して合理的な作業計画を立てる。また，

上記の作業計画において必要な条件を定めるために，事前に作業訓練やロボットの活

用を行うことも考慮する。 

② 作業前及び作業中には，必要に応じ，外部放射線に係る線量当量率及び空気中の放射

性物質の濃度を測定し，高線量作業を識別した上で作業を行うとともに，事故後初め

て立ち入る場合等必要な場合には，一時的遮へいの使用，除染等を行い，作業環境の

改善に努める。 

③ 請負業者の作業管理については，労働安全衛生法及び電離放射線障害防止規則に基づ

き各請負業者に実施義務があるが，東京電力の放射線業務従事者に準じて行う。具体

的には，請負業者が作成する作業計画の内容を確認し，適切なものとなるよう指導す

る，作業計画の周知を図るよう指導する，作業現場を巡視するなどの指導または援助

を行う。 

 

f. 事業所内運搬 

核燃料物質によって汚染された物（資機材，瓦礫等）を運搬する際は，汚染を広げない

よう養生等による汚染拡大抑制を図るとともに，必要に応じて遮へい等による被ばく低減

に努める。なお，これら汚染拡大抑制対策に関する措置について適宜確認して適正化を図

る。 

 

(3)保全区域内の管理 

保全区域は，「実用発電用原子炉設置，運転等に関する規則」（第 8条）の規定に基づき，

標識を設ける等の方法によって明らかに他の場所と区別し，かつ，管理の必要性に応じて

人の立入制限等の措置を講じる。 

 

(4)周辺監視区域内の管理 

「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」（第 8条）の規定に基づき，周辺監視

区域は人の居住を禁止し，境界にさく又は標識を設ける等の方法によって周辺監視区域に

業務上立ち入る者を除く者の立入りを制限する。 
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周辺監視区域内は，全域を管理対象区域とし，その管理については，「3.1.2.3(2)管理対

象区域内の管理」で述べる。 

 

(5)個人被ばく管理 

管理対象区域（管理区域を含む）に立ち入る者の個人被ばく管理は，線量を常に測定評

価するとともに定期的及び必要に応じて健康診断を実施し，身体的状態を把握することに

よって行う。 

なお，請負業者の放射線業務従事者の個人被ばく管理については，法令に定められるも

のについて，東京電力の放射線業務従事者に準じて扱う。 

a. 管理対象区域（管理区域を含む）立入前の措置 

放射線業務に限らず業務上管理対象区域に立ち入る作業者を放射線業務従事者とする。 

また，放射線業務従事者に対しては，あらかじめ次のような措置を講じる。 

① 放射線防護に関する教育，訓練を行う。 

② 被ばく歴及び健康診断結果を調査する。 

 

b. 放射線業務従事者の線量限度 

放射線業務従事者の線量は，「東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安

及び特定核燃料物質の防護に関して必要な事項を定める告示」，及び最新の告示に定める線

量限度を超えないようにする。 

放射線業務従事者の 5 年間の線量のうち平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災以降から平

成 23年 3月 31日までの線量については，「福島第一原子力発電所で従事する労働者の被ば

く線量管理等の徹底について 基発 0428 第 3 号・平成 23 年 4 月 28 日」に基づき平成 23

年度を含む定められた 5年間の線量として線量限度を超えないようにする。 

平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災以降から平成 23 年 3 月 31 日までの線量に係る「１

年間の線量が 20ミリシーベルトを超えた放射線業務従事者の当該１年間を含む定められた

5年間の線量」は平成 23年度を含む定められた 5年間の線量とし，「放射線業務従事者が業

務に就く日の属する年度における当該日以前の放射線被ばくの経歴及び定められた 5 年間

における当該年度の前年度までの放射線被ばくの経歴」については，平成 23 年 3 月 11 日

以降の経歴として記録する。 

 

c. 線量の管理 

放射線業務従事者の線量が，線量限度を超えないよう被ばく管理上必要な措置を講じる。 

(a)外部被ばくによる線量の評価 

外部被ばくによる線量の測定は，原則として次のように行う。 

① 管理対象区域（管理区域を含む）に立ち入る場合には，警報付ポケット線量計等を

着用させ，外部被ばくによる線量をその日ごとに測定する。 
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② 特殊な作業に従事する者に対しては，その作業に応じて被ばくする線源や作業姿勢

を考慮し適切な放射線測定器，例えば中性子線源取扱作業やβ線被ばく作業などに

関しては中性子線用固体飛跡検出器やβ線測定用線量計等を，体幹部以外にも局所

的に被ばくする箇所がある場合は当該末端部に着用させ，その都度線量の測定を行

う。 

 

(b)内部被ばくによる線量の評価 

内部被ばくによる線量の測定は，原則として次のように行う。 

① 放射線業務従事者の内部被ばくによる線量の評価は，ホールボディカウンタによる

体外計測法又は作業環境の空気中の放射性物質の濃度を測定することにより行う。 

② ホールボディカウンタによる測定は，発電所退所時（放射線業務従事者として勤務

を解除する時）並びに定期的及び必要に応じて行う。 

③ 放射性物質の体内摂取が考えられる場合には，必要に応じてバイオアッセイを行う。 

 

(c)放射線業務従事者の線量の評価結果は，本人に通知する。 

 

(d)個人の線量の測定結果は，定期的に評価，記録するとともに以後の放射線管理及び健

康管理に反映させる。 

 

なお，視察等管理対象区域（管理区域を含む）に一時的に立ち入る者については，その

都度警報付ポケット線量計等を着用させ，外部被ばくによる線量の測定を行うほか，必要

に応じて内部被ばくによる線量の評価を行う。 

 

 

d. 健康管理 

① 「労働安全衛生規則」（第 44 条及び第 45 条）による健康診断のほか「電離放射線障

害防止規則」（第 56条），「東京電力福島第一原子力発電所における被ばく管理の徹底

について 基安発 1030号第 1号・平成 24年 10月 30日」及び最新の通知に基づき放

射線業務従事者について健康診断を実施し，常にその健康状態を把握する。 

② 健康診断結果及び線量の評価結果による医師の勧告等を考慮し，必要ある場合は，保

健指導及び就業上の措置を講じる。 

③ 発電所内において放射線障害が発生した場合又はそのおそれがある場合は必要な応

急措置をとる。 
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図３．１－１ 周辺監視区域図 
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3.1.2.4 周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視 

気体廃棄物の環境中への放出にあたっては各建屋で放出監視を行い，液体廃棄物の環境

中への放出にあたっては放出毎に測定を行うことにより，厳重に管理するが，更に異常が

ないことを確認するため，周辺監視区域境界付近及び周辺地域において空間放射線量率及

び環境試料の放射能の監視を行う。 

 

(1)空間放射線量等の監視 

空間放射線量は，周辺監視区域境界付近及び周辺地域に設けるモニタリングポイントに

蛍光ガラス線量計を配置し，これを定期的に回収して線量を読み取ることにより測定する。 

空間放射線量率は，周辺監視区域境界付近にほぼ等間隔に８箇所設置されているモニタ

リングポストにより測定し，連続監視を行う。 

空気中放射性物質濃度は，周辺監視区域境界付近までダストが飛散するおそれがある作

業（原子炉建屋カバー解体やオペレーティングフロア上のガレキ撤去等）に関して，モニ

タリングポスト付近で，ダストモニタによる監視又はダストサンプラ等を用いて測定する。 

モニタリングポストは，事故時に放出された放射性物質の影響により設置場所の線量率

が上昇しているため，モニタリングポストの設置場所周辺からの空間線量率の影響を低減

するために必要な範囲について森林の伐採，表土の除去を行う。線量率が高い一部の設置

場所については，放射性物質の異常な放出の検知を目的として検出器周りに遮へい壁を設

置するが，設置場所周辺の空間線量率の変動を監視するためにサーベイメータ等により測

定を行う。 

 

(2)環境試料の放射能監視 

周辺環境の陸域及び海域における放射性物質濃度を比較的長寿命核種に重点を置き測定

する。 

陸域，海域について，それぞれ以下のモニタリングを実施し，事故時に放出された放射

性物質の環境への影響及び追加の異常な放出が無いことを監視する。 

①陸域 

測定対象：空間線量率，放射性物質濃度 

測定点 ：原子炉建屋周辺，敷地周辺 

②海域 

測定対象：海水，海底土 

測定点 ：発電所前面海域，沿岸海域 

なお，事故後に関係機関と連携して実施しているモニタリングについては，国の「総合

モニタリング計画」に基づき引き続き実施する。 
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(3)異常時における測定 

放射性物質を取り扱う各施設において，放射線量率の上昇や放射性物質の漏えいが生じ

た場合は，確認，測定の頻度を増やして放射線監視を強化する等，適切な措置を講じる。 

今後各施設において想定される異常事象に備え，異常な放出が想定された場合，陸側では，

モニタリングポストによる監視に加え，γ線サーベイメータ，ダストサンプラ等を搭載し

たモニタリングカーにより気象データに基づき風下側において敷地周辺の空間放射線量率，

空気中放射性物質濃度の測定を行い，環境への影響の範囲，程度などの推定を敏速かつ確

実に行う。海側では，海水の測定頻度を増やす等して，環境への影響の範囲，程度などの

推定を敏速かつ確実に行う。 

 

3.1.2.5 放射線管理に用いる測定機器等 

(1) 主要設備 

a. 出入管理関係設備 

出入管理，汚染管理のため，以下の設備を設ける。 

(a) 出入管理設備 

管理対象区域（管理区域を含む）への立入りは，出入管理箇所を通る設計とする。 

出入管理箇所では人員，物品等の出入管理を行い，保護衣類及び放射線測定器の配備

を行う出入管理設備を設ける。 

(b) 汚染管理設備 

人の出入りに伴う汚染の管理は，更衣所，退出モニタ等を設置し，汚染サーベイメー

タ，汚染除去用器材を備えた箇所において，管理対象区域から退出する前に表面汚染検

査を行う。 

 

b. 試料分析関係設備 

各系統の試料等の化学分析及び放射能測定を行うために，津波・地震等による被害が比較

的軽微であった5，6号機及び環境管理棟の設備を使用する。なお，化学分析設備の分析ス

ペース及び放射能測定設備が足りず試料の適時処理ができない，放射能測定設備のバック

グラウンドが高く低放射能濃度試料の測定ができない状況のため，化学分析棟を設置する

とともに発電所構外でも試料分析を実施している。 

(a) 化学分析設備 

放射線レベルの低減，空調設備の復旧及び分析設備の健全性確認を行い，既存の化学

分析設備を使用する。なお，放射線レベルが震災前の値に戻っていないこと，分析スペ

ースも足りないことから，新たな化学分析設備も設置する。 

(b) 放射能測定設備 

放射能測定設備のうち，γ核種・全α核種・全β核種・トリチウム・ストロンチウム

の測定設備を使用する。なお，放射線レベルのバックグラウンドが震災前の値に戻って
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いないこと，放射能測定設備が足りず試料の適時処理ができないことから，新たな放射

能測定設備も設置する。 

 

c. 個人管理用測定設備及び測定機器 

個人の線量管理のため，外部放射線に係る線量当量を測定する蛍光ガラス線量計，警報

付ポケット線量計等を発電所内に，内部被ばくによる線量を評価するためホールボディカ

ウンタ等を発電所構外に備える。 

なお，放射性物質の体内摂取が考えられる場合に実施するバイオアッセイについては，

必要に応じて発電所構外にて実施する。 

 

d. 放射線計測器の校正設備 

放射線監視設備及び機器を定期的に校正し計測器の信頼度を維持するために，校正設備

を設けている。本校正設備が健全であることを確認したため，今後も放射線監視設備及び

機器は校正設備を用いて校正する。また，一部の放射線監視設備及び機器については，他

施設に持ち込み放射線源による校正を行う。 

 

e. 放射線監視 

放射線監視設備は，エリア放射線モニタリング設備及び放射線サーベイ機器等からなり，

次の機能を持つ。 

エリア放射線モニタリング設備は，放射線レベルが設定値を超えたときは，警報を発す

る。 

(a) エリア放射線モニタリング設備 

既設建屋内のエリア放射線モニタが機能していない箇所については，建屋内への入域

の頻度・エリアが限られていることから，入域の際に放射線業務従事者自らが周辺の放

射線レベルを計測するという管理的手段により，異常の検知に努めている。 

今後は，建屋内について入域の頻度の多さ，エリアの拡大を考慮して，必要に応じて

上記の管理的手段から従来のエリア放射線モニタによる管理に移行できるよう検討を

すすめていく。屋外については，敷地全域が汚染していることから，除染を行う等して

放射線リスクの低減に努める。（詳細は，「3.1.3 敷地内に飛散した放射性物質の拡散防

止及び除染による線量低減」を参照） 

 

(b) プロセス放射線モニタリング設備 

放出監視のための放射線モニタについて，使用済燃料共用プール排気口及び5，6号

機の建屋換気排気に係るものを除いて現在機能していない状況である。放射性廃棄物

の放出や建屋換気排気に係るモニタについては，機能を復旧させる必要があるが，当

面，以下の設備により気体廃棄物の放出監視を行い，免震重要棟に表示する。 
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・1，2，3号機原子炉格納容器ガス管理設備 

・1号機大型カバー換気設備 

・2号機原子炉建屋排気設備 

・4号機燃料取出し用カバー排気設備 

使用済燃料共用プール排気口のモニタについては共用プール建屋内監視操作室で， 

5，6号機主排気筒のモニタについては 5，6号機中央制御室で，表示している。 

 

(c) 環境モニタリング設備 

以下の環境モニタリング設備により発電所敷地周辺の放射線監視を行う。 

① 固定モニタリング設備 

敷地境界付近に設置されているモニタリングポスト 8基により，連続的に空間放射

線量率を測定し，免震重要棟で指示及び記録を行い，放射線レベル基準設定値を超え

たときは警報を出す。また，空間放射線量測定のため適切な間隔でモニタリングポイ

ントを設定し，蛍光ガラス線量計を配置する。 

② 環境試料測定設備 

周辺監視区域境界付近で，モニタリングポストが設置されている 2箇所についてダ

スト放射線モニタ 2基により，空気中の粒子状放射性物質を捕集・測定する。敷地内

で，ダストサンプラにより，空気中の粒子状放射性物質を捕集する。 

③ モニタリングカー 

γ線サーベイメータ，ダストサンプラ等を搭載した無線通話装置付のモニタリング

カーにより，発電所敷地周辺の空間放射線量率，空気中の放射性物質濃度を迅速に測

定する。  

④ 気象観測設備 

発電所周辺の一般公衆の線量評価に資するため，敷地内で，各種気象観測設備によ

り，風向，風速，日射量，放射収支量などを連続的に測定する。 

 

(d) 放射線サーベイ機器 

発電所内外の必要箇所，特に放射線業務従事者等が頻繁に立ち入る箇所については，

外部放射線に係る線量当量率，空気中及び水中の放射性物質濃度並びに表面汚染密度

のうち，必要なものを定期的及び必要の都度測定する。  

測定は，外部放射線に係る線量当量率については，携帯用の各種サーベイメータに

より，空気中及び水中の放射性物質濃度については，サンプリングによる放射能測定

により，また，表面汚染密度については，サーベイメータ又はスミヤ法による放射能

測定によって行う。  

放射線サーベイ関係主要測定器及び器具は，以下のとおりである。  

・ＧＭ管サーベイメータ  
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・電離箱サーベイメータ  

・シンチレーションサーベイメータ  

・中性子線用サーベイメータ  

・ダストサンプラ  

・ダストモニタ 

 

また，以下の機器により，万が一汚染水がタンク等から漏えいし排水路へ流入した場

合の検知を行い，免震重要棟に表示する。 

・側溝放射線モニタ（Ｃ排水路） 

・簡易放射線検知器（Ａ排水路，物揚場排水路，Ｋ排水路）：今後、設置予定 

 

(2) 主要仕様 

放射線管理設備の主要仕様を以下に示す。 

出入管理関係設備                 1式 

・更衣所 

・退出モニタ 

試料分析関係設備                 1式 

・Ge半導体γ線スペクトロメータ 

個人管理用測定設備及び測定機器          1式 

・ホールボディカウンタ 

・警報付ポケット線量計 

・蛍光ガラス線量計 

放射線監視設備                  1式 

・モニタリングポスト 

・ダスト放射線モニタ（敷地境界付近） 

・モニタリングカー 

・気象観測設備 

 

(3)点検・校正 

出入管理関係設備，試料分析関係設備，放射線監視設備等は，定期的に点検・校正を行う

ことによりその機能の健全性を確認する。 


